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総合要旨
群馬県東部平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の特性にあった稲作の低コスト・省力
化技術，すなわち新育苗箱と培土量減量 (以下，培土減量と略称) と平置き出芽法 (平置
き) について検討した．次に，水稲本田全量基肥施用法 (全量基肥)と水稲育苗箱全量基
肥施用法 (箱全量) の検討を行った．
新育苗箱，培土減量のいずれも培土量が約35％削減可能で，育苗箱の約30％軽量化と低
コスト化が達成できた．平置きは育苗箱の移動回数を慣行の無加温積み重ね出芽法 (積み
重ね) に対して1～2回削減でき，作業負担の軽減が可能であった．全量基肥では速効性肥
料と被覆尿素を1:1配合にした専用肥料を開発し，現地へ普及した．箱全量ではプール条
件での育苗法と生育・収量の検討をしたところ，育苗期間を20日程度にすることで慣行の
本田分施法 (標準施肥）と遜色なく，現地導入が可能な技術であることが示された．
これら新技術と慣行法とを経済性，省力性の両面から評価を行った．全量基肥は肥料単
価が，平置きは被覆資材が高価なため優位性は認められなかったが，それ以外の技術は経
済性で優れていた．省力性では全ての技術が慣行法に対して優れていた．
アンケート調査により，新技術に対する農家の評価と効率的な普及方法を探った．新技
術の評価は様々であり，農家と試験研究・普及指導機関との認識にズレのあることが示さ
れた．新技術には普及対象を絞り込む必要のあるものがあった．高齢者や兼業農家は多少
のコスト上昇よりも省力を優先し，経済性で劣る全量基肥が支持された．農家は技術には
概して保守的であり，技術情報の入手先として口コミを重視していた．効果的な普及のた
めには先進的かつリーダー的存在の農家に働きかけ，展示圃を活用して新技術を完全に習
得し，成功体験をしてもらうこと，技術の伝播に口コミを活用することが有効であると考
えられた．
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要 旨
１．本論文では，群馬県東部 (以下，東毛地域と呼称) 平坦地域を中心とした稲麦二毛作
． ， ，地帯の特性にあった稲作の低コスト・省力化技術について検討した まず 播種から育苗
移植作業時に発生する育苗箱の移動の労力負担軽減を図るために，育苗箱の軽量化と移動
回数の削減技術について検討した．前者に関しては，新育苗箱と培土減量の2つを検討し
た．後者に関しては平置きを検討した． また，施肥技術に関連して全量基肥と箱全量の
検討を行った．いずれの技術でも群馬県で普及しているプール育苗を使用することを前提
にした．
２．深さを従来の育苗箱の2/3として床面にも凹凸を加えることにより，使用培土を2/3に
減量し軽量化を図るとともに，健苗育成を可能にした新育苗箱のプール育苗条件での適応
性を検討した．その結果，プール育苗で問題となる育苗箱底面からの出根量は，従来育苗
箱よりも育苗期間によっては多くなるが，出根形態が異なっていた．このため，従来育苗
箱で移植作業時に必要となる出根の除去作業や，出根防止対策の必要はなかった．また，
新育苗箱の苗の生育は，無追肥では培土量の減量分だけ減肥となるため，従来育苗箱より
もやや劣る場合もあるが，移植精度や活着，初期生育には明らかな差はなく，実用上問題
はないことが明らかとなった．
３．プール育苗条件下で水稲育苗箱全重の軽量化と育苗の低コスト化を目的として，育苗
箱に使用する培土量の減量について検討を行った．覆土量は原則として7mmの一定とし，
床土量を標準の厚さ17mmに対して13，11，7mm，さらに無床土区まで設定して検討を行っ
た．その結果，移植時の育苗マットの取り扱いやすさ，移植精度を含めて，培土の減量を
考えたときの実用的な培土量は床土11mm，覆土7mmの計18mmであった．この減量により，
育苗箱重量は約20％，培土の費用は約25％の低減が可能であった．
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４．普通期栽培の露地プール育苗における平置きの適用性について検討を行った．出芽時
の被覆資材について7種類の材料を供試した．標準の積み重ねに対し，いずれの資材も0～
3日程度の遅れで出芽させることが可能であった．生育むらや高温障害，覆土の乾燥が少
， （ ， ， ）なく 緑化作業の省略も可能な3資材 パスライト 健苗シート ダイオラッセル1600黒
が優れていることが明らかとなった．草丈の伸長や葉齢の進展がみられる場合もあるが，
育苗完了時の生育は標準に対してほぼ同等で，実用可能であると判断した．
５．東毛平坦地域の気象，土壌条件，栽培体系に適合した省力施肥技術の確立を目的に全
量基肥専用肥料について検討した．溶出タイプや溶出期間の異なる7種類の被覆尿素を用
い，適切な溶出タイプ，溶出日数の選定と組み合わせ，さらに速効性肥料との配合比率に
ついて様々な試作肥料を供試して検討した．結果をもとに地元肥料メーカーと専用肥料に
ついて協議を行い，LP70とLPS80を1:1で配合し，速効性肥料との配合比率を1:1とする専
用肥料を開発した．これは2000年から「ふれあい省力一発型253号」として販売を開始，
現在広く普及しつつある．
６．箱全量のうち，育苗法について検討した．育苗は，県下で普及しているプール育苗に
よって実施した．育苗期間は20～22日とした．育苗時期，肥料の種類，育苗箱内の施肥位
置，覆土の種類，播種量について検討した．その結果，4月播種は問題なかったが，5～6
月播種は育苗期間後半に肥料の過度の溶出が始まりやすく，苗は伸長し，育苗マットの強
度も低下する傾向がみられた．肥料の種類と施肥位置は，苗の生育にほとんど影響を及ぼ
さなかった．供試した覆土資材中，粒状培土は苗の出芽，生育に問題はなかった．一方，
粒状熔性燐肥ではほとんど出芽しなかった．砂状熔成燐肥も生育障害や育苗マット強度の
低下が発生しやすく，実用上問題があった．粒状培土の覆土でも，育苗マットの強度はや
や低下した．しかし，播種量の増加で問題を解決することができ，移植作業上支障のない
育苗が可能であった．
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７．箱全量による圃場試験を実施し，本田移植後の生育・収量について検討した．その結
果，本田移植後に肥料の濃度障害とみられる生育抑制が発生する場合もあったが，湛水深
を3cm以上とすることで被害の軽減が可能であった．活着後の水稲生育は，従来の肥効調
節型肥料に特有な生育を示した．初期生育はやや抑制され，茎数は少ないものの，有効茎
歩合，登熟歩合が高まり，基肥＋追肥の標準体系の34～40％減の施肥量で収量，品質とも
に同等以上となった．以上の結果から，群馬県の水稲普通期栽培地帯において，箱全量の
導入が可能であると結論づけられた．
８．東毛平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の水稲栽培の新育苗技術と施肥技術による
， ． ，低コスト・省力効果を経済性 省力性両面から評価した 新育苗箱および培土減量は経費
労働時間がそれぞれ30～36％の低減，平置き出芽，全量基肥は作業時間のみ30～33％の低
減，箱全量は経費が17％，労働時間は94％の低減となった．個々の技術を体系化した「新
育苗箱＋平置き＋全量基肥」と「培土減量＋平置き＋箱全量」の2つの体系を「従来育苗
箱＋標準培土量育苗＋積み重ね＋標準施肥」から構成される標準技術と比較したところ，
経費が前者で6％，後者で30％，労働時間は共に33％の低減となった．また，後者による
現地試験を2か年間実施した結果，水稲の生育・収量は標準体系とほぼ同等であり，収量
・品質への影響もなく，導入可能な技術であると判断した.
９．稲作農家の低コスト・省力化技術への関心や評価，効率的な普及方法を探るために，
主に個別訪問面接方式による調査を実施した．筆者がこれまでに検討してきた諸技術の普
及率は概して低かった．この要因として，農家の栽培技術の現状や新技術への考え方に関
する試験研究機関の認識不足，農家の固定概念や過去の失敗から生じている新技術に対す
る誤解や不安，普及指導機関の情報伝達不足などがあげられた．また，省力とコストとの
兼ね合いに関する聞き取り結果から，多少のコスト上昇であれば，高齢者や兼業農家を中
心に省力を優先する農家が少なからずあることも明らかになった．
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10．新技術の効率的な普及のためには，対象とする地域や農家の絞り込み，展示圃を活用
して農家に正確な技術を習得させることや，指導者的な農家を取り込むといった方法の重
要性が確認できた．農家は技術情報の入手先として普及指導機関，農業協同組合 (以下，
JAと略称) に次いで「口コミ」をあげており，新技術を地域に波及させるための鍵を「口
コミ」が握っていると考えられた．
． ， ， ， ，11 このように 本研究ではまず 水稲の低コスト・省力化に関する新育苗箱 培土減量
平置き，全量基肥，箱全量の5つの技術の検討を行った．次にこれら技術の経営評価，さ
らに農家への普及状況と農家の関心や評価を調査し，効率的な普及方法を検討した．その
結果，検討した諸技術はいずれも東毛平坦地域の稲麦二毛作地帯に水稲経営規模や経営主
， ． ，の年齢 専兼別にそれほどこだわることなく導入可能であることが明らかになった また
農家に対するアンケート調査を通じて，これら技術の評価はもとより，新技術に対する農
家の考え方，今後普及を進めるための効率的な方法を提案できた．以上から，本論文は今
回検討した諸技術のみならず，農業技術の効果的な普及方法を示唆しており，低コスト・
省力化技術の普及に大きく寄与できるものと考えられる．
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第１章 序 論
群馬県の水稲栽培地域は，標高10数mの東南部平坦地域から北部の標高1000mの山間地域
までに及んでおり，標高差がきわめて大きい．また，作期は4月下旬移植の早期栽培から6
月下旬移植の普通期栽培までと広く，栽培体系も水稲一毛作，稲麦二毛作栽培体系などき
わめて変化に富んだ水稲栽培が展開されている (注：群馬県の農業概要，群馬県農政部発
行 1995)．県内の主な水稲栽培地域は中部，西部，東部 (群馬県での呼称に倣って，以下
それぞれ中毛，西毛，東毛と称する) を中心とした平坦地域であり，稲麦二毛作体系が主
力の地域である．麦の収穫時期は6月上中旬，水稲の移植時期は6月中下旬であり，1か月
足らずの短期間に麦と水稲の諸作業が錯綜している．この時期は梅雨の時期にも当たるた
め，降雨の影響も受けやすく，生産農家にとって労力負担がきわめて大きい．このため省
力技術はきわめて重要である．また，近年米価は低迷している．県内産の玄米60kg当たり
の政府米 (3類1等米) の価格は，1990年の16372円から2003年には13748円 (同) まで低下
している (農林水産省統計部 2004)．2005年からは入札制度に完全移行しており，JAの買
い入れ価格は11000～12000円となっている．今後数年以内に10000円を割り込む予測もな
されており，農家にとって低コスト技術の導入もきわめて重要な課題である．
これまで稲作農業では，経営規模拡大に対応可能な低コスト・省力化技術が全国各地で
開発されてきた．現在の水稲栽培技術は，直播栽培や不耕起栽培など大型機械による作業
体系が導入可能な大規模農家や大区画圃場向けのものが多い (土屋 1997，梅本 1997)．
事実，稲作は農業の中で機械化作業体系が進んでいる部門である．このことは，高齢者や
兼業農家でも対応が可能であることを意味している．筆者の調査によれば，高齢者の稲作
専業農家の中には，かつては園芸や畜産等との複合経営を行っていたが，加齢に伴って労
力負担が大きいこれらの部門をとりやめた結果，稲作部門のみが残った形態も数多く存在
している．また，複合経営として稲作を経営部門に取り入れている農家も多い．群馬県で
は経営の中心が園芸や畜産部門等である複合経営農家がほとんどで (安藤 2005)，県内農
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家1戸当たりの平均水田面積は約0.5haでしかない．稲作経営の大規模化が求められている
が，比較的規模の大きい稲作農家が多い東毛平坦地帯でも，10ha以上の稲作経営農家は1
， ． ，％未満であり 中小規模の稲作農家の占める割合が高い (群馬農林統計協会 2005) また
大規模経営であっても耕地が分散している場合が多く，また，一部に圃場整備が未実施の
水田が残されているなど，作業効率は決して高くない．今後，水田が果たす環境保全の役
割等も考慮し，水田農業を維持してゆくためには，大規模農家のみではなく，中小規模農
家や高齢者農家，兼業農家，さらに圃場整備未実施水田にも適応できる技術開発が必要で
ある．本論文では，このような現状を踏まえた上で，県下の東毛平坦地域を中心とした稲
麦二毛作地帯の水稲作に有効な低コスト・省力化技術の検討を行った．
1970年代，水稲機械移植技術の導入に伴い，育苗箱を使用した育苗様式が広く普及する
ようになった (阿部 1971，高橋・真淵 1971，木根淵 1974)．従来の苗代育苗方式に対し
， ． ，て移植作業と共に育苗作業も省力化が図られ 画期的な技術革新であった しかしながら
， ， ， ．播種 出芽 緑化展開 移植時等に育苗箱を移動する作業が新たに発生することになった
水稲栽培は，機械化による省力化が進んでいるとはいえ，播種から緑化作業や移植作業時
， ， ．に必要となる育苗箱の移動は 人力に頼る部分が大きく残されており 労力負担が大きい
このため，育苗箱の軽量化等による労力の軽減が課題となっている．育苗箱の軽量化技術
には，育苗箱本体に改良を加える方法と育苗箱に充填する培土等の見直しをする2つの方
法が考えられる．本論文では第2章第1節で，栃木県で開発された新型育苗箱が，育苗様式
の異なる群馬県に導入可能かどうかを検討した．また，同第2節では育苗や移植精度に大
きな影響を与えない範囲で育苗培土の使用量を減量する方向で見直しを行った．
育苗箱の軽量化と並んで，育苗箱移動作業の省力化も大規模化や兼業，高齢化が進む今
日，一つの大きな課題である．県内では，稲麦二毛作地帯を中心に，播種作業完了後の出
芽作業に無加温の積み重ねが広く用いられている．本技術を利用した場合，移植までの育
苗箱の移動回数は3～4回に達し，労力負担がきわめて大きい．栃木県で開発された平置き
， ．は 移植までに必要な育苗箱の移動作業回数を減少可能な省力技術である (山口ら 1991)
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， ， ． ，しかし 栃木県で本技術の導入対象となった作期 育苗様式が群馬県とは異なる そこで
同第3節では群馬県における平置きの適応性を検討した．
稲作経営規模が比較的大きい農家の基肥作業は機械散布が普及している．しかし，追肥
作業は中小規模の稲作農家と同様に手作業に頼る割合が高い．このため全面的な追肥を実
施する大規模稲作農家は少なく，生育不良個所を中心とした部分施肥にとどめたり，全く
追肥を行わない農家も多い．一方，水稲栽培面積が中小規模の農家の本田への基肥，追肥
作業は共に手作業に頼る割合が高い．特に追肥作業は盛夏に行われるために敬遠されがち
である．追肥は高収量や高品質生産技術の一環をなす技術であり (松島・真中 1959，松
島 1967，石井 1999)，本来欠くことができない作業である．しかしながら，今日におけ
る追肥の実施状況を考えるならば，経営規模の大小を問わず，追肥作業を必要としない省
力施肥技術の確立は急務であるといえる．第3章第1節では，東毛平坦地域を対象に追肥を
省略可能な全量基肥について，専用肥料の開発を目的に検討した．
さらに進んだ省力施肥技術として，箱全量がある．この技術では本田への基肥，追肥作
業の必要がなく，大幅な省力が可能である．すでに本技術は秋田県をはじめとする東北地
方を中心に省力施肥技術として普及している (金田ら 1994，北村・今井 1995)．群馬県
稲麦二毛作地帯においても，導入が図ることができればきわめて効果的な技術であると考
えらる．そこで，本技術の適応性について同第2節では育苗法，同第3節では本田栽培技術
を中心に検討した．
また，これらの低コスト・省力化技術を現地に導入，普及させるに際して，まず農家に
新技術の内容を紹介することが第一歩となるが，農家経営の改善効果に関しても示す必要
がある．また，技術の経営評価は普及が進まない原因の解明や，今後の普及方策を考える
上からも重要であると考えられる．そこで，第4章では筆者が検討した一連の技術の評価
を行うと共に，これら新技術を取り入れた栽培技術を現地において評価を行った．
新技術を普及するためには試験研究機関で開発した技術を普及関係機関で展示圃として
， ， ， ，現地に設置し 農家やJA 市町村等の関係機関に公開 成績検討会を開催するなどして
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． ， ，現場への普及の道筋を作る流れが一般的である しかし 新技術の情報提供や実証の前に
現在の技術や新技術に関する農家の要望を再度整理，把握しておくことも必要である (川
俣 1997)．そのためには，現地農家と面識を持ち，じかに接しない限り，核心に近い情報
を得ることは困難である (全国農業改良普及支援協会 2005)．個々の普及現場では，日頃
の活動の中でその状況をほぼ把握していると考えられる．しかし，具体的な報告事例は少
ない．そこで，第5章では県内の稲作経営農家を対象にアンケート調査を実施した．その
結果から，農家の低コスト・省力化技術への関心の程度や考え方を明らかにして，効率的
な普及方法についても検討した．このように，本論文では東毛平坦地域を中心とした稲麦
二毛作地帯に適合した水稲栽培の省力・低コスト技術を検討すると共に技術の経営評価，
普及方法を明らかにしようとした．
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第２章 水稲育苗に関連した省力・低コスト化諸技術の検討
水稲は，農業生産部門の中では機械化による省力化が進んでいる分野である．しかし，
播種作業や移植作業時に必要となる育苗箱の移動は，人力に頼る部分が大きく残されてお
り，労力負担が大きい．播種，灌水後の育苗箱の全重は1箱当たり6kg近くに達する (大谷
ら 2000)．このため，移動作業には多大な労力を必要とし，大規模化や兼業・高齢化が進
む今日，省力化や軽労化が必要とされている．
． ， ，この対策として育苗箱の軽量化が有効である このためには 育苗箱本体の改良の他に
培土量の減量も有効な対策である．現在，育苗箱に使用する培土量は，地域によって多少
の差異はあるが，概ね床土の厚さで約20mm，覆土は8～10mm程度である (注:群馬県稲作推
進資料，群馬県農政部各年次発行)．しかし，培土量の減量が育苗や移植精度等に悪影響
を及ぼす可能性もあり，適正な範囲内での減量技術の確立が必要である．
また県内では，早植・普通期栽培地帯を中心に播種作業完了後の出芽作業に無加温の積
み重ね出芽法が広く用いられている．本法を利用した場合，移植までの育苗箱の移動回数
は3～4回に達し，労力負担がきわめて大きい．今日，様々な形態の直播方式 (後藤 1999)
やロングマット方式 (北川ら 2001，2003) のような育苗箱を利用しない水稲移植栽培法
も開発されているが，群馬県ではほとんど普及していない．かつて県内でも1960～1970年
代に乾田直播が導入され普及した時期があった (秋田 1999)．しかし，雑草の多発や連作
による収量低下等の問題が発生し (上村ら 1971，久津那ら 1972)，さらに田植機の普及
もあって急速に衰退していった．このような過去の経緯もあって，農家やJA等の関係機関
には直播技術に対する抵抗感が依然根強い．県下では依然として育苗箱による移植栽培が
主流であり，育苗箱移動作業の省力化もまた，一つの大きな課題である．
本章では播種から育苗期間の省力・低コスト化技術の検討を行った．まず，第1節およ
び第2節育苗箱の軽量化に関する2つの技術について検討し，第3節では続いて播種，出芽
から移植作業期間中に発生する育苗箱の移動作業の省力化技術に関する検討を行った．
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１ 新育苗箱の導入
栃木県農業試験場と資材メーカーで共同開発された水稲の新育苗箱 (商品名：かるかる
ニューライン) は，深さを従来育苗箱の2/3として，使用培土を2/3に減量し軽量化を図る
とともに，床面にも凹凸を加えることにより保水力を向上させ，健苗育成が可能な新型の
育苗箱である (第1表，第1図，大谷ら 2000)．栃木県では，ほとんどの地域で裸地もしく
はビニールを敷設した地表面に出芽後の育苗箱を展開し，育苗箱の上部から灌水を行う様
式を採っている．ビニールの敷設は，育苗箱底面から地表面への根の伸長防止が主目的で
あり，湛水が可能な状態にはなっていない．ビニール・プール育苗 (飯塚ら 1978) が広
く普及している群馬県とは育苗様式が大きく異なっており，当然のことながらビニール・
プール育苗 (以下，プール育苗と略称) による検討はなされていない．
プール育苗は1967年に群馬県農業試験場 (当時) で開発された．その後，水稲移植機の
開発，普及と同時に導入された箱育苗に対応する技術として改良が加えられた．まず5cm
角程度の角材等を使用して幅1.5m，長さ10m，高さ5cm程度の長方形の木枠を作り，地上に
敷設した枠内にビニール資材を敷き，湛水が3～4cm程度可能なプールを製作する．そこに
出芽が完了した水稲育苗箱を展開し，移植時まで育苗するものである (第2図)．この方式
は常時湛水が可能で，水深の調節が容易であるため，従来の灌水方式に比べて水管理は大
幅に省力可能である．現在でも群馬県で広く普及している育苗様式であり，宮城県などで
も導入されている (藤井・佐々木 1993)．しかし，欠点として常時湛水状態となるため，
育苗箱底面にある水孔からの出根量がきわめて多く，育苗完了時には箱底面に密生した状
態となる点があげられる．このためほとんどの場合，苗マット (以下，マットと略称) が
育苗箱に強く張り付いた状態となり，移植作業時に育苗箱から取り出すことがきわめて困
難となる．このため，移植前に箱底面の出根を何らかの方法で除去するか，防根シート等
の利用によって事前に出根を防止する対策を採る必要がある．群馬県農業試験場 (現群馬
県農業技術センター) で開発した「根切り装置」を使用すれば，出根を短時間に省力的に
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第1表 育苗箱の形状，寸法等 (実測値)．
新育苗箱 従来育苗箱
外寸(mm) 606×300×38 600×300×33
内寸(mm) 582×280×20 580×280×30
重量(ｇ) 700 575
床面 凹凸溝あり 平面
水孔 形状：角 形状：丸
寸法：2.0mm 寸法：3.5mm
18列×53個 28列×48個
外周144個
底面 リブ付き 平面
備考 凹凸溝は
凹部幅0.4mm
凸部幅0.7mm
第1図 従来育苗箱と新育苗箱の外観．
左側：従来育苗箱，右側：新育苗箱 (いずれの育苗箱も左側が表側，右側が裏側)．
第2図 ビニール・プール育苗.
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除去可能であるが (原ら 2000，原 2001)，新たに機械設備が必要となる．一方，人力に
よる除去作業は時間を要し，労力負担もきわめて大きい．新育苗箱において出根がどのよ
うな形態でどの程度発生するかが，プール育苗での実用性を評価する上で重要となる．そ
こで，3か年にわたりプール育苗における新育苗箱の育苗適応性の検討を行い，併せて移
植精度，初期生育の検討も行った．
材料と方法
試験は2000年から2002年の3か年にわたって，群馬県農業試験場東部支場 (館林市；現
群馬県農業技術センター東部地域研究センター) の育苗施設と沖積埴壌土の水田圃場で行
った．育苗箱はJA等を通じて広く市販されている水稲用育苗箱 (全国苗箱保証会規格中成
苗用NO-1，以下従来育苗箱と略称) と 「かるかるニューライン」 (同新育苗箱) を使用，
した (第1表)．それぞれに出根対策として透明プラスティック製の底敷板を使用した区と
使用しない区を設けた．この資材を育苗箱内部の底面に敷くことによって，育苗箱底面の
水孔部からの出根をほとんど防止することが可能である．培土は床土，覆土共に呉羽化学
の水稲育苗培土D型を使用した．床土と覆土合計の培土量は大谷ら (2000) の手法に準拠
し，ほぼ新育苗箱2に対して在来育苗箱3の比率になるようにした．1999年は新育苗箱の床
， ， ， ．土1650g 覆土 990gの合計2640g 従来育苗箱は床土2970g 覆土990gの合計3960gとした
2001年以降，新育苗箱は床土と覆土の比率を1:1となるようにした．新育苗箱は床土，覆
土共に1175gの合計2350g，従来育苗箱は床土2500g，覆土1000gの合計3500gとした．供試
， ， ， ， ．品種は年次によって異なるが あさひの夢 朝の光 群馬糯5号 みつひかりを使用した
播種量は箱当たり乾籾で100～120gとした．育苗中の追肥は実施しなかった．
播種作業終了後及び播種後30日目 (育苗完了時) に，従来育苗箱と新育苗箱の苗箱を含
む苗全重を計量した．播種作業後の全重は，灌水後日陰で30分間放置した状態で，また播
種後30日目の全重はプールから取り出した苗箱を日陰に10分間ほぼ鉛直に立てかけた状態
にして水切りを行い，その後計量した．
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播種 育苗は慣行法によった 調査は 地上部については育苗中期 (播種後11～18日目)， ． ，
の草丈，葉齢と育苗完了時 (播種後日数で稚苗22日目，中苗30～35日目，成苗45日目) の
草丈，葉齢，葉色，風乾重を測定した．調査個体数は育苗箱の周縁部を除く任意の各区50
個体，風乾重については100個体とした．また，必要に応じて育苗途中の草丈，葉齢 (不
完全葉を含む，以下共通) を調査した．葉色は葉色板 (富士フィルム製水稲用カラースケ
ール) を使用し，個々の葉を測定した．また，苗の風乾重 (mg/本) を草丈 (cm) で除し
た数値を充実度とした (大谷ら 2000)．地下部の生育状況は根風乾重，マット強度を測定
した．根風乾重は，地上部を除去したマットの外周部を除いて10cm角に切り取り，培土を
洗浄除去したものと，水孔から箱底面に出た根を，箱内のマットに対応した部分について
同様の大きさに切り取ったものをそれぞれ風乾し，重量を測定して箱当たりに換算した．
なお，2002年は根風乾重を育苗箱内の箱内根風乾重と育苗箱底面の箱底面根風乾重とに区
分した．マット強度は同様に地上部を除去した後，20×10cmの短冊状とし，短辺の片方を
固定した後，長辺方向に平行にゆっくりと引っ張り，中央部付近から切断されたときの引
っ張り強度をkgfで示した (大谷ら 2000，農業生産工学研究会 1992)．また，この方法で
測定値を得られなかった場合は，従来育苗箱のマットを標準 (0) とした新育苗箱の引っ
張り強度を－2 (弱) ～＋2 (強) の5段階で示した．移植作業時にマットを育苗箱から取
り出す際の難易度は適切な指標がないため，ここでは1 (易) ～5 (難) の5段階で評価し
た．根風乾重及びマット強度は各区4個体を測定した．
本田試験は2001,2002年の2か年実施し，移植作業は歩行型4条移植機で行った．供試品
種は2001年は朝の光，2002年は群馬糯5号で，慣行法により栽培した．調査項目は移植精
度 (欠株率，転び苗発生率，1株当たりの植え付け本数)，移植後20日目の草丈，茎数とし
た．試験区の反復は設けなかったが1区当たり3か所，調査個体数は1か所40個体，各区計
120個体とした．
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結 果
苗箱の全重は播種後の計量で，新育苗箱4460g，従来育苗箱5935g，育苗完了時点はそれ
， ， ．ぞれ5255g 6713gで 新育苗箱が従来育苗箱に対して25～22％軽量化が図られた (第3図)
2000年の試験で新育苗箱区は，従来育苗箱区よりも出芽はやや早かったが，根上がりが
． ．1箱当たりの面積比率で5％程度発生した このため緑化展開時に 300g/箱を追加覆土した
2001年以降は大谷ら (2000) の試験を参考に覆土量の見直しを行い，増量した結果，根上
がりはほとんど発生せず問題はなかった．
従来育苗箱の苗の伸長は、底敷板有，無両区とも伸長が新育苗箱両区よりやや早かった
(第2，3表)．2000年は有意な差ではなかったが，2001年の播種後15日目の草丈は在来育苗
箱区が新育苗箱区の底敷板有，無区を共に1cm程度有意に上回った．2001年試験の在来育
苗箱区は，播種後13日目には伸長した上位葉が苗上部を覆うような状態となったが，新育
苗箱両区は育苗完了時までこのような生育状況にはならなかった．育苗完了時の新育苗箱
区の草丈は，従来育苗箱区より短くなる傾向にあり，2001年は新育苗箱区底敷板有，無両
区共に4cm程度有意に短くなった．葉齢は，育苗期間を通じて従来育苗箱区と新育苗箱区
の差はわずかであった．育苗終了時点での葉色は，2000年の新育苗箱 (底敷板有) 区が従
来育苗箱 (底敷板有) 区よりも葉色板による単葉測定値で0.6淡くなった．また，2002年
の新育苗箱中苗区も従来育苗箱中苗区に対して同様の傾向を有意に示したが，3か年の試
験を通してみると両育苗箱の葉色差は小さく，有意ではなかった．地上部風乾重は，従来
育苗箱 (底敷板有) 区がやや大きくなる傾向となり，根風乾重は新育苗箱 (底敷板有) 区
が72.5gと最大で従来育苗箱区に対して有意に大きくなった．
マット強度は，3か年の試験を通じて新育苗箱両区で従来育苗箱を上回った (第2表)．
新育苗箱 (底敷板無) 区の育苗箱底面からの出根量は多くなかった．従在来育苗箱では育
苗箱底面の水孔から出根し，箱底面に密生した状態となる (第4図)．これに対して新育苗
箱では，箱底面の水孔からは出根しにくい.水孔から出た根はプール底面に向かって下方
． ， ．に伸長する その後 プール底面と育苗箱底面のリブが接する部分に根の層が形成される
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第2表 苗の生育の推移 (2000，2001年)．
底敷板 播種11日目 播種18日目 播種31日目 充実度 地上部 根 部 マット
年次 育苗箱 の 草丈 葉齢 草丈 葉齢 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 強度
有無 (cm) (cm) (cm) (mg/cm)(g/100本)(g/箱)(-2～+2)
新育苗箱 有 12.7 2.8 13.2 3.2 15.0 3.7 3.7 1.47 2.2 43.7 ＋1.5
2000 新育苗箱 無 11.4 2.6 14.1 3.2 14.3 3.6 3.9 1.40 2.0 32.9 ＋1.0
従来育苗箱 有 13.1 2.8 13.6 3.4 15.6 3.7 4.3 1.47 2.3 40.1 ＋0.5
従来育苗箱 無 12.7 2.8 15.1 3.4 15.8 3.7 4.2 1.27 2.0 33.6 (0.0)
底敷板 播種15日目 播種35日目 充実度 地上部 根 部 マット強度
年次 育苗箱 の 草丈 葉齢 葉色 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重
有無 (cm) (cm) (mg/cm)(g/100本)(g/箱)(kgf) (-2～+2)
新育苗箱 有 11.1* 3.1 4.5 15.3** 4.0 4.3 1.24 1.9 72.5* 5.2** ＋0.9
2001 新育苗箱 無 11.0* 3.1 4.5 15.0** 4.0 4.2 1.27 1.9 48.2 4.6** ＋0.8
従来育苗箱 有 12.2 3.3 5.2 19.3 4.2 4.2 1.14 2.2 56.2 2.9 (0.0)
*，**印は従来育苗箱 (底敷板有) 区に対して5％，1％水準で有意 (t検定による)．根風乾重は箱裏面の
出根も含む．葉色は葉色板 (富士フイルム水稲用カラースケール) による単葉測定値．マット強度は従来
育苗箱 (底敷板有) 区を標準 (0) とし，手による引っ張り強度を-2 (弱)～+2 (強) の5段階で示した．
第3図　育苗箱の全重.
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育苗完了時は播種後30日目．播種直後の重量は灌水後30分間日陰で水切り
後，育苗完了時の全重はプールから取り出した後，苗箱をほぼ鉛直に立てか
けて水切りを行った後に測定した．
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第3表 移植精度および初期生育 (2001，2002年)．
底敷板 欠株率 転び苗 植付本数 同左 移植後20日目
年次 育苗箱 の 変動係数 草丈 茎数 同左
有無 (％) (％) (本/株) (％) (cm) (本/㎡)変動係数(%)
新育苗箱 有 1.7 0.0 4.3 43 37 416* 31
2001 新育苗箱 無 0.0 0.0 4.4 48 37 377 31
在来育苗箱 有 0.8 0.8 4.8 41 36 350 33
2002 新育苗箱 無 1.7 0.0 2.9 46 28* 135 42
従来育苗箱 有 2.5 0.0 2.8 48 30 136 43
*印は各年とも従来育苗箱区 (標準) に対して5％水準で有意 (t検定による)．
第4図 従来育苗箱と新育苗箱底面の根張り状況 (播種後26日目)．
左側：従来育苗箱，右側：新育苗箱
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この層は容易に育苗箱から剥がすことが可能であり，また，この作業を行わなくてもマッ
トを育苗箱本体から引き離すことが十分可能であった (第4図)．2002年は稚苗 (22日間育
苗) から成苗 (45日間育苗) まで異なった育苗期間で検討したが，育苗期間が長くなるに
つれて箱底面の根風乾重は概ね増加する傾向にあった（第4表 ．育苗期間の気象条件や水）
管理にも左右されると考えられるが，新育苗箱成苗区では根の老化等が発生した．成苗の
箱底面の根風乾重は5.0gと中苗の7.8gより有意ではないが減少する傾向にあり，成苗の箱
底面からの出根量は移植作業に影響する程度ではなかった．
新育苗箱は両区とも従来育苗箱よりマット強度が大きくなった．底敷板の使用により，
マット強度は新育苗箱，従来育苗箱ともそれぞれ使用しない区よりも大きくなった (第2
表)．新育苗箱 (底敷板有) が最も大きく，以下新育苗箱 (底敷板無) ，従来育苗箱 (底
敷板有)，従来育苗箱 (底敷板無) の順であった. 移植作業の精度を2か年にわたって検討
した結果，年次間変動はみられるが，欠株率は各区とも低く，植付本数共に有意な区間差
は認められなかった．植付本数の変動係数も同様に有意な差は認められなかった．
移植後20日目の苗の生育は，2001年調査では新育苗箱 (底敷板有) 区の茎数が416本/㎡
と従来育苗箱 (底敷板有) 区の350本/㎡を上回り，有意であった．2002年調査では新育苗
箱と在来育苗箱の茎数には差はみられなかった (第3表)．草丈は2002年に新育苗箱 (底敷
板無) 区に対して従来育苗箱 (底敷板有) 区が有意に伸長していたが，その差は2cmと小
さかった (第4表)．また，2か年共に観察調査では活着時期に差は認められなかった．
第4表 苗の生育状況 (2002年)．
底敷板 地上部 箱内根 箱底面 マットマット
品種 育苗箱 苗種 の 草丈 葉齢 葉色 充実度 風乾重 風乾重 根風乾量 強度 剥離
有無 (cm) (mg/cm)(g/100本)(g/箱) (g/箱) (kgf) (1-5)
群馬糯 新育苗箱 中苗 無 21.6 4.0 4.4 0.97 2.1 12.8 9.6 － 1.5
5号 従来育苗箱 〃 有 22.5 3.9 4.3 0.84 1.9 － － － 1.5
み 新育苗箱 稚苗 無 20.2 3.9 4.7 0.96 1.9 18.0 1.8** 2.9** 1.0
つ 従来育苗箱 稚苗 〃 22.4 4.0 4.6 1.13 2.5 17.7 3.6 1.8 2.3
ひ 新育苗箱 中苗 〃 21.9 4.5 4.2* 1.57 3.4 24.9 7.8 3.7 1.5
か 〃 成苗 〃 23.9 5.4** 4.1* 1.83 4.4 55.3** 5.0 5.0** 1.8
り 従来育苗箱 中苗 〃 23.0 4.5 4.6 1.47 3.4 30.2 5.0 3.3 3.0
*，**印は苗種毎に対照の従来育苗箱区に対してそれぞれ5％，1％水準で有意 (t検定による)．マット剥
離は移植作業時に育苗箱から苗を取り出す作業の難易度を1 (易) ～5 (難) の5段階で評価した．
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考 察
新育苗箱は出芽時に根上がりしやすいので，覆土量を場内標準の約1kg，厚さで約7mm
より多くする必要がある．今回の試験では，2001年以降はこの点を考慮して床土と覆土量
の比率を見直し，1:1とすることによって覆土量を増加させることにした．その結果，出
芽時の根上がりの問題はなくなった．この場合，床土量は減少することになるが，従来育
苗箱では床土は約7mmまで減量しても育苗に大きな支障はなく，藤井・佐々木 (1993) も
ほぼ同様の結果を報告している．
， ． ，育苗は プールにおいても従来育苗箱と比較して実用上問題となる点はなかった 草丈
地上部重は新育苗箱でやや小さくなる傾向を示す場合もあるが，培土減量による肥料成分
の減少によるものと考えられる．しかし，移植精度や移植後の生育には何ら問題はなく，
群馬県下で普及している稚苗 (20～22日育苗) から中苗 (30～35日育苗) までの育苗期間
であれば，追肥によってあえて生育量の不足を補う必要はないと考えられる．根風乾重は
新育苗箱の底敷板有区で大きくなる傾向を示したが，底敷板無区では従来育苗箱との差は
ほとんどなかった．
マット強度は新育苗箱両区で従来育苗箱両区をそれぞれ上回った．箱底面からの出根が
少なく，また培土量も2/3に減量されていることによって，発生した根の箱内の密度が高
くなるためと考えられる．当初懸念されていた箱底面からの出根は，底敷板を使用しない
場合には箱底面から出根するが，箱底面に直接密生するような発生状況ではなかった．原
(2001) によれば，育苗箱からマットを取り出す場合の障害となる箱底面の残根量は，風
乾重で概ね2.0gが限界であるとしている．この結果に基づけば，新育苗箱の中苗以上では
育苗箱からの取り出しは困難との結論になる．しかし，中苗以上の苗において出根量はこ
の値を上回ったのにもかかわらず，取り出しに何ら問題は発生しなかった．これは，育苗
箱が上げ底状となっており，プール底面との間に約1.5cmの空隙があることによるものと
考えられる．水孔から出た根は，まずプールの底面に向かって下方向に伸長し，プール底
面に達してから水平方向に薄く拡がり，播種後15日目前後から根の層を形成する．この根
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の層は水孔から出た根によってつながっているが，育苗箱裏面に直接密着した状態とはな
らない．このため，マットを育苗箱から取り出す際出根の除去作業をあえて必要とせず，
マットの損傷もなかった．仮に除去作業を行うにしても，根切り装置や刃物等の器具を使
用する必要はなく，手で除去することが可能であった．3か年計7回の検討では，出根状況
の変動は比較的大きかったが，いずれも出根の除去作業の必要性はなく，稚苗から成苗ま
での幅広い苗種に対応可能であった．以上の結果から，底敷板はあえて必要ないと考えら
れた．移植精度は欠株率，植え付け本数の変動係数とともに従来育苗箱と差はなかった．
また初期生育も良好であり，特に問題はなかった．
以上の結果から，新育苗箱は群馬県のプール育苗においても利用可能であり，育苗箱の
軽量化による労力軽減に有用であると考えられる．
２ 育苗培土減量法
筆者の調査 (第5章で後述) によれば現在は育苗センターをはじめ，97％の農家で培土
を購入しており，培土量の多少は経営コストに反映する．育苗センターの培土使用量は農
家よりも少ない傾向がある．しかし，農家では苗の生育への悪影響や移植精度の低下に対
する懸念があり，栽培技術に対する保守的な考えもあって，具体的に培土量を減量する動
きは少ない．
群馬県では出芽後の育苗にプール育苗が広く用いられている．プール育苗での床土量の
減量については，これまで藤井・佐々木 (1993) が検討しており，減量に伴う不足分の肥
料を補うことで5～10mmまで減量可能であったとの結論を得ている．この試験は寒冷地の
宮城県で実施されたもので，作期や気象条件等が温暖地の群馬県と異なっており，技術の
再確認をする必要があると考えられる．
そこで，育苗箱の軽量化と低コスト化を目的として，移植精度や初期生育も含めた使用
培土量減量の可能性について着目し，プール育苗条件での検討を行った．
- 21 -
材料と方法
試験は1995～1997年の3か年，群馬県農業試験場東部支場で実施した．供試品種として
1995，1996年は月の光，1997年はゴロピカリを用いた．播種は手播き散播で，1995年は5
月12日 (中苗) と7月6日 (中苗) の2回，1996年は5月16日 (稚苗)，1997年は5月29日(中
苗) と6月4日 (稚苗) の2回実施した．播種日からの育苗日数は，中苗で28～31日，稚苗
21～23日とした．播種量は乾籾重で稚苗150g/箱，中苗100g/箱とした．培土は呉羽化学の
水稲育苗用粒状培土D型 (以下，粒状培土と略称) および1997年のみ細粒火山灰土 (同火
山灰土) を使用した．粒状培土には1kg当たり窒素成分0.24gが含まれており，火山灰土は
， ． ，筆者による分析の結果 ほぼ無窒素であった 出芽作業は1996年まではスチーム式出芽機
1997年は平置きを用いた．その他の育苗方法は慣行によった．出芽揃い後はプール育苗と
した．
1995年は育苗期間中に追肥を行わなかった．1996，1997年は第2葉が抽出を始めた播種
後10日目に粒状化成肥料 (稲麦専用複合化成486:窒素成分14％) を覆土表面に追肥し，全
ての試験区で箱当たりの窒素量が標準区と等量の0.86gになるように統一した．
1995年の育苗箱の床土充填作業は，設定した床土厚別に均平板を製作し，育苗箱内に投
入した培土を均平にする過程で余分な培土を除去する方法で行った．しかし，この方法は
誤差が発生しやすい．そこで，1996，1997年は設定する培土厚と育苗箱内寸から育苗箱内
の培土の体積を求め，次に培土の比重 (粒状培土0.91，火山灰土0.69；実測値) から重量
に換算した培土を充填する方法を採った．覆土作業は3か年とも培土を前述の方法により
計量して実施した．試験区の構成を第5表に示した．各試験区の育苗箱数は4とした．
苗の生育状況として，まずプールに展開した時点に根上がりの発生程度を調査した．根
上がりは，籾が覆土表面から浮き上がるか，完全に露出して根が見える状態と定義した．
発生程度は育苗箱全体を見渡して根上がりが全く発生していないものを0 (無) として，
以下発生状況が概ね5％未満を1 (微)，5～10％を2(少)，11～30％を3 (中)，31～50％を4
， ． ， ， ，(多) 51％以上を5 (甚) の計6段階に区分して評価した また 育苗完了日に草丈 葉齢
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第5表 試験区の構成 (1995～1997年)．
年次 試験区名 培土種類 苗種 床土量 覆土量 合計培土量 標準区比
(mm) (g) (mm) (g) (mm) (g) (%)
7mm 粒状培土 中苗 7.0 1050 6.7 1000 13.7 2050 60
1995 10mm 〃 〃 10.0 1490 6.7 1000 16.7 2490 73
13mm 〃 〃 13.0 1940 6.7 1000 19.7 2940 87
標準(16mm) 〃 〃 16.0 2390 6.7 1000 22.7 3390 (100)
0mm 粒状培土 中苗 － － 6.6 980 6.6 980 27
1996 6mm 〃 〃 5.5 820 6.6 980 12.1 1800 50
11mm 〃 〃 11.0 1640 6.6 980 17.6 2620 73
標準(17mm) 〃 〃 17.4 2600 6.6 980 24.0 3580 (100)
0mm(粒･中) 粒状培土 中苗 － － 6.6 980 6.6 980 27
7mm(粒･中) 〃 〃 6.6 980 6.6 980 13.2 1960 55
0mm(粒･稚) 粒状培土 稚苗 － － 6.6 980 6.6 980 27
1997 7mm(粒･稚) 〃 〃 6.6 980 6.6 980 13.2 1960 55
0mm(粒･稚･増) 〃 〃 － － 11.0 1640 11.0 1640 46
0mm(山･中) 火山灰土 中苗 － － 6.6 750 6.6 750 21
7mm(山･中) 〃 〃 6.6 750 6.6 750 13.2 1500 42
標準(17mm) 粒状培土 中苗 17.4 2600 6.6 980 24.0 3580 (100)
試験区名の ( ) 内の粒は粒状培土，山は火山灰土，中は中苗，稚は稚苗，増は覆土量増量区を
示す．1995年の床土量は培土の厚さ (mm) を基準として重量 (g) を換算し，1995年の覆土量およ
び1996年，1997年は培土重量を基準に厚さを換算した数値．
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葉色等を調査した．これらの調査は各区4箱中の2箱について実施した．1997年は前2か年
の調査項目に加えて地上部風乾重を計量し，1個体当たりに換算した．また，粒状培土中
苗区は根部風乾重及びマット強度を測定した．具体的な測定方法は前節に準じた．
移植作業には歩行型4条田植機を使用し，1997年は乗用型4条田植機を併せて使用した．
移植時の設定は栽植密度21.2株/㎡とした．1996，1997年の移植精度の調査は，移植作業
完了後に1区当たり連続20株を4～5か所，計80～100株について欠株 (1996，1997年)，植
付深度，植付本数，植付深度のむら（1996年のみ) を調査した．植付深度のむらは，掻き
取り不良などの要因により1株中の苗間の植付深度に1cm以上の差が生じ，均等な深さで移
植されていない状態と定義した．なお，1996，1997年は移植後の草丈，茎数の推移も調査
した．1996，1997年の本田移植精度，生育調査区は各2反復とした．
結 果
1995年の試験では，展開時の根上がりは各区共に発生しなかった (第6表)．培土量の減
少に伴って発生する肥料減少分の補給を実施しなかったため，床土が少ない区ほど苗の生
育量はやや劣った．5月12日播種で減量の割合が最も大きかった10mm区では，標準区の草
， ， ．丈12.4cmに対して11.7cm 葉齢は同様に3.3に対して3.1 葉色は3.6に対して3.1であった
7月6日播種区の播種後14日目調査では，標準区と各試験区間に各調査項目ともに有意な差
． ， ，はみられなかった 播種後29日目調査では 7mm区は標準区の草丈22.8cmに対して19.4cm
葉色は3.2に対して2.7と生育量が有意に劣り，11mm区も7mm区と同様に標準区に対して生
育は有意に劣った．5月12日播種試験については，育苗調査に先行して本田移植を6月5日
に実施した．その結果，観察調査ではあるが，移植精度や活着及び初期生育に標準区と試
験区間に明らかな差は認められなかった．
1996年の試験で新たに設定した0mm区は展開時に根上がりがみられ，育苗箱の2～3か所
に中程度の発生がみられた (第7表)．その他の区では根上がりは発生しなかった．また,
床土0mm区は播種時に種子が飛散しやすく，育苗箱への均一な播種が難しかった．このた
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第6表 苗の出芽，生育状況調査 (1995年)．
播種 5月12日 播種 7月6日
試験区名 根上 播種後28日目 播種後14日目 播種後29日目
がり 草丈 葉齢 葉色 根上 草丈 葉齢 葉色 草丈 葉齢 葉色
(0-5) (cm) がり (cm) (cm)
7mm － － － － 0.0 12.9 3.1 4.6 19.4** 4.6* 2.7**
10mm 0.0 11.7 3.1* 3.1* 0.0 13.7 3.0 4.6 21.5* 4.5* 2.9*
13mm 0.0 12.1 3.3 3.2 0.0 13.3 3.1 4.7 22.1 4.7 3.1
標準(16mm) 0.0 12.4 3.3 3.6 0.0 13.6 3.2 4.9 22.8 4.8 3.2
覆土は各区とも7mmで共通．根上がりは育苗箱展開時の観察による0 (無) ～5 (甚) の6段階評価．
葉色は葉色板 (富士フイルム水稲用カラースケール) による単葉測定値．－は試験区設定なし．
各数値右側の*，**印は標準区に対して5，1％水準で有意差あり (t検定による)．
第7表 苗の出芽，生育状況質査 (1996年)．
根上 播種後21日目 移植前 移植後28日目
試験区名 がり 草丈 葉齢 箱全重 草丈 茎数
(0-5) (cm) (g) (cm) (本/㎡）
0mm 3.5 14.8** 3.7* 3300( 48)** 44.1** 370
6mm 0.0 12.9 3.5 4590( 67)** 41.9 464*
11mm 0.0 13.1* 3.5 5570( 81)** 42.0 358
標準(17mm) 0.0 12.1 3.6 6900(100) 42.9 382
覆土は各区とも7mmで共通．根上がりは育苗箱展開時の観察による
0（無）～5（甚）の6段階評価．各数値右側の*，**印は標準区に対
して5，1％水準で有意差あり (t検定による)．
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め，湿らせた新聞紙を育苗箱底面に敷くことによって飛散を防止した結果，播種作業上の
問題は解決した．床土減量に伴い不足する基肥量を追肥によって補った結果，育苗完了時
の草丈，葉齢は標準区に対して同等以上の生育量となり，0mm区は標準区の草丈12.1cmに
対して14.8cm，葉齢は3.6に対し3.7とわずかな差であるが有意に大きくなった．なお，追
肥に使用した粒状化成肥料による濃度障害や生育むらは発生しなかった．移植直前の育苗
箱全重は標準区の6900gに対し，0mm区は3300g，標準区対比48％と大幅に軽量化され，6mm
区も4590gで同67％と軽量化が達成された (第7表)．移植時の欠株率は11mm区，6mm区では
標準区と大きな差はみられなかったが，0mm区は5％に達した．また，植付深度のむらは6
mm区，0mm区でそれぞれ6.3％，8.8％と有意に大きくなった (第8表)．マット強度は移植
時の観察で0mm区が標準区よりやや弱かった．マットが薄いため，ていねいに取り扱う必
要性はあったが，マットを育苗箱から取り出す作業や田植機への積載作業時にマット強度
か低下による支障はなかった．
1997年は中苗と稚苗の比較検討を行い，火山灰土を使用した検討も中苗で行った (第9
表)．中苗区は展開時に標準区を除いて根上がりが発生した．特に0mm (粒・中) 区は5.0
と著しく，ほぼ全面に発生した．これに対して火山灰土を覆土に使用した0mm (山・中)
． ， ，区は1.9と比較的少なかった 播種後31日目の調査では 0mm (粒・中) 区の草丈が17.3cm
， ．0mm (山・中) 区は14.6cm 7mm (山・中) 区は14.5cmで標準区の20.4cmを有意に下回った
葉齢は標準区に対して有意差のある区が多かったものの，草丈にみられるような大きな差
はなかった．根部風乾重は標準区の8.5gに対して0mm (粒・中) 区は4.6g，7 mm (粒・中)
区は4.7gと大きく下回った．マット強度は7mm (粒・中) 区で5.0kgfを超え，標準区を含
む粒状培土を使用した中苗の3区中で最大となった．0mm (粒・中) 区は3.5 kgfで標準区
の3.7kgfよりやや下回る傾向にあったが，移植作業への影響はなかった．移植直前の箱全
重は，7mm (粒・中) 区で4125g，標準区対比で67％，0mm (粒・中) 区で2720g，同44％と
なり，その他の区でも軽量化が図られた．
一方，稚苗区では0mm (粒・稚) 区で根上がりの発生が5.0と著しく，ほぼ全面に発生し
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第8表 移植精度調査 (1996年)．
試験区名 欠株率 植付深度 植付むら 植付本数
(％) (cm) (％) (本/株)
0mm 5.0* 2.4 8.8** 4.0
6mm 1.3 2.6 6.3* 3.9
11mm 2.5 2.7 0.0 3.8
標準(17mm) 1.3 2.5 0.0 3.7
植付むらは掻き取り不良などの要因により1株中で苗の
植付深度に概ね1cm以上の差があり，均等な深さで移植さ
れていない状態を指す． 各数値右側の*，**印は標準区
に対して5，1％水準で有意差あり (t検定による)．
第9表 苗の生育調査 (1997年)．
根上 草丈 葉齢 風乾重 移植直前 マット
試験区名 苗種 培土種類 がり 地上部 根部 箱全重 強度
(0-5) (cm) (mg/本) (g) (g) (kgf)
0mm(粒･中) 中苗 粒状培土 5.0a 17.3bc 4.2b 20 4.6b 2720( 44) 3.5b
7mm(粒･中) 〃 〃 2.5b 21.1a 4.4a 28 4.7b 4125( 67) 5.0a
0mm(粒･稚) 稚苗 粒状培土 5.0a (12.2) (2.8) (15) － － －
7mm(粒･稚) 〃 〃 0.5e 19.0ab 3.4c 21 － 3985( 65) －
0mm(粒･稚･増) 〃 〃 0.3e 16.9c 3.0d 21 － 3390( 55) －
0mm(山･中) 中苗 火山灰土 1.9bc 14.6d 4.4a 29 － 2200( 36) －
7mm(山･中) 〃 〃 1.7cd 14.5d 4.6a 21 － 3610( 59) －
標準(17mm) 中苗 粒状培土 0.0e 20.4a 4.2b 24 8.5a 6160(100) 3.7b
苗の調査は中苗は播種後31日目，稚苗は同23日目．根上がりは育苗箱展開時に観察による0 (無)～5
(甚) の6段階評価．移植直前箱全重は苗箱をほぼ垂直状態に30分間立てかけて水切りをした後測定
した．マット強度は育苗が完了したマットの地上部を除去し，10cm角に切り取った4辺のうちの1辺
を固定し，その反対方向からゆっくり引っ張った時にマットが中央部付近で切断された時の力をバ
ネ秤で測定した数値．根部風乾重は地上部の苗を除去し，10cm角に切り取ったマット片の培土を取
り除いた値．各数値右側の英字記号はDuncanによる多重検定で，同一文字間には5％水準の有意差が
ないことを示す．( ) 印を付した数値は育苗箱緑化展開後にカビが発生し，生育不良となったため
参考値．－はデータなし．
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た．播種後23日目の0mm (粒・稚・増) 区の草丈は16.9cm，葉齢は3.0で，7mm (粒・稚)
区の草丈19.0cm，葉齢3.4よりやや小さくなった．
欠株率は乗用型田植機では0mm (粒・稚) 区および0mm (山・中) 区がそれぞれ2％，0％
で標準区より低く，植え付けは良好であった (第5図)．0mm (粒・中) 区，7mm (粒・中)
区と7mm (山・中) 区は標準区よりも高い欠株率となった 一方 歩行型田植機では7mm (粒． ，
・稚) 区が標準区と並んで欠株率0％，7mm (山・中) 区も欠株率2％と良好であったが，
その他の区は欠株率が4％，あるいはそれ以上となった．
移植後21日目の調査では，乗用型移植区の0mm (粒・稚・増) 区の草丈が7mm (山・中)
区を除く他区よりも有意に低く，7mm (山・中) 区の茎数が最も多くなった (第10表)．ま
た，歩行型標準区の草丈は，標準区が最も低く，茎数は7mm (山・中) 区が最も多くなっ
た．しかし，これらの生育差はその後徐々に解消し，同42日目調査の時点では，乗用型，
歩行型共に一部の区を除いて標準区との間に有意な差は認められなかった．
考 察
現在，ほとんどの農家や育苗施設で培土を購入している．市販の培土は育苗に必要な基
肥成分が配合されており，培土量の減少は基肥成分の減量にもつながる．1995年の試験で
は覆土量は一定として，床土量のみを減量し，減量に伴う基肥成分の補給は実施しなかっ
た．この結果，床土の少ない区ほど育苗完了時の草丈，葉齢は小さく，葉色は標準区に対
して淡くなり，生育がやや劣る傾向を示した (第6表)．不足する基肥量を追肥した1996，
， ， ，1997年は育苗完了時の草丈 葉齢は標準区に対して概ね同程度の生育を示し (第7 9表)
1995年の床土量減量区での生育量不足は，主に肥料不足に起因したものと考えられた．
また，1997年の火山灰土の2区の生育をみると，葉齢はやや上回ったものの，草丈は標
準区に対して劣っていた．この2区は追肥時の草丈が標準区よりも低く，培土がほとんど
無窒素であった影響が残ったものと推察された．1995年のみの結果であるが，10mm区まで
は無追肥でも移植後の活着や初期生育に明らかな差はみられず，移植精度も標準区と遜色
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第10表 本田移植後の生育調査 (1997年).
移植 移植後21日目 移植後42日目
機械 試験区名 苗種 培土種類 草丈 茎数 草丈 茎数
(cm) (本/㎡) (cm) (本/㎡)
0mm(粒･中) 中苗 粒状培土 49a 230c 83b 400ab
7mm(粒･中) 〃 〃 47abc 235bc 82b 399ab
乗 0mm(粒･稚) 稚苗 粒状培土 49a 267ab 83ab 380b
6mm(粒･稚) 〃 〃 (43) (163) (77) (407)
用 0mm(粒･稚･増) 〃 〃 44d 244bc 81c 408ab
0mm(山･中) 中苗 火山灰土 47abc 257abc 85a 387ab
7mm(山･中) 〃 〃 46cd 282a 84ab 413a
標準(17mm) 中苗 粒状培土 49ab 242bc 83b 400ab
0mm(粒･中) 中苗 粒状培土 47ab 226ab 80b 416a
歩 7mm(粒･中) 〃 〃 48ab 243ab 84a 408a
7mm(粒･稚) 稚苗 〃 46bc 269a 82b 400a
行 0mm(山･中) 中苗 火山灰土 47ab 207b 81ab 410a
7mm(山･中) 〃 〃 49a 296a 82ab 398a
標準(17mm) 中苗 粒状培土 44c 244ab 81b 381a
各数値右側の英字記号はDuncanによる多重検定で，移植機械の種類別に実施した
同一文字間には5％水準の有意差がないことを示す．( ) 印を付した数値は緑
化展開後にカビが発生し，生育不良となったため参考値．
第5図　移植機，培土種類，苗種，床土量別の欠株率調査 (1997年)．
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なかった．このことから，床土は10mm程度であれば，苗の生育はやや劣るものの，追肥作
業の労力を考慮するとあえて不足分の基肥を補給する必要はないと考えられた．
1996，1997年は床土量の減量限界を検討する目的でさらに減量し，覆土7mmのみの0mm区
． ， ，を設定した 両年とも展開時に0mm区で根上がりが発生し 特に1997年は0mm (粒・中) 区
， ．0mm (粒・稚) 区共に根上がりの発生が著しく 7mm (粒・中) 区でも発生がやや多かった
， ， ． ，これに対して 火山灰土区は根上がりの発生が比較的少なかった (第7 9表) これは
粒子が粒状培土よりも細かいことが一因と考えられた．無床土，覆土のみでは種子から出
た根が下に伸びる空間が全くない．このため種子が発根によって持ち上げられ，覆土表面
上に出やすくなるものと考えられた．
根上がりは播種むらとも関係し，播種密度が高くなった部分に発生が集中する傾向があ
り，播種精度の向上も必要である．0mm区のように箱内で広範囲にわたって根上がりが多
発した場合，展開時に覆土作業が再度必要となり，省力面から問題があった．しかし，無
床土でも覆土量を7mmから11mmに増加した0mm (粒・稚・増) 区に根上がりはほとんどなく
(第9表)，覆土量の増加によって根上がりを抑えることができる可能性を示唆した．
1996年は歩行型移植機で本田移植を実施したが，植付精度は0mm区で欠株率が5％に達し
た．植付深度のむらも床土量の減少に伴って大きくなり，掻き取りが不安定となることを
うかがわせた (第8表)．マット強度は1996，1997年共に粒状培土中苗区のみの調査であっ
たが，培土減量によるマット強度の変化はみられるものの，移植作業に与える影響はなか
った．1997年は乗用型と歩行型の2種類の移植機を使用して試験を実施した．概ね床土量
の減少に伴って欠株率は同等か高くなる傾向を示し，低くなった区は少なかった．培土減
量区ではマットが薄く軽量で，マット自体の保水力も小さいため，移植作業中に乾燥しや
すく，さらに軽量となりやすい．マットの自重は田植機の苗送りの良否に関係しており，
移植精度低下の一因と考えられた．また，乗用型と歩行型とでは前者の欠株率が高かった
(第5図)．
この要因は主に圃場内の植代が不均一で，乗用型による移植部分の植代にむらが多く不
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良であったためと推測された．0mm (粒・中) 区の育苗完了時の箱全体重量は，標準区の
1/2以下ときわめて軽量である (第5表)．しかし，マットの厚さも標準区の約1/3と極端に
薄くなり，マット強度には問題はないが，移植作業時に育苗箱からマットを取り出し，田
植機に積載する際にていねいに取り扱う必要があった．また，収量性からみた欠株率の許
容範囲は5％とされている (寺島 2002) が，欠株率はこの数値を超える場合もあり，発生
する補植作業を考慮に入れた場合に問題があると考えられた．
また，床土0mmは播種時に種子が飛散しやすく，育苗箱への均一な播種が難しい．本研
究では湿らせた新聞紙を育苗箱底面に敷くことによって飛散を防止したが，育苗センター
等で播種プラントを使用する場合には，床土の工程を省略できる点は長所であるが，有効
な種子飛散対策が必要であった．
以上の結果を総合すると，床土0mmは画期的であり，技術的に不可能ではないが，播種
作業時の種子飛散対策を必要とし，出芽時の根上がりの多発生や移植作業時のマットの取
り扱いや移植精度の低下に問題点があった．床土7mmは同0mmにみられる播種作業上の問題
はなかった．しかし，根上がりが発生する場合があり，移植精度や作業性は改善されるも
のの，問題点は完全には払拭されなかった．これらの問題がなく，普及性までを考慮する
と可能な床土は11mm，覆土7mmの計18mmと考えられた．この水準であれば肥料成分の補給
(本試験では播種10日目に追肥として実施した) はあえて必要なく，標準区の床土17mm，
覆土7mmに対して育苗箱全体の重量は約20％，培土費用は約25％低減可能である．現場で
は本試験の標準区よりも10～15％多い培土量となっており，前述の数値以上の低減が可能
で水稲栽培の省力・低コスト化に貢献できるものと考えられた.
３ 平置き出芽法
群馬県内では，従来早植・普通期栽培地域 (5月22日～6月30日移植) を中心に，播種作
業完了後の出芽作業に無加温の積み重ねが広く用いられている．この方法は，播種作業後
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の育苗箱を15段程度積み重ね，ビニールやむしろ，こも等で全体を包み，3～4日程度かけ
て出芽させるものである．積み重ねた育苗箱内部の温度は日変化が少なく，群馬県の稲麦
二毛作地帯の播種期に当たる5月中下旬以降であれば，育苗箱内部の培土はほぼ20～25℃
の温度が保たれる．このため，出芽揃いまでの日数が天候に大きく左右されることなく，
比較的安定している点が長所である (高橋 1993)．しかし，欠点として積み重ねた育苗箱
の上段と下段では温度差が生じやすく，出芽揃いまでの日数が上段はやや早く，下段では
やや遅れる傾向がある．これを防止し，均一に出芽させるためには，出芽作業期間の中間
で育苗箱の上下入れ替えが必要になる．積み重ねによる作業終了後は，育苗箱の展開・緑
化作業のために育苗箱の移動が必要となる．また，出芽方法に関わらず移植作業時にも水
田へ育苗箱の移動が必要である．積み重ねを利用した場合，移植までの育苗箱の移動回数
は3～4回に達し，労力負担がきわめて大きい．
栃木県農業試験場で開発された平置きは，播種作業が完了した育苗箱を積み重ねをせず
に，最初から緑化展開をする場所に育苗箱を広げたまま，上部に被覆資材をかけて出芽さ
せる方法である．出芽後は被覆資材を除去し，そのまま移植時まで育苗を行うものである
(山口ら 1991)．この方式によって，移植までの育苗箱の移動回数を減らすことが可能に
なる.同様の方法は宮城県でも検討されている (藤井・佐々木 1993)．群馬県においても
平置きを取り入れることにより，省力化が図られるものと期待される．栃木県の平置きは
4月播種，5月移植の早期栽培を対象としたハウス内育苗を前提として開発された．一方，
群馬県の稲麦二毛作地帯は5月播種，6月移植であり，露地育苗が中心である．また，育苗
法としてプール育苗が広く普及している．これに対して，栃木県ではプール育苗はほとん
ど取り入れられていない．
平置きでは播種から出芽揃いまでの期間，被覆資材を「べたがけ」にした状態で使用す
る (山口ら 1991) 「べたがけ」とは，被覆資材を圃場一面に隙間なくかけ，あるいは作．
，物に密着させて これを保護することとされている (日本施設園芸協会 1988) 現在では， ．
被覆資材として様々な材質のものが市販されている．寒冷紗は，夜間の保温効果農業用の
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が高いことを中川・坪井 (1962) が報告している．さらに1980年代に入ってからは園芸部
門を中心に様々な被覆資材を使用した「べたがけ」の研究が行われ，作物生育環境の改善
が図られたことが報告されている (五十嵐・岡田 1987, 岡田・五十嵐 1987，浜本・中村
1990，浜本 1992a，b, 五十嵐ら 1993)．これらの報告は春先や秋から冬期にかけての低
温期における園芸作物が対象であり，5～6月における水稲露地育苗の出芽作業時のべたが
けに関する報告はみあたらない．平置きを露地のプール育苗に適用した場合に必要となる
出芽までの日数，適切な被覆資材，管理方法などに関してはまだ具体的な検討がなされて
いない．そこで，群馬県の普通期栽培における平置きの導入について検討を行った．
材料と方法
， ． ，試験は1992～1994の3か年 群馬県農業試験場東部支場で実施した 供試品種には1992
1993年は朝の光，1994年はゴロピカリを用いた．1992年の播種は5月28日の1回，1993年は
5月24，29日，1994年は4月28日，5月20日の各2回実施した．1992，1993の両年と1994年の
5月20日播種は群馬県の普通期栽培 (移植時期：6月16日～30日) に概ね相当する播種期で
あり，1994年の4月28日播種は早植栽培 (移植時期：5月22日～6月15日) に概ね相当する
播種期である．播種量は1993年5月24日と1994年4月28日播種は乾籾150g/箱，それ以外は
同100g/箱とした．その他の播種方法は場内の慣行で行い，非湛水状態とした露地のプー
ル育苗で実施した．標準区は積み重ねとした．育苗箱は，出芽長約1cmの時点で試験各区
と同一のプールに展開し，湛水状態にした．育苗期間は播種日から起算して1992年および
1994年は32日または33日間，1993年は22日または24日間とした．
1992年は播種後～出芽揃いまでの期間，プールを湛水状態にした区 (以下，湛水区と略
称) と湛水しない区 (同非湛水区) を設置した．1993，1994年は被覆資材除去後にプール
を湛水状態にした．
各年の試験は無被覆区の他，播種後から出芽揃いまでのべたがけ被覆資材区として農業
用ポリ塩化ビニール0.1mm厚区 (以下ビニール区，三菱農ビ)，パスライト区 (ユニチカ：
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遮光率15％)，クレモナ寒冷紗#300白区 (同白寒冷紗区，クラレ:同22％)，クレモナ寒冷
紗#600黒区 (同黒寒冷紗区，クラレ:同51％)，健苗シート区 (積水化学：同50％)，シル
バーポリトウ区 (同シルバー区，トーカン：同80％)，ダイオラッセル1600黒区 (同黒ラ
ッセル区，ダイオ化成：同60％) を設定した．このうちビニール区は1992年のみ，パスラ
， ， ．イト区は1993年のみ 黒寒冷紗区は1993年及び1994年 黒ラッセル区は1994年のみとした
試験区の反復は1992年は設定せず，1993，1994年は2反復とした．
1994年はこの他に健苗シート区，シルバー区に被覆期間を出芽揃い期から1～4日延長し
た区を設定した．標準区およびシルバー区は育苗箱をプールに展開後，緑化期の1～2日間
は白化苗防止のため，白寒冷紗を用いて被覆した．なお，試験区の反復は設けていない．
各年とも苗の生育状況として出芽始め，出芽揃い (1992年は出芽揃いのみ) をむらの発
生程度とともに調査した．出芽は覆土表面に5mm程度鞘葉が出た状態と定義した．出芽始
めは育苗箱全体の30％，揃いは90％が出芽した状態とした．出芽むらの発生程度は0 (無)
～5 (甚) の6段階評価で示した．育苗完了日に草丈，葉齢，第1葉鞘長を育苗箱の周縁部
を除いた場所から1反復当たり任意に10個体，各区合計20個体について調査した．この他
に風乾重，充実度を第1節に準じて測定した.また，各区ごとに育苗箱内中央部の培土深さ
1cmの温度を測定した 測定はサーミスタ温度計を使用し 6点打点式記録計 (千野製作所)． ，
で記録した．なお，網室から50m離れた場内の気象観測施設による気温と全天日射量のデ
ータを参考に用いた．
結 果
1992年の試験結果についてみると，播種後から湛水状態にした湛水区では出芽期から出
芽むらが発生し，それ以降も生育むらが大きく，継続的な調査を実施できなかった (第11
表)．これに対して非湛水区の出芽は良好であった．床土の温度が発芽最高温度44℃ (丹
下 1973) を超えた区は，湛水区，非湛水区のビニール区のみであった．非湛水区のビニ
ール区では高温障害を受け，一部奇形の苗が発生した．発芽最低温度10℃ (丹下 1973)を
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第11表 苗の出芽，生育状況調査 (1992年)．
被覆資材 出芽状況 播種後13日目 播種後32日目 (育苗完了時)
出芽揃 出芽 草丈 葉齢 草丈 葉齢 第1葉鞘長 風乾重 充実度 生育
(月日）むら (cm) (cm) (cm) (mg/本) (mg/cm) むら
播種後非湛水
無被覆 6.4 0.0 8.6 2.7 13.6 3.7 2.9 42 3.1 0.0
ビニール 6.3 1.0 7.3 2.7 13.6 3.8 2.7 51 3.8 1.0
白寒冷紗 6.3 1.0 7.6 2.7 13.5 4.0 2.8 44 3.3 0.0
健苗シート 6.3 1.0 8.5 2.7 17.0 3.8 3.6 50 2.9 0.0
シルバー 6.3 1.0 8.6 2.7 14.7 3.8 3.6 49 3.3 0.0
播種後湛水
無被覆 6.5 4.0 3.0
ビニール 6.4 3.0 5.0
白寒冷紗 6.4 3.0 3.0
健苗シート 6.5 3.0 5.0
シルバー 6.4 3.0 3.0
(標) 積み重ね 6.2 0.0 8.6 2.7 16.6 3.6 3.3 43 2.6 0.0
播種は5月28日．(標) は標準区を示す．出芽及び生育むらは観察による0 (無) ～5 (甚) の6段
階評価．空欄は生育むらが大きかったため調査せず．試験区の反復なし．
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下回った区はなかった (データ省略)．1992年は降雨の日が多かったため，無被覆区では
降雨によって籾が一部で露出した．
出芽までの日数は無被覆区が標準区よりも2日遅れ，その他の区も1日遅れた．出芽むら
の程度は，無被覆区が標準区とほぼ同等で，無被覆区以外の区はやや大きくなった．播種
後32日の生育状況は，湛水区に対して生育むらは少なく，良好な苗が得られた．草丈は，
健苗シート区は17.0cmとやや伸長したが，その他の区は13.5～14.7cmで標準区の16.6cmよ
りも短くなった．風乾重はビニール，健苗シート，シルバー区が49～51mg/本となり，標
準区の43mg/本を上回った．葉齢の差は小さかった (第11表)．
1993年は5月下旬に2回播種を行ったが，共に出芽～緑化期間は曇天や降雨の日が多く，
終日晴天の日は少なかった．また，晴天日には強風の日があり，無被覆区と白寒冷紗区で
は覆土の乾燥が著しかった．このため，日中しばしば灌水の必要があった．床土の温度が
発芽最高温度とされる44℃を越えた区は白寒冷紗区のみであった．ただし，この高温は5
月27日の日中約2時間であり，出芽障害等は発生しなかった．一方，発芽最低温度とされ
る10℃を下回った区は，無被覆区のみであった．両播種期とも出芽始めまでの日数は，標
準区が最も早く，健苗シート，シルバー区が0～1日程度の遅れ，最も遅い無被覆区では同
3～4日の遅れであった (第12表)．育苗完了時の草丈は第2回目播種のシルバー区を除いて
標準区よりも有意に伸長した．葉齢は第2回播種では差はみられなかったが，第1回目播種
共に有意な差は認められなかった．
1994年の第1回目 (4月28日) 播種は播種後の4月末から5月上旬まで気温が低く，曇雨天
の日が多かった．標準区は出芽揃いまでに4日，各試験区とも出芽始めまでに7～8日，標
， ， ．準区対比では3～4日の遅れ 出芽揃いまでには10～11日を要し 同4～5日の遅れとなった
シルバー区は一部にカビが発生した．また，各試験区共に生育むらが目立った．第2回目
(5月20日) 播種の出芽揃いまでの日数は，最も早いシルバー区，健苗シート区で標準区対
比2日の遅れであった．無被覆区が最も遅く，同4日の遅れであった (第13表)．その後の
生育は各区とも順調であった．2回の播種とも無被覆区，寒冷紗区，特に白寒冷紗区は黒
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第12表 苗の出芽，生育状況質調査 (1993年)．
被覆資材 出芽状況 播種後22，24日目 (育苗完了時)
出芽始 出芽揃 出芽 草丈 葉齢 第1葉鞘長 風乾重 充実度 生育
(月日) (月日) むら (cm) (cm) (mg/本) (mg/cm) むら
5月24日播種
無被覆 5.30 6. 1 2.0 10.3* 3.8* 17 1.7 1.0
黒寒冷紗 5.29 5.31 0.0 9.8** 3.8* 18 1.8 0.0
健苗シート 5.27 5.28 0.0 11.3* 3.9** 18 1.6 0.0
シルバー 5.27 5.28 0.0 9.8** 3.7* 17 1.7 0.0
パスライト 5.29 5.31 1.0 9.6* 3.6* 15 1.5 0.0
(標) 積み重ね 5.27 5.29 0.0 8.3 3.4 15 1.8 0.0
5月29日播種
無被覆 6. 3 6. 5 2.0 12.1* 3.9 2.6 16 1.3 1.0
白寒冷紗 6. 2 6. 3 1.0 12.0* 4.0 2.6 18 1.5 0.0
黒寒冷紗 6. 2 6. 3 0.0 12.2* 3.9 3.0 18 1.5 0.0
健苗シート 6. 1 6. 2 0.0 12.3* 3.7 2.7 19 1.5 0.0
シルバー 5.31 6. 1 0.0 11.7 4.0 3.0 16 1.4 0.0
(標) 積み重ね 5.31 6. 1 0.0 11.2 4.1 3.1 17 1.5 0.0
(標) は標準区を示す．育苗完了時の調査は5月24日播種が播種後22日目，5月29日播種は同24日目．
出芽始めは出芽長5mm程度が約30％，出芽揃いは出芽90％の状態とした．5月24日播種の第1葉鞘高
は調査せず．出芽及び生育むらは観察による0 (無) ～5 (甚) の6段階評価．各数値右側の*，**
印は積み重ね (標準) 区に対して5，1％水準で有意差あり (t検定による)．
第13表 苗の出芽状況，生育状況調査 (1994年)．
被覆資材 出芽状況 播種後32,33日目 (育苗完了時)
出芽始 出芽揃 積算温度 草丈 葉齢 第1葉鞘長 風乾重 充実度 生育
(月日) (月日) (℃) (cm) (cm) (mg/本) (mg/cm) むら
4月28日播種
無被覆 5. 6 5. 9 56.6 10.5 3.7 3.1 16 1.5 2.0
白寒冷紗 5. 6 5. 9 59.9 10.2 3.7 3.0 16 1.6 1.5
黒寒冷紗 5. 6 5. 9 66.3 11.3 3.8 3.3 15 1.3* 0.5
健苗シート 5. 5 5. 8 55.0 11.0 3.9 3.1 18 1.6 2.0
シルバー 5. 5 5. 8 60.2 11.3 3.8 3.3 19 1.7 1.5
黒ラッセル 5. 5 5. 9 68.3 11.3 3.8 3.5 19 1.7 1.0
(標)積み重ね 5. 1 5. 2 41.1 11.0 3.9 2.8 19 1.7 0.0
5月20日播種
無被覆 5.26 5.27 53.4 13.0* 4.0* 3.5 23 1.8 0.0
白寒冷紗 5.25 5.26 52.9 13.1 4.2 3.6 24 1.8 0.0
黒寒冷紗 5.25 5.26 51.6 15.7 4.1 4.2 28 1.8 0.0
健苗シート 5.24 5.25 51.7 14.2 4.0** 3.7 22 1.6 0.5
シルバー 5.24 5.25 50.7 15.6 4.1* 4.2 26 1.7 0.5
黒ラッセル 5.25 5.26 52.7 14.2 4.0** 4.3 26 1.8 0.0
(標)積み重ね 5.22 5.23 40.5 15.3 4.2 3.6 28 1.8 0.0
(標) は標準区を示す．育苗完了時の調査は4月28日播種が播種後32日目，5月20日播種は同33日目．
出芽始めは出芽長5mm程度が約30％，出芽揃いは出芽90％の状態とした．積算温度は10℃以上の有
効積算温度とし,播種～出芽揃いまでの数値. 生育むらは観察による0 (無)～5 (甚) の6段階評価．
各数値右側の*，**印は積み重ね (標準) 区に対して5，1％水準で有意差あり (t検定による)．
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寒冷紗区よりも覆土部分の乾燥が著しく，共に出芽揃いまでの期間に灌水が欠かせなかっ
． ． ，た 灌水によって覆土が硬化する問題も発生した 黒ラッセル区の出芽揃いまでの日数は
標準区に対して3日遅れであったが，覆土の乾燥はみられず，緑化も同時進行し苗質は良
好であった．育苗完了時の苗の生育は，第1回目播種で黒寒冷紗区の充実度が標準区対比
で有意に小さかった以外は有意な差はみられなかった．第2回目播種では標準区対比で無
被覆区の草丈，及び白黒両寒冷紗区を除いた区の葉齢が有意に小さくなった．
1994年は播種から出芽揃いまでに必要な試験区別の10℃以上の有効積算温度 (以下，積
算温度と略称) と終日晴天日の育苗箱内培土の温度推移との関係を検討した (第13表)．
積算温度は標準区が両播種期とも最も低く，それぞれ41.1℃，40.5℃であった．一方，試
験各区は第1回目播種で55.0～68.3℃と試験区間の温度差は大きかった．これに対して，
第2回目播種では50.7～52.9℃と差は小さかった．両播種期共に標準区よりも試験各区で
試験各区で積算温度が高くなった．
播種から出芽揃いまでの育苗箱内の培土温度を3か年測定した結果，曇天や雨天時には
各試験区間の差はごくわずかであった．晴天時には試験区間の差が明確であり，ここでは
終日晴天であった1994年5月21日の測定結果について述べる (第6図)．白寒冷紗区，黒寒
冷紗区共に日中の温度は無被覆区よりも上昇し，白寒冷紗区が黒寒冷紗区よりも高くなる
傾向があった．しかし，夜間は両区とも無被覆区との温度差はごく小さかった．健苗シー
ト区の日中の温度は，他の被覆資材を使用した区と比較してあまり高くならず，一方夜間
の温度低下は小さかった．また，最高温度の出現時刻は14時頃と他資材が正午頃であるの
に対して2時間程度遅れる点が特徴的であった．シルバー区は日中の温度上昇が他資材よ
り大きかった．一方，夜間の温度低下は健苗シート区と同様に小さかった．黒ラッセル区
は，日中の温度上昇は白寒冷紗区とほぼ同等で，夜間の温度は健苗シート区，シルバー区
と白，黒寒冷紗区の中間的な温度を示した．平均温度は標準区が25.7℃で最も高く，以下
シルバー区，健苗シート区の順で，無被覆区の17.2℃が最低であった (第7図)．最高最低
温度の差はシルバー区が15.7℃と最大で，被覆資材中で最も小さかっった区は健苗シート
- 38 -
第6図　被覆資材別の育苗箱内の培土温度の推移  (1994.5.21)．
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第7図　被覆資材別の育苗箱内最高，最低，平均の培土温度
(1994.5.21).
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区の11.8℃であった．全体では標準区の温度差が最小で，4.8℃であった．
1994年の第2回目播種では，健苗シート区とシルバー区で被覆期間を出芽揃い期から1～
4日間延長し，被覆資材除去時点での苗の状況と，その後の生育がどのように変化してい
くか検討した (第14表)．出芽揃い期に除去した区の出芽長は，健苗シート区が1.0cm，シ
ルバー区は1.5cmであった．4日遅れで資材を除去した場合，シルバー区は草丈が7.7cmに
達し，健苗シート区も7.0cmと著しく徒長した．育苗完了時点での草丈，葉齢の区間差は
小さくなる傾向にあったが，第1葉鞘は被覆資材の除去が遅れるほど長く，軟弱徒長気味
になる傾向が明らかであった．
第14表 被覆期間を延長した場合の苗の生育状況 (1994年)．
資材 被覆 資材 播種後日数 播種後33日目
被覆資材 除去 延長 除去当日 9日目 13日目 （育苗完了時）
日 日数 草丈 草丈 葉齢 第1葉鞘長 風乾重 充実度 生育
(月日)(日) (cm) (cm) (cm) (mg/本)(mg/cm)むら
5.25 0 1.0 5.6 8.4 14.2 4.0 3.7 22 1.6 0.5
5.26 1 2.2 5.7 9.9 16.5 4.1 4.2 23 1.4 0.5
健苗シート 5.27 2 3.5 6.0 11.5 16.1 4.1 4.3 26 1.6 0.5
5.28 3 5.8 6.3 13.7 16.4 4.1 4.8 31 1.9 1.0
5.29 4 7.0 7.0 14.9 17.0 3.9 5.5 30 1.8 1.0
5.25 0 1.5 5.9 13.0 15.6 4.1 4.2 26 1.7 0.5
5.26 1 2.5 5.3 12.1 15.8 4.1 4.2 31 2.0 0.5
シルバー 5.27 2 3.8 5.7 13.0 15.7 3.9 4.7 26 1.7 0.5
5.28 3 5.6 6.1 13.7 16.3 4.2 4.5 30 1.8 0.5
5.29 4 7.7 7.7 15.1 17.3 4.1 4.8 20 1.1 1.0
(標)積み重ね5.23 － 1.0 4.5 9.4 15.3 4.2 3.6 28 1.8 0.0
播種は5月20日．(標) は標準区を示す．標準区の材除去日は育苗箱のプール展開日を示す．
生育むらは観察による0 (無) ～5 (甚) の6段階評価．試験区の反復なし．
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考 察
平置きで使用する被覆資材の評価指標としては，出芽揃いまでに必要な日数や出芽の良
否，育苗管理の簡便さなどが重要である．積み重ねでは，出芽期間中，育苗箱内に日射は
ほとんど入り込まないため，第1葉は育苗箱の展開まで緑化しない状態で伸長する．この
ため，育苗箱展開後に緑化作業が不可欠となり，1～2日程度寒冷紗等による被覆が必要で
ある．平置きは育苗箱の移動がないなど，積み重ねと比較して省力性が高いが，平置き資
材には緑化作業を省略できるものがあり，被覆資材と出芽，さらに省力化の観点から評価
した．
まず，最初に平置きの湛水処理について検討したところ，播種直後からプールを湛水状
態とすると，出芽が極端に悪いことや生育むらの発生が多くなることから，湛水は出芽揃
い後とする必要があると考えられた (第11表)．
また，本研究は群馬県における水稲普通期栽培を対象としているが，早植栽培に対する
本技術の適応性についても検討を行った (第12，13表)．しかし，早植栽培の播種期に相
当する5月以前の播種は低温により出芽までの日数の遅延が大きく，生育むらが発生する
ことから，本技術の導入は困難と判断された．この結果から，無加温の露地育苗条件を前
提とした群馬県の平坦地域の水稲育苗で，平置きは5月中旬以降の播種期となる普通期栽
培に適用できる技術であると結論づけられた．
次に，被覆資材別の床土の温度特性と出芽，生育状況の検討を行った．まず，無被覆区
では被覆資材を使用した区よりも夜間の温度が低下しやすい特性が明らかとなった．出芽
揃いまでの積算温度が高いことで示されるように，各被覆資材区よりも出芽揃いまでの日
数を多く必要とした．また晴天，特に晴天強風時に覆土の乾燥が著しいため灌水作業を必
要とし，出芽むらも生じやすかった．無被覆区で出芽揃いまでの日数を多く必要とする要
因は，夜間の温度不足および覆土乾燥にあると考えられた．また強い降雨により，無被覆
区では播種籾が露出する現象もみられた．以上の結果から，平置きにおいて無被覆は不適
当であると結論づけられた．
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塩化ビニールフィルムは1992年のみの検討であったが，鈴木ら (1985) が報告している
ように，日中は無被覆区よりも常に高温で，地温が高くなるほどその傾向は大きい．本試
験においても高温障害が発生しており，群馬県二毛作地帯の育苗期が5月中下旬から6月中
下旬であり，気温の上昇に伴って育苗箱内の地温も上昇しやすくなる時期であることを考
えあわせると，当地帯での水稲の平置き出芽法に使用する資材としては不適当であった．
白寒冷紗と黒寒冷紗は無被覆区同様に覆土が乾燥しやすく，灌水作業が必要となった．
夜間の保温効果はあまり期待できず，供試資材中では出芽揃いまでの日数をより多く必要
とした．白寒冷紗の遮光率22％に対して，51％と遮光率が高い黒寒冷紗でも白寒冷紗とほ
ぼ同様に出芽と緑化は同時進行した．このため，緑化作業を必要としない点では共に省力
的であるが，灌水作業を必要とする場合があり，省力性はやや不十分な面があった．
パスライトの遮光率は15％と寒冷紗より低く，資材の空隙率も小さかった．このため，
覆土乾燥は発生しなかった．また緑化の必要もなく，1993年1回のみの検討であるが，平
置き資材としては寒冷紗よりも優れていた．
健苗シートは水稲育苗資材として開発された資材である．この資材は平置きを目的に開
発された資材ではないが，供試資材中では出芽揃いまでの日数が最も早かった．遮光率は
50％であるが，寒冷紗，パスライトと同様に出芽は緑化と同時進行するため，出芽揃い後
の緑化作業は必要なかった．また，覆土乾燥の問題も発生しなかった．この要因は，後述
するシルバーと共に資材に空隙がなく土壌水分が蒸発しにくいことと，資材に付着した水
滴が土壌に還元されるためと推察された (浜本・中村 1990)．
シルバーは山口ら (1991) によって平置き用の資材として改良が加えられた資材であ
る．健苗シートと同様に，出芽揃いまでの日数は供試資材中では最も早く，覆土乾燥の問
題はなかった．山口ら (1991) によれば，シルバー (遮光率80％) は出芽限界最高温度を
， ．越えることがあるとの指摘があったが 今回3か年の検討ではこの問題は発生しなかった
遮光率が高いため，出芽が完了し展開する時点での苗の形態は積み重ねに近く，出芽揃い
までに苗はほとんど緑化しなかった．このため，出芽揃い後の緑化作業が必要であり，省
- 42 -
力面の欠点となる．出芽揃いまでの積算温度が高くなりやすいため，出芽苗が伸長しやす
い．また資材の特性上，外部から苗の生育状況が見えないため，資材除去の時期のみきわ
めが他の資材以上に重要である．
黒ラッセルは覆土乾燥の問題はなく，遮光率が60％であるにもかかわらず出芽揃い時に
は緑化が完了しており，改めて緑化作業を行う必要がない．苗質にも問題がなく，平置き
出芽用資材として有望である．このように，使用する被覆資材によって育苗箱の培土の温
， ， ， ， ．度 水分 光環境は異っており 出芽揃いまでに必要な日数 出芽苗の形態も様々である
曇天や雨天時には育苗箱内の培土温度に無被覆区との間に大きな差は認められなかった．
しかし，晴天時には被覆資材の使用によって育苗箱内の培土温度は無被覆区よりも高く維
持され，日中の昇温効果及び夜間の保温効果が認められた (第6，7図)．この結果は，不
織布を用いた浜本・中村 (1990) の報告と一致 ている．ただし，その効果は資材によっし
て大きく異なった．保温効果は大きい順に健苗シート，シルバー，黒ラッセルであった．
一方，日中の昇温効果はシルバーが最も高く，白寒冷紗，黒ラッセルがこれに次いだ．な
お，日射量が特に大きい日は白寒冷紗が日中最も高温になる傾向を示した．また，播種か
ら出芽揃いまでに必要な積算温度は標準区の積み重ね出芽区と各試験区で大きく異なっ
た．積み重ねは出芽期間中の温度変化が小さかった．これに対して平置きは被覆資材によ
って多少の差はあるものの，温度の日変化が大きく，特に夜間の低温が出芽を遅らせるこ
と，また資材によっては覆土の乾燥が発生することなどの要因によって，出芽揃いまでに
必要な積算温度が標準区より高くなるものと考えられた 1994年の第2回目播種 (5月20日)．
では，播種から出芽揃いまでの積算温度の試験区間差は小さく，当地域の5月下旬播種で
は概ね50～53℃の積算温度となることが明らかとなった．同年第1回目播種 (4月28日) で
は播種から出芽揃いまでの積算温度が第2回目播種よりも高く (第13表)，被覆資材によっ
ても異なった要因として，播種から出芽期にかけて気温が低かったことが影響しているも
のと推察された．
平置きにおいては，被覆資材除去の時期のみきわめも重要なポイントである．特に資材
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の特性上，内部の苗の生育状況がわかりにくい健苗シートおよびシルバーは特に注意が必
要である．そこで，1994年にこの2被覆資材を使用して，資材除去の適期を基準に被覆期
間を1日～4日間延長する試験を実施した．その結果，両資材とも被覆期間が延びるに従っ
て苗は著しく徒長した (第14表)．しかし，育苗完了時の播種後33日目の調査では，適期
除去の区との間に生育初期にみられたような著しい生育差はみられなかった．また，今回
の検討では高温障害やカビの発生などの諸障害も特にみられなかった．しかし，苗の第1
葉鞘は被覆資材の除去が遅れるほど伸長しており，被覆資材を適期に除去する必要性を示
唆していた．
以上の結果から，群馬県の水稲普通期栽培における露地のプール育苗に平置きを適用す
ることが可能である．被覆資材としては供試した7種類の資材中，出芽期間中に高温障害
や覆土乾燥の問題がなく，さらに緑化作業も省略可能なパスライト，健苗シート，黒ラッ
セルの3資材が優れていると考えられる．しかし，いずれも積み重ねよりも出芽揃いまで
の日数は1～3日程度遅延する．この日数は播種後の日射，気温等に大きく左右されるが，
利用に際しては積み重ねより育苗日数を延長した栽培計画を立てる必要がある．
まとめ
育苗箱の軽量化と育苗の低コスト化を目的として，プールの育苗条件下における検討を
行った．育苗箱の深さを従来育苗箱の2/3とし，床面にも凹凸を加えて培土量の減量を図
った新育苗箱は，当初懸念された箱底面からの出根は移植作業時の支障にならないことが
明らかになり，導入可能であると判断した．また，従来の育苗箱を活用する培土減量を検
討した．移植時のマットの取り扱いやすさ，移植精度を含めて，培土の減量を考えたとき
の実用的な培土量は床土11mm，覆土7mmの計18mmであり，新育苗箱と遜色ない軽量・低コ
スト化が可能であった．
次に，平置きの露地プール育苗における適用性について検討を行った．出芽までの日数
は積み重ねよりも数日程度延びるが，出芽作業から移植作業までに必要となる育苗箱の移
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動回数を削減でき，省力化が可能であった．出芽時に利用する被覆資材について検討を行
い，生育むらや高温障害，覆土の乾燥が少なく，緑化作業の省略も可能な3資材 (パスラ
イト，健苗シート，黒ラッセル) が優れていることが明らかとなった．
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第３章 水稲施肥に関連した省力・低コスト化諸技術の検討
筆者の調査によれば，水稲経営面積の大小に関わらず追肥の実施率は高くない．追肥を
実施している農家でも，追肥を前提とした栽培計画を立てている例は少なく，その年々の
， ．水稲の生育状況をみながらの施用や 生育不良個所のみへの部分追肥が多く見受けられる
この要因として，中小規模の農家の本田への施肥は手作業に頼る割合が高いことがあげら
れる．特に追肥は盛夏に行われるために敬遠されがちである．また，労力面以外でも適正
， ．な追肥時期や追肥量の判断が難しいことも手伝って 追肥を行わない農家も増えつつある
一方，基肥作業の機械化が進んでいる稲作経営規模の比較的大きい農家でも，追肥は散布
精度の高い機械施肥技術が現状ではないこともあって，手作業に頼る割合が高い．このた
め，追肥の実施状況は中小規模稲作農家と何ら変わりがないか，むしろ低い傾向にある．
また，生産現場では多少コストが上昇しても，省力技術を求める傾向が少なからずあるこ
とは否定できない. 第5章で後述するように，この傾向は経営主が高齢者や兼業になるほ
ど顕著である．そこで，第1節では群馬県東毛地域における全量基肥について様々な試作
肥料を供試し，本地域に適した専用肥料について検討，開発した．
省力施肥技術の一つである箱全量は，播種時の育苗箱内に培土とともに生育期間中に必
要な肥料成分を施用し，そのまま育苗，移植作業を行う技術である．この技術では本田へ
の基肥，追肥作業の必要がなく，大幅な省力が可能であり，きわめて有益であると考えら
れる．すでに本技術が普及している秋田県をはじめとする東北地方 (佐藤・渋谷 1991，
金田ら 1994，北村・今井 1995) では，4月育苗，5月移植が中心であり，5月播種，6月中
下旬移植の群馬県の稲麦二毛作地帯とは気温をはじめとする気象条件が大きく異なってい
る．また，群馬県ではプール育苗が広く用いられている．東北地方にもプール育苗は普及
しており (藤井・佐々木 1993)，箱全量に本育苗法を用いても健苗育成が可能であると報
， ．告されている (注：チッソ旭肥料 (株) 東北支社2000年発行 苗箱まかせ利用の手引き)
しかし，関東以南の温暖地の普通期栽培においてプール育苗を使用し，箱全量が普及して
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いる地域はほとんど見あたらない．そこで，第2節並びに第3節では，群馬県の水稲普通期
栽培を主対象として，箱全量の適応性を育苗と本田栽培技術の両面から明らかにした．
１ 水稲本田全量基肥施用法
現在，省力施肥技術として，被覆尿素等を配合した肥効調節型肥料を利用した全量基肥
が普及し，追肥を省略した栽培体系が確立しつつある (北村・今泉 1990，上野ら 1991，
上野 1994，北村・今井 1995)．本技術は収量や品質の向上を狙いとしたものではない．
あくまでも追肥の省力化を主眼とした上で，基肥＋追肥の標準施肥体系とほぼ同等程度の
収量・品質を得ることを目標として研究・開発が進められてきている．これまで全国で検
討された全量基肥は，単一の被覆尿素による研究もある (関ら 1992，諸岡ら 1996a，b)
が，複数の被覆尿素を組み合わせて，さらに速効性の肥料を配合した専用肥料を独自に研
究，開発し使用している事例が多い (今井ら 1993，大竹ら 1997)．これは水稲栽培が全
国展開されているとはいえ，地域により気象条件や土壌条件が違い，品種や作期などの栽
培体系も異なるためである．そこで，群馬県東毛地域の稲麦二毛作地帯において全量基肥
栽培技術を確立するために，様々な試作肥料を供試した栽培試験を行った．その結果を基
に，当地域の水稲栽培に適した被覆尿素の組み合わせ，速効性肥料との配合割合等を明ら
かにし，製品化をも行った．
材料と方法
試験は1996～2000年の5か年，群馬県農業試験場東部支場で実施した．供試品種は群馬
県育成の中晩性品種であるゴロピカリ (成塚 1993) を用い，1997年のみ朝の光とした．
移植日は年次によって若干異なるが，群馬県の水稲作期で早植と普通期の2作期で実施し
た．播種作業以降の管理は慣行によった．
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今回供試した試作肥料は，リニアとシグモイドの2つの溶出タイプで，溶出期間40～100
日の被覆肥料と速効性肥料を配合した．被覆肥料は尿素を樹脂コーティングしたもので，
窒素成分のみ41％を含む．これに速効性の単肥を配合して窒素，燐酸，加里をそれぞれ12
％，15％，13％となるように成分を調整した．1996年はリニアの溶出期間100，70，50日
(以下L100，L70，L50) とシグモイドの溶出期間100，80，60日 (以下S100，S80，S60) の
計6種類を供試した．窒素成分に占める被覆尿素の配合比率 (以下，緩効度と呼称) は75
％であった．1997年は前年の成績を参考に被覆尿素の種類を絞り込み，緩効度に関しても
検討した．L100，L70，S100，S80の4種類を供試し，緩効度は70％と50％とした．なお，
試験区はL100-70のように供試肥料名の後に緩効度を示すことで表記する．1998年は被覆
尿素の組み合わせを中心に検討した．L100，L70，S80の単独区とL70＋S100，L100＋S100
の混合区を設定し，共に両者の比は6:4と4:6 (以下，区名に続いて括弧書きで配合比を示
す）とした．なお緩効度は全区50％とした．1999年はL40＋S80，L50+S100，L70＋S80，L
100＋S100の4試験区，緩効度は全区50％とした．2000年はL70＋S80，L100＋S100の2試験
， ． ， ， ．区 緩効度は共に50％とした 1996 2000年は全層施肥 1997～1999年は側条施肥とした
標準区の施肥量は群馬県稲作推進資料 (注：群馬県農政部，各年次発行) を参考にした．
基肥には稲麦専用複合化成486を使用した．本肥料の窒素-燐酸-加里3成分の保証成分量
(以下，3成分比率と略称) は14-18-16％であり，窒素成分で0.8kg/aを全層施用した．追
肥はNK化成 (3成分比率17-0-16％) を幼穂長約1cmの時点に同0.2kg/aを表層施用した．全
量基肥区の施肥量は，過年度の場内試験の結果 (注：群馬県農業試験研究機関成果発表会
要旨 1995) を参考にして，追肥を含む窒素成分で14％減の0.8kg/aとした．なお，側条施
肥の実施肥量は作業終了後に調査を実施して求めた．その結果，1997年は窒素成分で0.72
kg/a，1998年は0.8kg/a，1999年は0.79kg/aであった．各年の1区当たり面積と反復は1996
年は両作期48㎡，2反復，1997年は同じく28㎡，2反復，1998年は早植13.5㎡，2反復，普
通期14.4㎡，3反復，1999，2000両年は両作期24㎡，3反復とした．
本田の生育状況は移植後概ね40日目に草丈，茎数を，成熟期に稈長，穂長を各区連続10
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株，2か所調査した．葉色は葉緑素計 (ミノルタSPAD502) を使用して概ね移植後30日目か
ら15日おきに120日目まで調査した．出穂期，成熟期は観察によった．収穫は1区当たり3
畦の連続10株を2か所，計60株実施，穂数を調査して風乾後に脱穀，籾すり作業を行い，
玄米重等を調査した．1999年の全籾数は脱穀時に各区の収穫調査株の全籾を回収し，均分
器で1/16に均分したサンプルから籾数を計測して求めた．登熟歩合は全籾数と玄米千粒重
から玄米粒数を算出して求めた (楠田 1995a，b)．粗タンパク含有率 (以下，タンパクと
略称) は近赤外線分析装置を使用して調査した．1996～98年はニレコNIR6500HONによる白
米，1999年は静岡精機GS2000による玄米の近赤外線測定値によって求めた．食味試験は標
準区を0点とし，優劣を＋2～0～－2点までの5段階で評価して11人のパネラーの平均点で
示した．
結 果
1996年は6種類の被覆尿素肥料を供試した．移植後40日目の調査では草丈，茎数共に差
はみられなかった (第15表)．穂数は標準区の373本/㎡とL70区の350本/㎡との間に有意な
差がみられたのみであった．成熟期は早植では標準区が最も早く，10月7日，各試験区は
10月8～9日であった．また，普通期は10月22～23日で差はほとんどなかった．本年の水稲
栽培期間の気象は8月中旬まで高温・多照，それ以降は低温・寡照傾向であった．玄米重
はL100，L70区，S100区で標準区の59.2kg/a並みであったが，L50，S80，S60各区でやや低
下傾向にあった．しかし，いずれも有意な差はなかった．屑米比はS100区が3.0％で，他
試験区よりも低い傾向がみられた．千粒重は22.5～22.8g，タンパク (白米) も6.6～6.9
％と差はみられなかった．早植と普通期両作期間の交互作用について分散分析を実施した
が，すべての項目で交互作用は検出されなかった．
1997年は前年の結果を基に被覆尿素の構成を見直し，4種類を供試すると共に緩効度も
変えて検討した．移植後40～41日目調査では，L100-50区を除いて標準区との草丈に有意
な差が認められた (第16表)．茎数ではシグモイドタイプの試験区はリニアタイプ試験区
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第15表 生育・収量調査 (1996年)．
区名 草丈 茎数 稈長 穂数 玄米重 屑米比 千粒重 ﾀﾝﾊﾟｸ
(cm) (本/㎡) (cm) (本/㎡) (kg/a) (％) (ｇ) (％)
L100 67a 451a 96ab 351ab 58.7( 99)a 3.8a 22.5a 6.8a
L70 68a 447a 95abc 350b 60.3(102)a 3.6a 22.8a 6.7a
L50 69a 470a 95abc 379a 55.7( 94)a 4.0a 22.8a 6.6a
S100 68a 449a 94c 361ab 58.3( 99)a 3.0a 22.8a 6.7a
S80 69a 467a 95abc 363ab 55.1( 93)a 4.1a 22.7a 6.7a
S60 68a 478a 94bc 353ab 56.0( 95)a 4.4a 22.7a 6.6a
標準 68a 473a 96a 373a 59.2(100)a 3.9a 22.8a 6.7a
ns ns ns ns ns ns ns ns交互作用
早植，普通期2作期の平均値．草丈，茎数は移植後40日目．各収量形質の水分は
15.0％換算．各数値右側の英小文字は，Duncanの多重検定で同一文字間には5％
水準の有意差がないことを示す．交互作用は作期と供試肥料との関係を示す．
第16表 生育・収量調査 (1997年)．
区 名 草丈 茎数 稈長 穂数 玄米重 屑米比 千粒重 大粒比 品質 ﾀﾝﾊﾟｸ
(cm) (本/㎡)(cm) (本/㎡) (kg/a) (％) (ｇ) (％) (1-9) (％)
L100-70 63bc 575a 86ab 387ab 48.9( 96)bc 8.6abc 20.2c 34.6c 4.9a 7.4a
L100-50 65a 581a 85bc 396a 52.5(103)a 7.1de 20.6c 40.7bc 4.7a 7.4a
L70-70 63bc 587a 87ab 388a 49.0( 96)bc 9.3ab 20.4c 36.2c 4.9a 7.4a
L70-50 63bc 546ab 86ab 375b 53.2(104)a 6.2ef 20.6bc 42.6bc 4.9a 7.4a
S100-70 61e 500ab 83e 349c 53.2(104)a 5.2f 21.3a 52.8a 4.4a 7.5a
S100-50 61de 492b 85d 341c 52.3(103)a 5.2f 21.0ab 47.4ab 4.7a 7.5a
S80-70 63bc 528ab 88a 382ab 48.5( 95)c 9.5a 20.4c 33.9c 4.7a 7.7a
S80-50 62cd 538ab 87a 380ab 52.0(102)ab 8.1bcd 20.6c 38.0c 4.9a 7.6a
標準 66a 573a 87ab 381ab 51.0(100)abc 7.4cde 20.5c 42.1bc 4.9a 7.2a
ns ns ns ns ** * ns ns ns ns交互作用
早植，普通期2作期の平均値．草丈，茎数は移植後40～41日目．各収量形質の水分は15.0％
換算．品質は外観品質で1 (上上) ～9 (下下) の9段階評価．大粒比は粒厚2.0mm以上の玄米
比率．各数値右側の英小文字は，Duncanの多重検定で同一文字間には5％水準の有意差がな
いことを示す．交互作用は作期と供試肥料との関係を示し，*，**印はそれぞれ5，1％水準
で有意．
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の茎数よりも概ね少ない傾向にあり，この中でS100-50区は492本/㎡となり，標準区の573
本/㎡に対して有意に少なくなった．稈長も移植後40日茎数と同様にS100-70，S100-50区
． ， ，において標準区の87cmに対して2～4cm下回った 穂数もS100-70 S100-50区において349
341本/㎡となり，標準区の381本/㎡より少なくなった．それ以外の区では標準区とほぼ同
程度に確保できた．出穂期は早植が8月15日，普通期は8月26日で試験区間の差はほとんど
． ， ，なかった 成熟期は早植が9月22～25日で 標準区およびS100-50区が9月22日で最も早く
L100-50区が9月25日で最も遅かった．緩効度によって成熟期がやや異なり，S-80区を除い
て50％区が70％区よりも1～2日遅れる傾向がみられた．一方普通期は10月11日であり，区
間差はほとんどなかった．本年の水稲栽培期間の気象は7月中旬まで高温・多照，それ以
降は低温・寡照傾向であった．玄米重はL70-50，S100-50両区が53.2kg/aで試験区中最も
多く，S80-70区が48.5kg/aで最も少なくなった．千粒重はS100-70，S100-50区がそれぞれ
21.3，21.0gで標準区の20.5gを上回った．大粒比はS100-70区が52.8％で標準区の42.1％
を上回った．なお，外観品質，タンパクは対標準区との差はなかった．施肥と作期間の交
互作用を検定した結果，玄米重と屑米比に有意性が認められた (第8，9図)．各供試肥料
共に緩効度50％の区は早植の玄米重が普通期の玄米重を上回った．同70％の区はその逆の
傾向となり，普通期の玄米重が早植の玄米重を上回った．屑米比は作期による傾向の逆転
はみられず，緩効度70％の区では同50％の区よりも屑米比の作期間の差が拡大する傾向に
あった．
その他の試験区と普通期では緩効度による差は認められなかった．この他の調査項目で
は有意性は認められなかった．このように作期による交互作用は一部で有意であったが，
作期ごとの傾向には大きな差はなかった．
1998年はリニアタイプとシグモイドタイプの混合区4区を新たに設定した．両作期の試
験区の反復数が異なるため，作期ごとの特徴を述べる (第17表)．早植では全ての調査項
目で標準区と試験区との間には有意な差は認められなかった．この中で玄米重は，61.2kg
/aとなったL100+S100 (6:4) 区を除いて，標準区の60.7kg/aより下回る傾向がみられた．
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第8図　作期別玄米重  (1997年) ．
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第17表 生育・収量調査 (1998年)．
作期 区 名 草丈 茎数 稈長 穂数 玄米重 屑米比 千粒重 大粒比 品質 ﾀﾝﾊﾟｸ 食味
(cm)(本/㎡)(cm)(本/㎡)(kg/a) (％) (ｇ) (％) (1-9) (％)
L100 82 465 102 381 59.6( 98) 3.4 23.5 88.3 5.0 7.1 －0.08
L70 82 469 103 378 59.2( 96) 4.3 23.3 86.3 5.0 7.0 0.25
早 S100 80 461 102 364 57.3( 94) 4.7 23.5 88.4 5.0 7.4 0.00
L70+S100 (6:4) 82 451 101 369 58.2( 96) 3.9 23.5 88.0 5.0 7.0 0.00
L70+S100 (4:6) 81 426 101 360 56.3( 93) 3.6 23.2 88.1 5.0 7.0 0.08
植 L100+S100(6:4) 81 441 102 373 61.2(101) 4.0 23.6 89.0 5.0 6.8 0.08
L100+S100(4:6) 80 442 100 371 57.7( 95) 2.8 23.7 91.1 5.0 6.8 －0.17
標準 82 464 101 383 60.7(100) 3.7 23.4 88.4 5.0 7.5 (0.00)
L100 85* 410* 99 321 45.3(101) 7.8 22.2 67.1 6.0 7.6 0.10
－普 L70 85 417* 100 327 46.0(103) 7.4 22.2 68.6 6.0 7.5
S100 83* 430 98 327 44.7(100) 9.6 22.5* 70.0 6.3 7.7 0.10
通 L70+S100 (6:4) 83* 423 98 331 46.2(103) 8.1 22.4 71.0 6.0 7.7 0.10
－L70+S100 (4:6) 82* 405* 99 314 44.6(100) 7.6 21.8 68.3 6.0 7.5
期 L100+S100(6:4) 84* 423 100 317 44.1( 99) 6.8* 22.2 67.5 6.3 7.7 0.00
－L100+S100(4:6) 81* 397* 98 320 46.9(105) 8.1 22.4 71.3 6.0 7.7
標準 87 447 100 328 44.7(100) 8.9 22.1 66.8 6.0 7.8 (0.00)
草丈，茎数は移植後40日目．水分は15.0％換算．品質は外観品質で1 (上上) ～9 (下下) の9
段階評価．大粒比は粒厚2.0mm以上の玄米比率．各数値右側の*印は各作期の標準に対してそれ
．ぞれ5％水準で有意 (t検定による)
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出穂，成熟期はそれぞれ8月23日および10月5日で区間の差はほとんどなかった．一方，普
通期では移植後40日目の草丈，茎数は標準区に対して有意な差がある区が多かった．草丈
はL70を除いて標準区の87cmを2～6cm下回った．茎数はL100，L70，L70+S100 (4:6) およ
び L100+S100 (4:6) の4区で397～417本/㎡となり，標準区の447本/㎡を下回った．しか
しながら成熟期調査，収量調査では，L100+S100 (6:4) 区の屑米比とS100区の千粒重に対
標準区間の有意な差が認められた以外，明らかな差はなかった．出穂，成熟期はそれぞれ
8月27日および10月8日であり，区間差はほとんど認められなかった．水稲栽培期間の気象
は全般を通じて寡照傾向で，成熟期に入ってから気温が高い傾向がみられた．この影響で
稈長は例年になく伸長した．早植と普通期の各作期で最も多収であった試験区は，早植は
L100+S100 (6:4)，普通期ではL100+S100 (4:6) であった．前者は，他の試験区が標準区
の玄米重60.7kg/aに及ばなかった中で有意な差ではないが，唯一標準区を上回る61.2kg/a
の成績をあげた．また，タンパクは標準区の7.5％に対して6.8％と低い傾向にあり，食味
評価も標準区並みであった．また，後者は標準区の玄米重44.7kg/aに対し標準区を上回る
46.9kg/aと有意ではないものの，最も多収であった．また，大粒比が標準区の66.8％に対
して71.3％と試験区中最も高い傾向にあり，タンパクは標準区の7.8％に対して7.7％とほ
ぼ同等であった．
1999年は前年の結果から作期毎に3種類の組み合わせ肥料を試作，検討した．早植では
移植後40日目の茎数，穂数および収量調査結果はほぼ標準区並みであった (第18表)．出
穂，成熟期の区間差は認められず，それぞれ8月16日および9月22日であった．登熟歩合は
L70+S80区，L100+S100区がそれぞれ86.0，86.6％となり，標準区の82.5％を有意ではない
がやや上回る傾向にあった．タンパクはL50+S100区が8.6％で，標準区の8.4％より高くな
った．一方，普通期では移植後41日目の茎数がL40＋S80は429本/㎡，L100+S100区は443本
/㎡で標準区の391本/㎡を上回った．出穂，成熟期の区間差は早植同様に認められず，そ
れぞれ8月28日および10月12日であった．本年は水稲栽培期間にわたって高温・多照傾向
であった．特に9月以降の高温が顕著であり，両作期共に成熟期が早まった．特に，早植
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第18表 生育・収量調査 (1999年)．
作期・区名 茎数 穂数 全籾数 登熟歩合 千粒重 玄米重 屑米比 大粒比 品質 ﾀﾝﾊﾟｸ 食味
(本/㎡)(本/㎡)(粒/㎡) (％) (ｇ) (kg/a) (％) (％) (1-9) (％)
L50+S100 662 464 28850 81.8 21.8 51.4( 99) 3.2 83.8 8.3 8.6* 0.10
早 L70+S80 616 441 27630 86.0 21.7 51.6( 99) 2.3 86.4 7.5 8.6 0.20
植 L100+S100 593 428 27400 86.6 22.0 52.3(100) 1.9 87.6 8.0 8.3 0.00
標準 622 440 28550 82.5 22.3 52.3(100) 2.6 88.6 7.5 8.4 (0.00)
L40+S80 429* 387 25920 85.0 23.8 52.6(101) 3.5 81.1 3.3 8.5 0.17
普 L70+S80 406 390 25090 87.7 24.0 53.1(102) 2.6 83.2 2.7 8.3 0.00
通 L100+S100 443* 398 26360 86.7 24.2 55.4(105) 3.0 83.4 3.5 8.5*-0.11
標準 391 375 24740 88.6 23.8 52.2(100) 2.4 83.9 2.7 8.2 (0.00)
作期のうち，普通は普通期の略．茎数は移植後日数で早植40日目，普通期は41日目調査．各収
量形質の水分は15.0％換算．品質は外観品質で1 (上上) ～9 (下下) の9段階評価．大粒比は
． ．粒厚2.0mm以上の玄米比率 各数値右側の*印は標準区に対して5％水準で有意 (t検定による)
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は平年より1週間程度早くなった．高温の影響は早植に顕著に現れ，多穂となったが千粒
重は小さく，収量増にはつながらなかった．タンパクはL100+S100区が標準区の8.2％より
やや高く，有意な差と認められた．なお，食味試験では普通期L100+S100区を除いて標準
区を下回る評価の区はなかった．これ以外の調査項目はほぼ標準区並みであった．
2000年は有望と考えられたL70+S80，L100+S100両区について年次間変動の検討を中心に
確認試験として実施した．本年は1999年に引き続き水稲栽培期間は高温・多照傾向であっ
た．9月2～3日の台風通過に伴うフェーン現象のために出穂間もない普通期の水稲が被害
， ． ， ．を受け 収量・品質の低下が顕著であった このため 早植の成績のみを第19表に示した
両試験区共に標準区と遜色ない結果が得られてた．移植後47日目の茎数は両試験区でそれ
ぞれ464，442本/㎡となり，標準区の484本/㎡よりもやや下回る傾向にあるが有意ではな
かった．出穂期は標準区が8月14日で，両試験区は8月13日と1日早かった．成熟期は9月22
日で区間差はほとんど認められなかった．玄米重は標準区の52.3kg/aに対してほぼ同等で
あった．外観品質はL70+S80区が7.8で標準区の6.8より劣った．タンパクは両試験区で標
準区をやや下回る傾向にあった．それ以外の調査項目は概ね標準区並みであった．
1997年と1999年の早植の葉色推移をそれぞれ第10，11図に示す．このうち1997年は主な
4つの試験区を示した．1997年のL100-70区は標準区に近い推移を示した．それ以外の区で
の葉色推移の曲線パターンは標準区と基本的には同様であるものの，起伏が大きい傾向を
示した．これに対して，1999年は3つの試験区共に標準区に近似した推移を示した．
第19表 生育・収量調査 (2000年早植)．
区 名 茎数 穂数 全籾数 登熟歩合 千粒重 玄米重 屑米比 大粒比 品質 ﾀﾝﾊﾟｸ 食味
(本/㎡)(本/㎡)(粒/㎡) (％) (ｇ) (kg/a) (％) (％) (1-9) (％)
L70+S80 464 376 26380 84.7 23.2 51.9( 99) 2.1 90.0 7.8* 7.6 0.09
L100+S100 442 373 26180 84.6 23.3 51.6( 99) 2.5 89.4 7.0 7.6 0.09
標準 484 381 27250 82.4 23.2 52.3(100) 2.2 88.9 6.8 8.0 (0.00)
茎数は移植後47日目 各収量形質の水分は15.0％換算 品質は外観品質で1 (上上) ～9 (下下)． ．
の9段階評価．大粒比は粒厚2.0mm以上の玄米比率．各数値右側の*印は標準に対して5 水準％
で有意 (t検定による)．
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第10図 葉色の推移 (1997年早植)．
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第11図 葉色の推移 (1999年早植）．
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考 察
本節の研究目的は追肥を省略した施肥体系の確立にある．収量や品質の向上を狙いとし
たものではなく，あくまでも省力性を中心に基肥＋追肥の標準施肥体系とほぼ同等程度の
収量・品質を得ることを目標とした．今井ら (1993) をはじめ，過去の報告も同様の狙い
で実施されている．1996年は市販されている被覆尿素の様々な溶出パターンおよび溶出期
間の中から，水稲栽培に適していると考えられる6種類を主成分とする試作肥料を供試し
た．適切な溶出パターンに関して明確な結論は得られなかったが，溶出期間は50～60日の
ものを除けば，概ね基肥＋追肥の標準区と同等かそれ以上の収量をあげられることが明ら
かとなった．なお，本試験による早植と普通期の移植時期の差は1996年は15日，1997年は
30日あった．1998年以降については21～34日の間隔があった．近年，群馬県東毛地域では
地域内の差がみられるものの，麦の作付け面積は減少傾向にある．このため，水稲移植作
業の制約が以前よりも少なくなってきており，移植時期が最近10年間で半月以上前進した
地域も少なくない．このような背景や実際の現場での個々の経営形態，水利慣行等の事情
もあって，実際には早植と普通期にまたがって連続的に水稲栽培がなされている．このよ
うに現場では必ずしも早植，普通期といった移植時期の厳密な使い分けがなされていると
は言い難い．これらの状況を考慮すると，両作期に汎用性の高い技術が必要であると考え
られる．そこで1996，1997両年は両作期の試験区構成が同一，同反復数であるため，両作
期の平均値を求めて検討することにした．1996年の作期による交互作用について分散分析
を実施して検討したが，有意性はいずれの調査項目でも検出されなかった．この点に関し
ては，移植時期の差が15日と比較的接近していたことも影響していると考えられた (第15
表)．また，交互作用の有意性が認められた1997年でも玄米重，屑米比のみであった．玄
米重は供試肥料の緩効度による作期間での傾向の逆転がみられた．屑米比では傾向の逆転
はみられず，それ以外の調査項目では作期と供試肥料による交互作用の有意性は認められ
なかった．全般的には作期による傾向の差は小さく，従ってここでは作期を平均した値で
の考察を行った (第16，17表)．
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本節で供試した被覆尿素は尿素を樹脂コーティングした窒素成分のみの資材である (庄
子 1999)．このため，一般向けの化成肥料として製品化するためには，燐酸と加里成分を
含む普通化成肥料と混合する必要がある．被覆尿素と普通化成肥料の配合割合をどのよう
に設定するかは，水稲の生育収量に大きく影響してくるのみならず，肥料の製品単価とも
深く係わってくる．特に被覆尿素は高価であり，この使用割合をなるべく減じて，価格を
抑えることが普及のための条件でもあると考えられる．そこで，1997年は被覆尿素使用割
． ， ，合について検討した 緩効度は70％と50％の2段階としたが 現在発売されているリニア
シグモイド両タイプは同じ溶出期間をもつ製品がないものがある．そこで，両者の100日
間溶出の試作肥料を比較した．緩効度に係わらずリニアタイプはシグモイドタイプに対し
て初期生育は優るが，収量性はほぼ同等であった．一方，シグモイドタイプは初期生育は
やや劣ったが，屑米率が低い傾向があり，玄米重はリニアタイプと遜色なかった．また千
粒重，大粒比などの外観品質は概ね優れていた．これらの結果は北村・今泉 (1990)，今
井ら (1993) の報告と概ね一致した．しかし，タンパクが標準区よりもやや高くなる傾向
があることが明らかとなった (第16表)．1990年代後半から玄米の品質，とりわけ食味と
関係が深いタンパクをどのように抑えるかが大きな課題となってきた (松江ら 2003)．シ
グモイドタイプは標準施肥体系において追肥に相当する役割を担い (大竹ら 1997)，生育
期後半を中心に肥料成分が溶出する．このため気象条件にもよるが成熟期後半まで肥効が
残りやすく，タンパクを抑制するという点で不利な形質であるといわざるを得ない．この
点は葉色の推移からもうかがえた (第10図)．
なお，玄米重と屑米比に関しては作期によって異なった傾向が得られ，交互作用がある
ことが明らかになった (第8，9図)．一方，両作期の平均値によるとリニア，シグモイド
の両溶出パターンとも70％と50％との間に有意な差がある調査項目は少なかった．このた
め，低コストを重視して緩効度を50％として翌年以降の検討を進めることにした．
1998年は，この両溶出タイプの特性を引き出すために，両者を組み合わせた肥料も試作
． ， ，して検討した 試験結果から有意な差は少ないものの 単一の被覆尿素を使用するよりは
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リニアとシグモイドの両タイプの長所を活かすような組み合わせが有望であると判断でき
た．各作期で最も収量性が高く有望であると考えられた試作肥料は，早植ではL100+S100
(6:4)，普通期はL100+S100 (4:6) であった．
1999年は，供試肥料をリニアとシグモイドの両タイプを組み合わせたものに絞って検討
を行った．前年に好成績であった組み合わせのほか，不足気味となりやすい初期生育を補
うために，溶出期間の短いL40，L50をそれぞれS80，S100と組み合わせた試験区を設定し
た．また，シグモイドタイプについては粗タンパク含有率を抑えるために，溶出期間が短
いS80を取り入れて検討した．しかし，L40，L50を組み合わせた区は玄米重では標準区と
遜色なかったものの，登熟歩合がやや低く，千粒重や大粒比，タンパクが他の試験区より
もやや劣る傾向がみられた．それ以外の組み合わせについては，成績は標準区とほとんど
遜色はなく，有意な差もほとんどなかった．葉色の推移も標準区に近似しており，窒素成
分の供給パターンが標準区に近づいたことを示している (第11図)．これらの結果から，
早植はL100+S100，普通期はL70+S80の組み合わせが最も優れていると考えられた．
以上の結果をもとに，関東くみあい化成工業 (株) (現JA東日本くみあい飼料(株))と協
議を行い，チッソ旭肥料 (株) のLP70とLPS80を1:1で配合し，緩効度は50％とする肥料を
作成することに決定した．肥料は「ふれあい一発省力型253号」と命名，2000年から県内
の館林市，明和町や板倉町などを中心に発売されている．毎年順調に販売数量を伸ばして
おり (第12図)，省力施肥技術に対する農家の関心の高さを表していると考えられる．
第12図　「ふれあい省力一発型」出荷実績と利用面積．
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２ 水稲育苗箱全量基肥施用法に関わる育苗技術の検討
箱全量は，播種時の育苗箱内に培土とともに生育期間中に必要な肥料成分を施用し，そ
のまま育苗，移植作業を行う技術で大幅な省力や低コスト化が可能である．群馬県の稲麦
二毛作地帯では麦類の収穫から水稲移植までの日数が10日～2週間程度しかない．加えて
この期間は，梅雨の時期にもあたるため作業面で制約を受けることも多く，稲麦の作業の
競合がきわめて著しい．本田施肥作業を一切省略可能である本技術は，きわめて有益であ
ると考えられる．これまで述べてきたように，群馬県ではプール育苗が広く用いられてい
る (飯塚ら 1978)．埼玉県でも日高・蓜島 (2000) が5～6月移植条件で箱全量を検討し，
プール育苗も一部実施しているが，主たる育苗法はプール条件ではない．また，関東以南
の温暖地でプール育苗を箱全量基肥に使用し，広く普及している地域は見あたらない．箱
全量では苗の徒長や苗マット強度の低下が発生しやすく，育苗面の課題が多いことが予想
されるので育苗法に関して検討を行った．
材料と方法
試験は2002～2004年の3か年，群馬県農業技術センター東部地域研究センター (旧群馬
県農業試験場東部支場) の無天蓋網室で行い，4月播種のみ育苗ハウスで実施した．2002
～2004年の試験区の概要を第20表に示した．
2002年は供試品種としてみつひかり，2003，2004年はあさひの夢を用いた．2002年の播
種は7月5日のみで，2003，2004年は4，5，6月播種を行った．播種日は4月16～18日，5月9
～10日，6月3～4日とした．播種量は乾籾100g/箱を標準とした．2004年はマット強強度向
上を目的として一部の区 (区名に＊印で示す) で播種量を150g/箱とした ．播種日からの
， ． ， ．育苗日数は 20～22日間とした 2002 2003年に使用した床土の種類と量は慣行によった
2004年は軽量化による省力，低コスト化も念頭におき，第2章第3節の結果を参考に1650g
とした．箱当たりの覆土は試験区によって異なり培土1000g，粒状熔成燐肥 (以下，粒状
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第20表 試験区の構成概要 (2002～2004年)．
試験年次 試験区名 供試肥料等 施肥 播種量
(播種時期) 床土部分 覆土部分 (g/箱)
2002 301土･層 301＋培土 培土 層状 100
301砂･層 〃 砂状ようりん 〃 〃
301粒･層 〃 粒状ようりん 〃 〃
301土･混 〃 培土 混合 〃
301粒･混 〃 粒状ようりん 混合 〃
土＋粒 培土 粒状ようりん － 〃
標 準 培土 培土 － 〃
2003 400土 400＋培土 培土 層状 100
(4月播種) 301土 301＋培土 〃 〃 〃
標 準 培土 〃 － 〃
(5月播種) 400土 400＋培土 培土 混合 100
400砂 〃 砂状ようりん 〃 〃
301土 301＋培土 培土 〃 〃
301砂 〃 砂状ようりん 〃 〃
参:400土(層) 400＋培土 培土 層状 〃
標 準 培土 培土 － 〃
(6月播種) 400土 400＋培土 培土 層状 100
400砂 〃 砂状ようりん 〃 〃
301土 301＋培土 培土 〃 〃
301砂 〃 砂状ようりん 〃 〃
参:400土(混) 400＋培土 培土 混合 〃
標 準 培土 培土 － 〃
2004 400土 400＋培土 培土 層状 100
(4月播種) 400土＊ 〃 〃 〃 150
参:301土 301＋培土 〃 〃 100
標 準 培土 〃 － 100
(5月播種) 301土 301＋培土 培土 層状 100
301土＊ 〃 〃 〃 150
301砂＊ 〃 砂状ようりん 〃 150
301砂土 〃 砂状ようりん+培土 〃 100
参:400土 400＋培土 培土 〃 100
標 準 培土 培土 － 100
(6月播種) 400土 400＋培土 培土 層状 100
400土＊ 〃 培土 〃 150
400砂＊ 〃 砂状ようりん 〃 150
400砂土 〃 砂状ようりん+培土 〃 100
参:301土 301+培土 培土 〃 100
標 準 培土 培土 － 100
＊印は播種量増量 (150g) 試験区を示す．参:は参考区を示し，反復なし．
- 62 -
ようりんと略称) 1000g，砂状熔成燐肥 (同，砂状ようりん) を1200gとした．2004年は砂
状ようりんの生育障害軽減を目的に，砂状ようりん600gと培土500gを混合したもので覆土
した区を設けた．
供試肥料はチッソ旭肥料 (株) の水稲育苗箱基肥専用肥料「苗箱まかせ」N400-100，NK
301-100 の2タイプ (以下それぞれ400，301と略称) を使用した 「苗箱まかせ」は，溶出．
， ，期間100日の被覆肥料を100％配合したもので 窒素-燐酸-加里3成分の保証成分量 (以下
3成分比率と略称) は400で40-0-0％，301は30-0-10％である．施肥は培土のみの床土の上
に肥料を層状に施用する方式 (以下，層状と略称)，培土と肥料を混合して床土とする方
式 (同混合) の2つとした．10aあたりの使用育苗箱数を30とし，箱全量区の施肥量は北村
・今井 (1995) の報告を参考に，通常の施肥法における基肥と追肥の合計窒素量の40％減
(播種時設計値) となるよう1箱当たりの現物施肥量を400で350g，301を468gとした．先
述の床土量には層状，混合のいずれの場合も供試肥料の量を含めた．また，出芽は平置き
(山口ら 1991)，出芽揃い後はプール育苗とした．育苗期間中の追肥は実施しなかった．
その他の育苗方法は慣行によった．本田施肥量は基肥，追肥を含めて窒素量で0.7kg/aと
した．以上の各試験区の反復は標準区を含めて3反復とし，参考区についてのみ反復を設
けなかった．
苗の生育状況を2002年は播種後20日目の1回，2003，2004年は3回調査し，播種後6～8日
目 (2003年6月播種は，4日目に出芽個体のみを対象とした)，および12～15日目に草丈と
葉齢 (2004年は一部葉色も測定) を，同20～22日目 (育苗完了日) に草丈，葉齢，葉色，
マット強度を調査した．いずれの調査方法も前章までに記した方法に準じた．2004年の根
部風乾重は調査マット内の苗個体数も調査し，1本当たりに換算した．
2004年は育苗箱内の肥料溶出量を明らかにするために，播種時にネットに封入した肥料
サンプル10gを4，6月播種の400土区の育苗箱内に埋め込んだ．サンプルは3回の生育調査
時に抜き取り，付着した培土，根を除去して硫酸分解ケルダール法により窒素含量を調査
した．以上の調査は各年次ともに各3反復とした．さらに4，6月播種は400土区，5月播種
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は301土区のうち1区の育苗箱内深さ1cmの温度を毎正時，銅コンスタンタン熱電対で測定
し，データロガー (安立精機AM-7002) に収録した．
結 果
2002年試験で粒状ようりんを覆土した301粒･層，301粒･混区および土+粒区の出芽個体
は10個体/箱未満で，ほとんど出芽しなかった (第21表)．出芽した301土･層，3011土･混
区及び301砂･層区の播種後20日目の草丈はいずれも35.3～36.4cmと，標準区の22.5cmを大
きく上回った．葉齢は301土･層，301土･混区が4.6と標準区を0.8上回った．葉色も標準区
の葉色板値4.2に対して5.6及び5.8と濃くなった．一方，マット強度は大幅に低下し，標
準区4.1kgfの1/2以下となった．特に301砂･層区は0.7kgfと著しく低く，マットがほとん
ど形成されていなかった．
2003年4月播種の播種後14日目調査までは各区間に有意な差はみられなかった (第22
表)．同22日には400土区と301土区の葉色がそれぞれ5.0と4.8で標準区の4.1を有意に上回
った．また，地上部風乾重も同様に標準区を上回った．5月播種の400土区と301土区は播
種後15日目まで各調査項目の標準区との差はほとんどなかった (第23表)．同22日目では
マット強度が標準区の3.5に対してそれぞれ3.0，3.2と有意に低下したが，その差は小さ
かった．一方，400砂区と301砂区は出芽のばらつきが大きく，育苗完了時まで生育むらが
目立った．両区の草丈は播種後8日目には標準区に対して有意に下回ったが，同15日目以
降は標準区よりも有意に上回った．同22日目では標準区の草丈12.2cmに対して17.3，17.0
， ． ， ，cm 葉色は0.5程度淡くなった 地上部風乾重は標準区の13.8mgに対して それぞれ17.3
16.5mgと上回った．一方，根風乾重は標準区の0.9gに対して0.6gと下回り，いずれも標準
区との差は有意であった．特にマット強度の低下が大きく，それぞれ2.3，1.7と標準区の
3.5を大きく下回った．6月播種の播種後12日目には各区間の差はほとんどなかったが，同
22日目では草丈は標準区15.4cmに対してそれ以外の区で19.6～20.7cm，地上部風乾重は標
準区14.3mgに対して同17.1～22.3mgなど，葉齢を含め全区で標準区よりも有意に生育が進
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第21表 苗質調査 (2002年7月5日播種，20日間育苗).
区 名 草丈 葉齢 葉色 風乾重 充実度 マット強度
(cm) (mg/本) (mg/cm) (kgf)
301土･層 35.4** 4.6** 5.8** 41** 1.2 1.3**
301土･混 36.4** 4.6** 5.6** 37** 1.0 1.7**
301砂･層 35.3** 3.7 5.8** 47** 1.3 0.7**
301粒･層 － － － － － －
301粒･混 － － － － － －
土+粒 － － － － － －
標 準 22.5 3.8 4.2 25 1.1 4.1
葉色は葉色板による測定値．数値右側の**印は標準区との間に1％水準で有意差
があることを示す (t検定による)．－印はほとんど出芽せず，データなし．
第22表 苗質調査 (2003年4月18日播種，22日間育苗).
播種後8日目 播種後14日目 播種後22日目 地上部 根部 充実度 マット
区 名 草丈 葉齢 草丈 葉齢 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 強度
(cm) (cm) (cm) (mg/本) (g) (mg/cm) (1-5)
400土 5.3 1.2 13.1 2.0 15.5 3.6 5.0** 19.0* 1.2 1.2 3.2
301土 5.3 1.2 12.8 2.0 15.8 3.6 4.8** 18.5* 1.1 1.2 2.9
標 準 5.4 1.1 12.6 2.0 15.5 3.4 4.1 17.3 1.1 1.1 3.3
施肥位置は層状施肥．葉色は葉色板による測定値．数値右側の*，**印はそれぞれ標準区との
間に5,1％水準で有意差があることを示す (t検定による)．
第23表 苗質調査 (2003年5月9日播種，22日間育苗)．
播種後8日目 播種後15日目 播種後22日目 地上部 根部 充実度 マット
区 名 草丈 葉齢 草丈 葉齢 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 強度
(cm) (cm) (cm) (mg/本) (g) (mg/cm) (1-5)
400土 3.7 0.7 8.6 2.7 12.5 3.4 5.1* 14.4 0.9 1.2 3.0*
400砂 3.0** 0.6 12.8** 2.8 17.3** 3.5 4.5** 17.3** 0.6** 1.0 2.3**
301土 3.9* 0.8 7.9 2.7 12.5 3.4 5.0 15.1 1.0** 1.2 3.2*
301砂 3.0* 0.6 12.0** 2.7 17.0** 3.4 4.4** 16.5* 0.6** 1.0 1.7**
参:401土(層) 3.7 0.7 8.7 2.7 12.1 3.4 5.3 14.4 0.9 1.1 3.0
標 準 3.5 0.8 7.8 2.6 12.2 3.2 5.0 13.8 0.9 1.1 3.5
施肥位置は混合施肥．参：は参考区を示し，層状施肥で反復なし．葉色は葉色板による測定値．
数値右側の*，**印はそれぞれ標準区に対して5,1％水準で有意差があることを示す (t検定による)．
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んだ (第24表)．また，マット強度は標準区の3.6を全試験区で有意に下回り，2.8～2.0で
あった．なお，充実度は各播種期とも試験区間に有意な差は認められなかった．
2004年の4月播種は播種後15日目で400土区，400土＊区ともに葉色は標準区よりも大き
， ． ，くなる傾向にあり 401＊区は有意であった (第25表) 同22日目ではそれぞれ葉色は28.7
27.8と標準区の25.8より有意に大きくなった．地上部風乾重と根部風乾重には有意差は認
められなかった．400土＊区のマット強度は4.6kgfで標準区の3.8kgfを上回る傾向にあっ
た．5月播種は，全体的に苗の生育量が小さかった (第26表)．特に301砂＊区の生育がや
や遅れ，播種後20日目でも草丈は9.5cmであった．301砂土区は301砂＊区より生育は良好
で生育むらも小さかった．箱全量区の葉色は標準区の24.2よりも1.0～3.0有意に大きく，
地上部風乾重と根部風乾重は標準区を下回った．マット強度は301土＊区が4.8kgfで最も
大きい傾向を示した．この他の301土区は標準区並み，301砂＊区および301砂土区は1.5～
． ， ，1.6kgfと標準区の4.0kgfを有意に下回った 地上部/根部風乾重比は301土区 301土＊区
301砂＊区で3.2～2.8となり，標準区の2.6を有意に上回った．6月播種は供試肥料が異な
るが，5月播種とほぼ同様の生育傾向を示した (第27表)．400砂土区では地上部風乾重が
17.7mg，根部風乾重6.6mgとなり，標準区のそれぞれ17.2mg，6.0mgを有意ではないが，箱
全量基肥区の中で唯一上回った．マット強度は400砂＊区と400砂土区がそれぞれ2.2kgf，
2.9kgfで，標準区の4.8kgfを有意に大きく下回った．地上部/根部風乾重比は400土＊区と
400砂＊区でそれぞれ3.2，4.3となり，標準区の2.9を有意に上回った．
育苗培土内の深さ1cmの地温は，測定機器の不具合により全期間のデータは得られてい
ない．4，5月播種で変動が大きく，特に5月播種における育苗中期の低温がきわだってい
た．また，6月播種における育苗後期の高温も著しかった (第13図)．育苗期間中の窒素溶
出率と溶出量を第14図に示した．5月播種のデータは得られなかったが，4月播種では播種
後22日目に5.2％，箱当たり7.2gの窒素成分が溶出した．6月播種では同22日目に12.6％，
17.6gが溶出し，培土温度が高かった6月播種で溶出率，溶出量ともに大きかった．
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第24表 苗質調査 (2003年6月3日播種，22日間育苗)．
播種後4日目 播種後12日目 播種後22日目 地上部 根部 充実度 マット
区 名 出 芽 草丈 葉齢 葉色 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 強度
(本/100cm ) (cm) (cm) (mg/本) (g) (mg/cm) (1-5)2
400土 55.7 12.8 3.2 6.1 20.7** 5.0** 5.0** 19.6** 0.9 1.0 2.8**
400砂 36.7** 12.3 3.3 6.2 19.7** 5.1** 5.0** 21.8** 0.7** 1.1 2.0**
301土 51.7* 12.3 3.2 6.2 20.5** 5.0** 5.2** 17.1** 0.9 0.8 2.5**
301砂 43.3** 12.0 3.3 5.9 19.6** 5.2** 5.1** 22.3** 0.9 1.1 2.5**
参：400土(混) 59.0 12.4 3.2 6.0 19.7 4.9 5.1 18.6 0.9 0.9 2.8
標 準 57.3 12.4 3.1 6.0 15.4 4.7 4.2 14.3 0.9 0.9 3.6
施肥位置は層状施肥．参：は参考区を示し．混合施肥で反復なし．葉色は葉色板による測定値．
数値右側の*，**印はt検定で標準区との間に5,1％水準で有意差があることを示す．
第25表 苗質調査 (2004年4月16日播種，22日間育苗).
播種後7日目 播種後15日目 播種後22日目 地上部 根部 地上/根 マット
区 名 草丈 葉齢 草丈 葉齢 葉色 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 風乾重 強度
(cm) (cm) (cm) (mg/本) (mg/本) 比 (kgf)
400土 4.9 2.2 11.2 3.2 28.0 12.3 3.6** 28.7** 15.3 5.7 2.7 3.5
400土＊ 4.6 2.2 10.6 3.0 28.1* 12.1 3.3 27.8** 14.7 5.0 2.9 4.6
参：301土 4.9 2.2 10.5 3.2 28.7 11.9 3.5 27.0 15.0 6.6 2.3 4.1
標 準 4.7 2.3 10.9 3.0 26.0 12.3 3.3 25.8 15.4 5.1 3.0 3.8
参:は参考区で反復なし．試験区の右側の＊印は播種量150g/箱，その他の区は100g/箱．葉色は葉
緑素計による測定値．数値右側の*，**印はそれぞれ標準区との間に5,1％水準で有意差があること
を示す (t検定による)．
第26表 苗質調査 (2004年5月10日播種，20日間育苗).
播種後6日目 播種後12日目 播種後20日目 地上部 根部 地上/根 マット
区 名 草丈 葉齢 草丈 葉齢 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 風乾重 強度
(cm) (cm) (cm) (mg/本) (mg/本) 比 (kgf)
301土 2.1 1.4 6.8 2.5 12.4 3.1 26.9** 13.3** 4.2** 3.2** 4.2
301土＊ 1.8* 1.3 6.5* 2.4* 11.9 3.0 25.2* 11.9** 4.1** 2.9** 4.8
301砂＊ 1.1** 1.0* 5.3** 2.3* 9.5** 3.0** 27.2** 12.6** 4.5* 2.8* 1.5**
301砂土 1.5** 1.3 6.2** 2.4* 10.8** 3.2** 26.5** 13.7 5.2* 2.6 1.6**
参:400土 2.1 1.3 7.3 2.4 12.6 3.1 27.7 13.8 4.4 3.1 4.2
標 準 2.1 1.4 7.4 2.5 12.2 3.1 24.2 14.9 5.7 2.6 4.0
参:は参考区で反復なし．試験区の右側の＊印は播種量150g/箱，その他の区は100g/箱．葉色は葉
緑素計による測定値．数値右側の*，**印はそれぞれ標準区との間に5,1％水準で有意差があること
を示す (t検定による)．
第27表 苗質調査 (2004年6月4日播種，22日間育苗)．
播種後8日目 播種後15日目 播種後22日目 地上部 根部 地上/根 マット
区名 草丈 葉齢 草丈 葉齢 葉色 草丈 葉齢 葉色 風乾重 風乾重 風乾重 強度
(cm) (cm) (cm) (mg/本) (mg/本) 比 (kgf)
400土 6.0 2.0 11.4 3.0 26.9** 13.7 3.7* 26.2** 15.3* 5.0 3.1 4.6
400土＊ 6.1 2.1 11.1** 3.0 27.4** 13.1* 3.5 26.0** 14.6** 4.6* 3.2* 5.0
400砂＊ 4.1** 1.8* 9.1** 3.0 27.8** 11.5** 3.8** 27.4** 16.0 3.7** 4.3** 2.2**
400砂土 5.7** 2.0* 11.2 3.0 26.6* 13.9 3.8** 25.9** 17.7 6.6 2.6 2.9**
参:301土 6.6 2.1 14.5 3.1 22.6 23.6 4.2 32.4 28.3 3.3 8.6 1.6
標 準 6.3 2.1 11.7 3.0 24.6 13.7 3.5 21.6 17.2 6.0 2.9 4.8
参:は参考区で反復なし．試験区の右側の＊印は播種量150g/箱，その他の区は100g/箱．葉色は葉
緑素計による測定値．数値右側の*，**印はそれぞれ標準区との間に5,1％水準で有意差があること
を示す (t検定による)．
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第14図 播種時期別窒素成分溶出率，溶出量の推移 (2004)．
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第13図 播種時期別の育苗箱内培土温度 (2004)．
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考 察
今回供試した「苗箱まかせ」は400，301ともに燐酸成分が含まれていない．覆土に溶性
燐肥を使用する技術は1970年代に確立しており，出芽や生育の障害は発生しないことが報
告されている (日高・蓜島 2000，熔成燐肥協会 1978) そこで，溶性燐肥による覆土を実
施し，燐酸成分の不足を補う検討を行った．
2002年4月30日播種の試験では粒状ようりん覆土による育苗を試みたが，ほとんど出芽
しなかった．そこで，2002年の育苗試験は粒状ようりんを中心に検討した．出芽障害が粒
状ようりん自体に起因するものか，301との相乗作用によるものかを検討するために，床
土を培土のみとした粒状ようりんによる覆土の区も設定したがほとんど出芽せず，出芽障
害は粒状ようりんに起因すると判断された．以上の結果から，粒状ようりんは覆土資材と
して利用できないことが明らかとなった．なお，箱全量基肥の各試験区の草丈は35cm前後
と，標準区に対してかなり徒長した (第21表) が，これは播種時期が7月5日であり，高温
のために肥料溶出量が多くなったためと推測された．
2003年以降の試験は，東北地方をはじめとする箱全量基肥普及地域の育苗期間や気象条
件に比較的近い4月播種を含め，6月まで計3回の播種時期で実施した．3か年検討した砂状
ようりんは出芽時のむらが大きく，その後の生育むらも解消しなかった．今回の一連の試
験では，砂状ようりん区のマット強度は育苗期間の気象条件等によって変動した．過去の
試験から，マット強度は移植時の作業性を考慮すると3kgf (5段階評価で3) 以上が望まし
く，苗取り板使用を前提としても，最低1.5kgf (同1.5) は必要である．1kgf (同1) 以下
ではマットはほとんど形成されておらず，機械移植作業は不可能であった．砂状ようりん
区は移植作業が可能な限界の1.5kgf以上になった年次，播種期もあるが，マット強度は概
ね小さく，実用面で問題が大きいと判断された．砂状ようりんによる出芽障害を軽減する
ために，培土との混合区を2004年5，6月播種で検討した．その結果，出芽・生育障害は軽
減された．しかし，マット強度はあまり向上しなかった (第26，27表)．さらに培土との
混合作業工程が増加することもあり，実用面も含めて問題点が残された．
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4月播種は年次によらず育苗完了時の葉色は濃くなったが，その他の生育やマット強度
は標準区と大きな差はみられなかった (第22，25表)．これに対して，5，6月播種は年次
， ．によって草丈や葉色等の苗の生育状況がやや異なったが 育苗後半の苗の伸長が目立った
また，2004年の地上部/根部風乾重比から，5，6月播種の箱全量基肥の各試験区は砂状よ
うりんと培土を混合したものを覆土した区 (301砂土区および400砂土区) を除き，地上部
に対して根部の生育が劣っていることが明らかとなった (第26，27表)．2004年は育苗箱
内にサンプル肥料を埋め込み，窒素成分の溶出量を調査した．分析方法の関係上，同一サ
ンプルを経時的に調査できず，肥料サンプルの窒素成分量にも若干の変動があるという問
題点もあるが，今回データを得ることができた4月と6月の両播種時期では窒素溶出率，溶
出量ともに大きく，特に育苗箱の培土温度が高かった6月播種は，20～22日間の育苗期間
． 「 」中に10％以上溶出していることが明らかになった (第14図) 東北地方では 苗箱まかせ
の育苗期間中の窒素溶出率は1～2％程度とされている (注：苗箱まかせ利用の手引き，チ
ッソ旭肥料 (株) 東北支社2000年発行)．しかし，群馬県の5～6月育苗では東北地方とは
異なる高温条件 (第13図) に加えて，プール育苗という常時湛水状態を基本とする育苗条
件が早期からの溶出を促進しているものと考えられ，箱全量基肥区の草丈の伸長や葉色等
に現れていると推察できた．これらの結果から，育苗期間は20日程度に設定する必要があ
る．以上の結果は，日高・蓜島 (2000) の報告ともほぼ一致した．
マット強度は，5～6月播種では培土で覆土した区でも低下する傾向がみられた．この程
度はようりんで覆土した区に比べると小さく，移植作業に支障をきたすものではなかった
， ．が 苗マット強度向上対策として播種量を100gから150gへ増量することの効果を検討した
これは，箱全量基肥の育苗期間が群馬県での稚苗育苗期間にほぼ相当する (注：群馬県稲
作推進資料，群馬県農政部各年次発行) ことから，稚苗育苗における標準的播種量を採用
したものである．その結果，マット強度は向上し，播種量の増加は有効な対策であると考
えられた．
施肥位置に関しては層状，混合の2つの方式を検討した．両タイプとも生育には標準区
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， ． ，との明らかな差はなく 苗の生育の面からは両者の優劣はつけがたかった しかしながら
播種作業工程を考えると混合方式は肥料と培土を混合する工程が増加することになり，省
力面からはやや不利である．また，池田ら (1995) は層状施肥方式との比較を行い，混合
施肥方式は育苗箱内の施肥むらが生じやすいことを報告している．
以上の結果から，群馬県稲麦二毛作地帯における箱全量基肥の育苗技術として，育苗期
間は20～22日，覆土に培土を使用し，施肥は層状方式として播種量を箱当たり150g程度と
して苗マット強度を向上させることにより，培土のみによる育苗とほぼ遜色ない育苗が可
能であることが明らかになった．
３ 水稲育苗箱全量基肥施用法に関わる本田栽培技術の検討
前節では，箱全量のうち育苗技術に関して検討した．これまで述べてきたように，群馬
県の平坦地域は稲麦二毛作体系が主力である．近年，麦の作付け面積は減少傾向にあると
はいえ，水稲は5月播種，6月移植が中心であり，本技術の先進普及地域である東北地方の
4月播種，5月移植とは気象条件が大きく異なっている．6月中下旬移植の普通期栽培地帯
で箱全量が普及している地域は，愛知県を除いてほとんど見あたらない．そこで，本節で
は普通期における本田移植後の栽培技術を中心に，箱全量の適応性を明らかにした．本技
術の主な導入目的は施肥の省力であるため，収量・品質は基肥＋追肥の標準体系並みを確
保することを狙いとした．なお，近年麦の作付け減少に伴う水稲移植時期の前進がみられ
る．そこで，比較のために早植栽培 (群馬県では5月22日～6月15日移植) も実施した．
なお，本技術の確立のためには育苗技術も重要な位置を占めている．この件に関しては
前節において検討をした．ただし，1999年の育苗および本田での初期生育状況から2000年
以降は育苗日数の見直しを行った経緯があり，この2か年の育苗試験結果に関しては本節
で取り上げることにした．
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材料と方法
試験は1999～2002年の4か年，群馬県農業試験場東部支場で実施した．試験区の構成を
第28表に示した．播種量は，各年次ともに早植は乾籾重で150g/箱，普通期は同100g/箱と
した．使用培土および使用量は前節に準じた．肥料は「苗箱まかせNK301-100」 (本節で
は以下，苗箱まかせと略称）を使用した．また，2001，2002年は対照区として「ふれあい
一発省力型253号」(以下，ふれあい一発と略称) を植代時に全量全層施用した．苗箱まか
せは手動播種機 (みのる) で育苗箱に充填した．育苗箱内の施用位置は，床土部分に粒状
培土と肥料を配合した混合区，肥料を育苗箱の下層，上層に粒状培土を配置した下層区，
その反対の配置とした上層区の3種類とした．それぞれ試験区名称を箱全量 (混合) 区，
箱全量 (下層) 区，箱全量 (上層) 区とする．2001年以降は東北地方など本技術の先進地
域で最も普及している上層施肥方式に限定した．箱全量区の施肥量は北村・今井 (1995)
， ．の報告を参考にして 標準区の基肥と追肥の合計窒素量の35％減 (播種時設計値) とした
なお，第28表に示した箱全量区の移植後の正確な施肥量は苗の掻き取り量や栽植密度に
よって変動するため，移植作業終了後に残った苗の量から算出した．対照区 (以下，全量
全層区と略称) の施肥量は過年度の場内試験の結果 (注：群馬県農業試験場東部支場成績
書 1996) から同14％減とした．標準区の施肥量は群馬県の標準に準じた．本試験場周辺
農家の栽培現状も考慮し，4か年共に前作麦の作付けはなく，前年の水稲栽培により発生
した稲わらは全量圃場外に持ち出しており，すき込み処理は行っていない．2002年を除い
て標準区に対して不足する肥料成分量を補給した．1999年は砂状ようりん，塩化加里を用
いて本田に植代後に表層施用した．また，2000，2001年は苗箱まかせに含まれていない燐
酸を育苗箱施用するために，培土に代えて砂状ようりんを覆土として1200g/箱使用した．
出芽はスチーム式出芽機を利用し，その他の育苗方法は慣行によった．
2001年には移植後に発生する生育抑制の状況を調査するため，プラスティック製1/5000
aワグネルポット (以下，ポットと略称) に苗を移植して検討した．苗箱まかせを供試し
た本田移植用 (上層施肥) の箱育苗マットから縦横約1cm，高さ約1.7cmの培土をつけて4
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第28表 試験区の構成 (1999～2002年)．
試験年次 試験区名 供試品種 播種日 移植日 基肥Ｎ 追肥Ｎ 減肥率 備 考
(作期) (kg/a) (kg/a) (％)
1999 箱全量 (下層) ゴロピカリ 4.23 5.20 0.56 － 38
(早植) 〃 (混合) 〃 〃 〃 0.56 － 38
標 準 〃 〃 〃 0.70 0.2
1999 箱全量 (下層) ゴロピカリ 5.21 6.23 0.56 － 38
(普通期) 〃 (混合) 〃 〃 〃 0.56 － 38
標 準 〃 〃 〃 0.70 0.2
2000 箱全量 (上層) ゴロピカリ 5. 5 5.25 0.55 － 39 ようりん覆土
(早植) 〃 (下層) 〃 〃 〃 0.59 － 34 〃
標 準 〃 〃 〃 0.70 0.2
2000 箱全量 (上層) ゴロピカリ 5.26 6.15 0.54 － 40 ようりん覆土
(普通期) 〃 (下層) 〃 〃 〃 0.54 － 40 〃
標 準 〃 〃 〃 0.70 0.2
2001 箱全量 (上層) あさひの夢 5.31 6.20 0.71 － 0 ようりん覆土
(普通期) 全量全層 〃 〃 〃 0.60 － 14
標 準 〃 〃 〃 0.50 0.2
2002 箱全量 (上層) 朝の光 5.23 6.13 0.35 － 50
(普通期) 全量全層 〃 〃 〃 0.60 － 14
標 準 〃 〃 〃 0.50 0.2
減肥率は標準区の基肥＋追肥合計の窒素成分量に対する各試験区の窒素成分減少率．1999年～2001
年の箱全量各区は燐酸，加里の不足成分を本田施肥およびようりん覆土によって補い，標準区の3成
分量と同量にした．2002年のみ調整を行わなかった．2001，2002年の全量全層区は参考区として設
置．
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本の苗を1株分として切除した．これを1ポットに移植し，合計3ポット作成した．なお作
業時に傷ついた肥料粒子は取り除いた．湛水深は0,1,3,5cmの4段階に設定した．ポットは
降雨による水位上昇を防ぐためハウス内で管理し，蒸発散で減少した水は毎日朝夕補給し
た．移植後12日目に草丈，茎数，葉齢および葉色を葉色素計 (ミノルタSPAD502) を用い
て調査した．また，1999年と2000年の育苗調査方法は前節にほぼ準じた．
移植作業は，1999，2000年は乗用型4条田植機，2001，2002年は歩行型4条田植機を使用
した．本田の生育調査，成熟期調査，収量調査等の方法は本章第1節にほぼ準じた．以上
の試験区を1999年は各2反復，2000年以降は各3反復設定した．また，場内の水田圃場に隣
接した気象観測装置から水稲栽培期間 (5～10月) の半旬別日平均気温を求め，葉色や生
育・収量の解析資料として使用した．
結 果
1999，2000年の育苗完了時の調査結果を第29表に示した．1999年の箱全量各区は2作期
ともに全調査項目で標準区を上回った．普通期の草丈は，標準区の16.3cmに対して箱全量
(下層) 区21.2cm，同 (混合) 区19.9cmで標準区よりも3.6～4.9cm長く，むしろ徒長傾向
を示した．葉齢は両作期ともに箱全量各区が標準区に比べて0.4～0.5進展した．葉色は普
通期において差が大きく，標準区の3.1に対して箱全量各区は4.8～5.2と著しく濃くなっ
た．育苗期間を20日とした2000年も，箱全量各区のいずれの調査項目でも標準区と同等以
上となった．普通期の草丈は標準区の16.0cmに対して2.9～5.0cm伸長し，葉齢は標準区の
3.9に対してほぼ同等であった．葉色は1999年より標準区と箱全量各区との差は小さく，
標準区対比で0.3～0.4とやや濃い傾向を示した程度であった．特に箱全量 (上層) 区の生
育が同 (下層) 区を上回った．普通期の草丈は18.9cmに対して21.0cmと1.9cm伸長し，葉
齢も進展傾向であった．この傾向は早植も同様であった．覆土に砂状ようりんを使用した
2000年は，箱全量各区で苗の出芽むらが発生し，その後の生育むらもやや大きかった．ま
た，マット強度の低下で移植作業に支障をきたした．
- 74 -
第29表 育苗完了時の苗質調査 (1999，2000年).
早 植 普 通 期
年次 区 名 草丈 葉齢 風乾重 葉色 草丈 葉齢 風乾重 葉色
(cm) (mg/本) (cm) (mg/本)
箱全量 (下層) 15.8** 4.0* 20 3.5** 21.2** 4.9 27 5.2**
1999 箱全量 (混合) 15.1** 4.0* 20 2.7** 19.9** 4.8 27 4.8**
標 準 12.6 3.5 15 2.3 16.3 4.4 20 3.1
箱全量 (上層) 14.6** 4.0** － 4.9 21.0** 4.1 20 5.2
2000 箱全量 (下層) 13.3* 3.8** 23 4.9 18.9** 3.9 19 5.1
標 準 12.3 3.4 20 4.8 16.0 3.9 16 4.8
調査日は播種後の日数で1999年は早植26日目，普通期32日目，2000年は両作期20日目．葉色は葉色
板による単葉測定値．各数値右側の**,*印は標準区に対してそれぞれ5,1％水準で有意 (t検定によ
る)．風乾重は反復なし．箱全量区の覆土に1999年は粒状培土，2000年は砂状ようりんを使用した．
－はデータなし．
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1999，2000年は移植後に肥料の濃度障害と考えられる生育抑制が水深1cm程度の浅い部
分を中心に発生し，一部の苗が枯死するなど活着は標準区よりも3～6日遅れた．1999年は
箱全量 (混合) 区の生育抑制がより激しかったが，2000年は施肥位置による差ははっきり
しなかった．1999年普通期は移植直後の気温が平年並みで寡照気味であったため，発生程
程度は比較的軽かった．これに対して1999年早植と2000年は，移植直後の高温多照条件が
生育抑制を助長する要因となった．2001年は葉先が枯れあがる程度で，活着の遅れは1～2
日程度，2002年はほとんど発生がみられなかった．この問題についてポット試験を行い，
． ． ，検討した (第30表) 湛水深0,1cm区では生育抑制が発生した ポット移植後12日目調査で
0cm区は草丈が30.6cmと標準の3cm区よりも有意に5.6cm短く，茎数も有意ではなかったも
のの，6.3本/株で標準区の9.7本/株を下回った．一方，同3，5cmの2区では生育抑制はほ
とんどみられなかった．
箱全量の各区の施肥量は，窒素量で標準区の基肥＋追肥量の35％減を設計値としたが，
実測から1999，2000年は34～40％減，2001，2002年はそれぞれ0％，50％減であった (第
28表)．移植後20日目調査の草丈は，1999年は標準区を上回る傾向にあった．2001年の箱
全量 (上層) 区は40.7cmとなり，標準区の35.2cmを有意に上回ったが，2000，2002年は標
準区を下回った．茎数は，1999年普通期の箱全量 (混合) 区を除いて標準区を下回る傾向
にあり，2000年は両作期ともに標準区に対して有意に減少した．同40日目調査の草丈，茎
数も標準区と等量の施肥量となった2001年を除いて下回った (第31表)．特に，2000年は
箱全量の2区の草丈が標準区の早植80.5cm，普通期82.7cmに対して早植は71.5～72.8cm，
普通期77.0～77.4cm，茎数は同様に早植484本/㎡，普通期535本/㎡に対してそれぞれ372
～376本/㎡，450～452本/㎡でいずれも有意に下回った．各年とも出穂期，成熟期の差は
ほとんど認められず，倒伏もほとんどなかった (データ省略)．
4か年の水稲栽培期間の半旬別日平均気温を第15図に示した．1999年と2000年は概ね平
年を上回る高温傾向であった．特に，1999年は成熟期間に相当する9月以降の高温傾向が
目立ち，2000年はほぼ期間を通じて高温傾向が顕著であった．2001年は生育期前半の高温
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第30表 ポット栽培による初期生育調査 (2001年).
湛水深 草丈 茎数 葉齢 葉色
(cm) (cm) (本/株)
0 30.6* 6.3 5.7 34.0
1 34.9 8.0 6.1 33.8
3(標) 36.2 9.7 6.2 34.9
5 36.9 9.7 6.1 35.0
標)は標準区．調査はポット移植後12日目に実施．葉色は(
葉緑素計による測定値．各数値右側の*印は標準に対して
5％水準で有意 (t検定による)．
第31表 生育調査 (1999～2002年)．
移植後20日目 移植後40日目 有効茎 稈長 穂長 穂数
年次 区 名 草丈 茎数 草丈 茎数 歩合
(作期) (cm) (本/㎡) (cm) (本/㎡) (％) (cm) (cm) (本/㎡)
1999 箱全量 (下層) 28.5 174 57.9 535 76 94 20.3 405
(早植) 箱全量 (混合) 27.2 169 58.0 450 82 95 19.9 425
標 準 26.8 243 63.4 622 71 99 19.3 440
1999 箱全量 (下層) 37.7 254 77.3 369 98 97 20.3 363
(普通期) 箱全量 (混合) 37.1 274 77.2 381 93 98 21.1* 356
標 準 34.2 267 78.0 391 97 97 20.2 375
2000 箱全量 (上層) 30.9* 169** 72.8** 376** 90** 95** 20.9 339*
(早植) 箱全量 (下層) 30.5** 174** 71.5** 372** 90** 93** 20.7 336**
標 準 31.1 305 80.5 484 79 100 20.6 381
2000 箱全量 (上層) 39.1 270** 77.4** 452** 91* 96 20.9 412*
(普通期) 箱全量 (下層) 38.4* 281** 77.0** 450** 86 96 21.0 389**
標 準 40.3 369 82.7 535 84 97 21.1 450
2001 箱全量 (上層) 40.7* 434 80.8 534 81 87 20.6 432
(普通期) 全量全層 33.8 466 74.4 528 78 79 19.7 409
標 準 35.2 476 76.4 515 79 80 20.2 407
2002 箱全量 (上層) 31.0 204 64.7* 480 72 76 20.4 346*
(普通期) 全量全層 30.8 194 68.5 468 74 76* 19.8 347*
標 準 32.4 222 71.3 509 73 80 21.3 370
各数値右側の*,**印は標準に対してそれぞれ5,1％水準で有意 (t検定による)．
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第15図　水稲栽培期間の気温推移 (1999～2002年) ．
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が著しく，7月第6半旬以降は低温傾向が顕著であった．2002年は高温期と低温期を交互に
繰り返した年であった．
葉色は土壌中の窒素量との関連が大きく，関係指導機関や農家での追肥の判断基準とし
て広く用いられている．また，その推移は気温との関連が深い．そこで，積算気温と主な
施肥区別の葉色の推移をそれぞれ第16図と第17図に示した．高温年の1999，2000年はゴロ
ピカリを供試し，標準区に対する箱全量各区の全窒素施肥量は34～40％減であった．1999
年の積算気温は2000年に対して期間全体を通じて下回っており，その差は移植後90日に最
大175℃に達した．葉色は移植後30日目を除いて1999年が2000年より濃く，なだらかに低
下する傾向を示した．1999年の葉色は4か年中でも最も濃くなったが，両年とも葉色は標
準区との差は小さかった．2001年はあさひの夢を供試し，全窒素施肥量の標準区に対する
減肥率は0％であった．調査日が他の3か年と異なっているため，葉色推移の単純な比較は
難しいが，標準区，箱全量各区の葉色推移は栽培期間前半の低下が大きく，2000年に近い
傾向を示した．積算気温は前半の伸びが著しく，移植後40日目の時点で1065℃に達してお
り，1999，2000年の同45日目の積算気温を上回った．移植後20日目の箱全量各区の葉色は
標準区より濃かったが，栽培期間前半の低下が大きく，移植後40日目の葉色は標準区と同
水準まで低下した．2002年は朝の光を供試し，全窒素施肥量は標準区の50％減であった．
積算気温は移植後90日目までは1999年を30～50℃程度上回ったが，同105日目は1999年を
45℃下回った．移植後60日目の標準区の葉色は2000年を上回ったが，その後は4か年中で
最も低く経過し，低下幅が最も著しかった．特に，箱全量区の葉色は移植後45日以降に著
しく低下した．また，区間差が明確に現れており，移植後60～90日目前後の箱全量各区の
葉色は標準区より最大3.8低下し，低めに推移した．
稈長は有意な差となった年次，作期は少なかったが，2001年を除いて標準区よりほぼ同
等かやや短い傾向がみられた (第31表)．穂数は2000年と2002年が標準区よりも有意に少
なく，その他の年次も2001年を除いて少ない傾向にあった．玄米重は2002年の箱全量 (上
層) 区が標準区対比95％と低かったものの，それ以外の年次では同100～111％で同等以上
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第16図　積算気温の推移 (1999～2002年) .
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第17図　葉色の推移  (1999～2002年)．
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となる傾向にあった (第32表)．屑米比は1999年普通期の箱全量 (混合) 区と2001年が標
準区を上回る傾向になったが 1999年普通期の箱全量 (下層) 区 2001年の箱全量 (上層)， ，
区，全層全量区は標準区に対して有意に低下したほか，その他の年次，作期でも標準区よ
りも低くなる傾向にあった．千粒重，大粒比 (粒厚2.0mm以上) は，2001年の箱全量 (上
層) が32.0％で標準区の42.3％に対して有意に低かった以外，差は認められなかった．タ
ンパクは 2001年の箱全量区で7.9％と標準区の7.6％より高く，2002年は7.6％と標準区の
8.1％に対して有意に低くなった．それ以外の年次はほぼ同程度であった．食味官能試験
は，2000年箱全量 (下層) 区の－0.27と2001年箱全量 (上層) 区の－0.37を除いて標準区
とほぼ同等以上の結果となった．全籾数，登熟歩合は1999，2000年は箱全量2区と標準区
との間に有意差は認められなかった (第18図)．一方，減肥率がそれぞれ0，50％となった
2001，2002年は箱全量 (上層) 区で有意差が認められた．
考 察
1999年の育苗から，箱全量各区は標準区よりも苗が伸長しやすく，むしろ徒長気味であ
り，普通期で著しいことが問題となった (第29表)．1998年の普通期に実施した予備試験
では30日間育苗としたが，移植時の草丈は20cmを大幅に上回った．このため，両年の普通
期は移植作業上の支障を考慮して苗の上部を5cm程度刈り払った．機械移植に適した苗の
草丈は20～22日間育苗の稚苗で10～15cm，30～35日間育苗の中苗で15～20cmとされている
(注：稲作推進資料，群馬県農政部各年次発行)．予備試験を含む2か年の結果から，群馬
県平坦部で5月下旬以降の移植，かつプール条件下の箱全量基肥による育苗期間は20日程
度が限界と判断し，2000年から育苗日数を20日に短縮した．2000年普通期は育苗期間が高
温条件であったこともあり (第15図)，前年同様の徒長傾向を示した．このように，苗の
， ． ，生育は気象条件によって大きく左右され 20日間でも徒長が発生する場合がある しかし
中苗の標準30～35日間育苗より危険性は小さいと考えられた．この結論は，埼玉県で6月
下旬移植，プール育苗条件で検討を行った日高・蓜島 (2000) の報告とも一致している．
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第32表 収量調査 (1999～2002年)．
年次 区 名 玄米重 屑米比 千粒重 大粒比 品質 ﾀﾝﾊﾟｸ 食味
(作期) (kg/a) (％) (ｇ) (％) (1-9) (％)
1999 箱全量 (下層) 53.5(103) 2.0 22.2 87.9 8.0 8.4 0.00
(早植) 箱全量 (混合) 53.3(102) 1.9 22.0 88.0 8.0 8.3 －
標 準 52.3(100) 2.5 22.3 88.6 8.5 8.4 (0.00)
1999 箱全量 (下層) 58.2(111)* 1.7* 24.5 85.2 3.3 8.5 0.00
(普通期) 箱全量 (混合) 53.4(102) 2.7 24.3 86.4 3.3 8.2 －
標 準 52.2(100) 2.4 23.8 83.9 2.7 8.2 (0.00)
2000 箱全量 (上層) 53.6(102) 2.5 23.1 64.6 8.0 7.7 0.09
(早植) 箱全量 (下層) 52.1(100) 2.2 23.3 63.7 8.0 7.6 0.00
標 準 52.3(100) 2.2 23.2 62.7 6.8 7.9 (0.00)
2000 箱全量 (上層) 51.0(104) 9.2 21.7 77.1 5.3 7.9 0.09
(普通期) 箱全量 (下層) 48.9(100) 10.2 21.7 77.4 6.0 7.9 －0.27
標 準 49.1(100) 10.4 21.6 75.8 5.5 8.0 (0.00)
2001 箱全量 (上層) 51.7(103) 9.8 20.9 32.0* 3.0 7.9** －0.37
(普通期) 全量全層 53.7(106) 7.9 21.2 37.1 3.0 7.4* 0.09
標 準 50.8(100) 7.2 21.4 42.3 2.3 7.6 (0.00)
2002 箱全量 (上層) 50.3( 95)* 3.4* 21.4 48.5 4.2 7.6* 0.09
(普通期) 全量全層 48.0( 90)* 2.7* 21.5 50.2 2.8* 7.6* 0.09
標 準 53.3(100) 4.4 21.6 48.7 4.3 8.1 (0.00)
水分は15.0％換算．品質は外観品質で1 (上上) ～9 (下下) の9段階評価．大粒比は粒厚2.0mm以上
の玄米比率．各数値右側の*,**印は標準に対してそれぞれ5,1％水準で有意 (t検定による)．タンパ
クは静岡精機GS2000による玄米の近赤外線測定値．食味は上下2点法，パネラー11人による総合評価
を示す．－はデータなし．
第18図　施肥による収量構成要素の比較  (1999～2002年) ．
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2000年までの2か年は，育苗期間中から肥料の過剰溶出の影響と考えられる苗の徒長に
加えて，本田移植後に強い生育抑制が発生しており，普及面で大きな課題となった．生育
抑制は水深の浅い部分を中心に発生したことから，ポット試験の結果，湛水深を3cm以上
上確保することが有効であった (第30表)．しかし，本田での強い生育抑制が発生したの
は2000年までであった．湛水深対策もあったが，2001年以降は発生程度が小さく，2002年
はほとんど認められなくなった．この背景には 「苗箱まかせ」の製品改良による溶出量，
調節技術の向上が大きく関与しており (注：岩瀬・徳留私信)，過剰溶出に伴う移植後の
生育抑制問題はほぼ解決された．
4か年の水稲栽培期間の気温推移はそれぞれ異なる傾向を示しており，次のように分類
できる．1999年は「成熟期高温年」で 「全般高温年」であった2000年とともに高温年で，
． 「 」， 「 」 ．あった 2001年は 前半高温・後半低温年 2002年は 変動年 に分類できる (第15図)
葉色と積算気温の関係をみると，明確な傾向はつかみにくいが，期間を通じて気温が高め
に経過し，積算気温も高かった2000年は移植後早期の葉色は濃かったが，葉色の低下が早
い傾向が認められた (第15～17図)．佐藤ら (1994)， 金田・土屋 (1997) は箱全量基肥
， ． ，を不耕移植水稲に応用し 窒素の利用率と気象変動の関係に言及している 報告によれば
肥料は水稲生育によく対応する形で溶出し，気象変動に伴う作物生育の生育変動にもよく
適合していたことを明らかにしている. 本研究では肥料の溶出量や作物体の窒素吸収量調
査は実施しなかったため，葉色の推移からの間接的な推測しかできないが，各年次の葉色
の変化は箱全量各区の施肥量が標準区対比50％減であった2002年を除いて，標準区と概ね
一致した (第17図)．
1999，2000年は減肥率34～40％であった．移植後はこれまで場内で実施した全量基肥の
肥効調節型肥料と同様の生育パターンを示した．1999年の普通期を除いて，移植後20，40
日目の調査では草丈の伸長は標準区に対して抑制気味で，茎数ともに標準区を下回った．
各年次の有効茎歩合は標準区と概ね同等以上になったが，穂数は2001年を除いて及ばなか
った．全籾数は2000年早植の箱全量 (下層) 区と2002年の箱全量 (上層) 区以外，登熟歩
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合は1999年の両作期の箱全量 (混合) 区および2001，2002年の箱全量 (上層) 区が標準区
をやや下回る傾向があったが，それ以外の区は標準区を上回り，収量・品質は標準区と同
等以上となった．
2001年の0％減肥は，生育初期段階から多くの窒素が供給されたため，生育はきわめて
． ， ， ，旺盛であった 穂数は標準区を上回り 全籾数も38000粒/㎡を超え 極端に多くなったが
一方で登熟歩合の著しい低下を招いた．籾数自体が多かったため，登熟歩合の低下にもか
かわらず玄米重は標準区対比3％増であった．供試品種が外観品質の良好なあさひの夢で
あったため，品質は4か年で最も良好であった．しかし，箱全量 (上層) 区の屑米比は9.8
％で同年の試験区中で最も高くなっており，登熟が良好でなかった一端を示している．さ
らにタンパクの上昇や食味の低下も明らかであった．
2002年の50％減肥は基肥不足であり，葉色の推移からも明らかであった (第17図)．初
期生育は34～40％減肥であった1999，2000年とほぼ同じ傾向になった．しかし，有効茎歩
合は標準区並みにとどまり，肥効調節型肥料特有の籾数の増加や登熟歩合の向上もみられ
なかった 品質は標準区並みかやや上回ったが 玄米重は標準区対比で5％減となった (第． ，
31，32表)．
箱全量では移植作業時の機械調整が施肥設計上からもきわめて重要である．今回4か年
の検討では，供試圃場等の関係もあり前半2か年は乗用型，後半2か年は歩行型の移植機を
使用した．乗用型は株間や掻き取り量の微調整を簡易に行うことができる機種であり，ほ
ぼ目標設定どおりの施肥量であった．これに対して，歩行型は1987年製の旧式であったこ
， ， ．ともあり 前者に比べて細かい調整が難しく 年次による施肥量のばらつきにつながった
現在市販されている新型の移植機では特に問題ないと考えられるが，移植機の十分な調整
が必要であることが改めて明らかになった．
現在市販されている箱全量専用肥料は，技術的な問題もあり燐酸，加里が欠如している
か，不足しており，完全な全量基肥肥料にはなっていない．この問題が解決されれば，省
力栽培技術としてより普及性がより高まるものと考えられる．本技術の先進地である秋田
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県大潟村は，八郎潟干拓地の肥沃な土壌に恵まれているため，当面燐酸，加里の補給は不
要としている (庄子 1999) が，多くの地域では燐酸，加里の補給を圃場の土壌診断結果
に基づいて何らかの形で行う必要があろう．この問題に関連して池田ら (1995) は，圃場
に稲わらを全量還元したり畜ふん等を投入することによって，窒素単独施肥を実施しても
問題は少ないと推察している．第1章でも触れたとおり，群馬県平坦地域は稲麦二毛作体
系が普及している．しかし，麦価の低迷などの要因もあり，近年麦の栽培面積は減少傾向
にある．この現象は県内でも地域差が大きいが，本試験場のある館林市東部地域では1995
年以降，麦の作付けはほとんど行われなくなった．有機物の有効利用推進やわら焼却によ
る公害防止対策など，関係機関の指導により稲わら等の有機物の圃場還元は現在では広く
普及している．しかし，2000年前後の試験実施期間は，周辺農家では圃場外への持ち出し
． ， ．や焼却をする例がまだ多かった また 堆肥の投入は現在でもほとんど実施されていない
このため，今回の一連の検討では前作麦の栽培は行わず，前作稲わらの圃場還元も実施し
なかった．2002年はさらに燐酸，加里不足分をあえて本田施用しなかったが，収量・品質
等への影響は特に認められなかった (第31，32表，第18図). 燐酸・加里不足成分を無施
用とした条件での箱全量専用肥料の連年施用に関しては，第4章の中で一部触れる．
以上の結果から，箱全量区の減肥率が34～40％であれば，気象の年次間変動や品種差は
あっても，葉色の推移から目標とする基肥＋追肥の標準体系とほぼ同様の作物体内の窒素
状況を示すことが推測できた．収量性もほぼ同等であり，よって箱全量の適正施肥量は標
準体系の全窒素施用量の34～40％減と考えられた．この数値は北村・今井 (1995) の報告
とほぼ一致しており，この他の研究事例 (庄子 1999) からも妥当であると考えられた．
不足する肥料成分の補給方法についての課題が残されているが，箱全量は群馬県普通期栽
培地帯に省力施肥技術として導入可能であると考えられる．
まとめ
， ， ． ，群馬県東毛地域の気象 土壌条件 栽培体系に適合した省力施肥技術を検討した まず
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全量基肥専用肥料について検討した．様々な試作肥料を供試して検討した結果，LP70とLP
S80を1:1で配合し，速効性肥料との配合比率を1:1とすることで標準体系と遜色のない収
量・品質を得ることができた．専用肥料は2000年から「ふれあい省力一発型253号」とし
て販売を開始，県下の館林市，板倉町などを中心に広く普及している．
次に箱全量について検討した．まず，県下で広く普及しているプール育苗による育苗技
術の検討を行った．その結果，4月播種は問題なかったが，5～6月播種は育苗期間後半に
， ， ．肥料の過度の溶出が始まりやすく 苗は伸長し 苗マット強度も低下する傾向がみられた
このため，育苗期間は20～22日程度にする必要があることが明らかになった．覆土資材に
ついて検討した結果，粒状培土では苗の出芽，生育に大きな問題はなかった．しかし，砂
状ようりんは生育障害や苗マット強度の低下が発生しやすく，実用上問題があった．粒状
培土による覆土で発生する比較的軽度の苗マット強度低下であれば，播種量の増加で問題
を解決することができ，移植作業上支障のない育苗が可能であった．
さらに圃場試験を行い，収量・品質等の検討を行った．本田移植後は，肥料の濃度障害
とみられる生育抑制が発生する場合もあったが，湛水深を3cm以上とすることで被害の軽
減が可能であった．初期生育はやや抑制され，茎数は少ないものの，有効茎歩合，登熟歩
合が高まり，基肥+追肥の標準体系35～40％減の施肥量で収量，品質共に同等以上となっ
た．以上の結果から，東毛平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯において，箱全量の導入
が可能であると結論づけられた．
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第４章 新育苗技術と施肥技術による低コスト・省力化の評価
ここまで筆者は，県下東部平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の水稲作に有効な低コ
． ， ，スト・省力化技術の検討を行ってきた これらの技術を現地に導入 普及させるに際して
まず農家に新技術の内容を紹介することが第一歩となるが，農家経営の改善効果に関して
も示す必要がある．また，技術の経営評価は，普及が進まない原因の解明や今後の普及方
策を考える上からも重要であると考えられる．そこで，本章ではこれまで筆者が開発した
一連の技術の評価を行うと共に，これら新技術を取り入れた現地で評価を行った．
材料と方法
本論文でこれまでに検討した新育苗箱，平置き，培土減量，全量基肥，箱全量の5つの
新技術を評価対象とした．対照となる標準技術は，新育苗箱は従来育苗箱，培土減量は標
準培土量育苗法 (以下，標準培土)，平置きは積み重ね，全量基肥および箱全量は標準施
肥である．現地導入を想定した経費および省力性を評価する対象を県内の水稲栽培農家と
した．経済性評価の対象となる育苗箱，育苗培土，育苗資材，肥料等の価格は2004年にJA
館林市で最も多く販売された資材とした．これらの資材商品名と単価を第33表に示した．
標準経費と個々の新技術導入によって必要な経費を試算し，両者の比較を行った．なお，
， ． ，播種・育苗作業時の種子 薬剤等の共通する経費は検討から除いた 新育苗箱の評価では
大谷ら (2000) の報告を参考に新育苗箱並びに従来育苗箱を15年の耐用年数として，従来
育苗箱の償却がどの程度まで進んでいれば新育苗箱への更新が経営上有利になるかを試算
した．全量基肥，箱全量の経費算出は東毛地域の主力品種である「あさひの夢」を対象と
した．標準施肥の全窒素施用量を7kg/10aとして，第3章第1節の結果から全量基肥施用量
を14％減の6kg/10aで算出した．一方，箱全量は第3章第2節の結果から標準施肥に対し40
％減の窒素施肥量4.2kg/10aにより算出した．
省力性の評価は，育苗箱軽量化と育苗箱の移動回数削減による省力化および本田施肥作
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第33表 技術評価で使用した資材．
技術名 資材商品名・規格 発売メーカー名 単価
新育苗箱 かるかるニューライン 丸三産業 262円
従来育苗箱 全国育苗箱規格中成苗用NO-1 みのる産業 262円
〃 底敷き板 イイダ製作所 25円
新育苗箱 水稲育苗粒状培土D型 呉羽化学 43円/kg
培土量減量 〃 〃 〃
平置き出芽 健苗シート(210cm×25m) 積水化学 209円/m
積み重ね出芽 農ビ(200cm×100m×0.1mm) 三菱化学 104円/m
全量基肥 ふれあい一発省力型253号 JA東日本くみあい飼料 110円/kg
箱全量 苗箱まかせNK301-100 チッソ旭肥料 215円/kg
本田分肥(基肥) ふれあい化成254 JA東日本くみあい飼料 79円/kg
〃 (追肥) NK化成 〃 70円/kg
各資材の単価はJA館林市の販売価格．標準技術で使用する各資材は，2004年にJA館林市で最も販売
量が多かった資材とした．
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業省略による労働時間低減の2つで評価した．まず，育苗関係の省力化技術は新育苗箱，
培土減量，平置きとし，播種作業を完了した育苗箱の取り扱い延べ10a当たり総重量で表
した．本田施肥の省力技術は全量基肥，箱全量とし，10a当たり作業時間で評価した．さ
らに一連の技術を水稲栽培に導入した場合の経費，省力性について検討した．ここでは，
「新育苗箱＋平置き＋全量基肥」 (以下新技術1) と「培土減量＋箱全量＋平置き」 (同
新技術2) の2つを標準技術である「従来育苗箱＋標準培土＋積み重ね＋標準施肥」と比較
検討した．なお，今後但し書きがない限り諸経費，労働時間は10a当たりの数値とする．
箱全量に供試した専用肥料「苗箱まかせ NK301-100」(以下，苗箱まかせと略称) は被
覆尿素による窒素成分が主体の肥料である．このため，不足する燐酸，加里成分を何らか
の形で本田施用する必要があるが，本研究の目的とする省力には逆行する．この点に関し
て，本田に稲わらや堆肥等の有機物が毎年還元されていれば，生育・収量への影響は少な
いとの報告がある (池田ら 1995)．また，現地では稲わらや麦わらの圃場すき込みが近年
かなり普及してきている．そこで，前作の稲わらを全量すき込みとして，これ以外には苗
箱まかせの不足成分を補わない形での箱全量栽培を実施した．この検討は新技術2による
現地試験として，館林市内の農家1戸の5a水田圃場 (沖積埴壌土) で2003年から2か年実施
した．ここでの標準技術は，現地農家が実施している「従来育苗箱 (標準培土) ＋平置き
＋標準施肥」である．あさひの夢を供試し，播種日は5月17～21日，移植日は6月7～12日
であった．栽培方法の中で培土減量，平置きは第2章の手法に準拠した．標準区の育苗法
は現地農家の慣行によった．箱全量区は窒素成分40％減の4.2kg/aを施肥設計値とした．
標準区の施肥は普通化成肥料 (3成分比率14-14-14％) を基肥として窒素成分で0.5kg/aを
植代時に施用，追肥はNK化成 (同17-0-16％) を概ね出穂前20日前に同0.2kg/a施用した．
前年の稲わらは全量を圃場内に均等にすき込んだ．堆肥等の散布は実施していない．育苗
調査を移植日に行い，移植後の生育調査 (草丈，茎数) は概ね移植後40日目に実施した．
この他に成熟期調査 (稈長，穂数)，収量調査 (玄米重，収量構成要素，外観品質，タン
パク) を実施した．具体的な調査方法は，前章までに記した方法に準じた．
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結 果
1.経費の評価
まず経費について，個々に試算した新技術の結果を第34表に示した．培土等の経費は，
新育苗箱では従来育苗箱の6096円に対して36％減の3887円となった．育苗箱の単価は新育
苗箱，従来育苗箱共に262円であった．従来育苗箱から新育苗箱への切り替えの時期を検
討した結果，それぞれの耐用年数を15年とした場合，処理費用の1500円/30枚を考慮して
も従来育苗箱の償却年数に関係なく，新育苗箱への切り替えが経営上有利であることが明
らかになった．これに対して，培土減量は従来育苗箱をそのまま活用する方式である．培
土と育苗箱で使用する底敷き板を償却年数10年として加えた経費は3947円，標準対比35％
減となり，新育苗箱とほぼ同等の経費削減が可能であった．
平置き用被覆資材「健苗シート」の単価は209円/mで，積み重ねで使用する農ビの同104
円/mのほぼ2倍である．10年償却の試算では，平置きは資材使用量を6mとして126円となっ
た．一方，積み重ねは同様に2.5mとして同31円で，平置きの経費が95円上回った．平置き
には使用可能な資材が多いが，経費自体は他の技術より低く，積み重ねとの経費の差も金
額的に小さかった．
全量基肥専用肥料「ふれあい一発省力型253号」(以下，ふれあい一発と略称) を供試し
た場合，経費は5500円となった．これに対して標準施肥は計4090円であり，経費は35％増
加した．箱全量で使用する「苗箱まかせ」を用いた場合，施肥にかかる経費は3010円とな
り，全量基肥とは逆に経費は標準施肥に対して26％削減可能となった．なお，箱全量は機
械播種の場合に施肥機の装備が新たに必要になる．後付けが可能な施肥機が100千円で市
販されている．施肥機を15年償却として，県内中規模稲作農家で育苗する500箱を播種し
た場合，経費増加は400円であった．この経費を加味しても，標準施肥に対して17％削減
可能であった．
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第34表 新技術の経費 (10a当たり)．
新技術名 標準技術 新技術 経費差 低減率 備 考
(円) (円) (円) (％)
新育苗箱
(箱本体) 524 524 0 0 育苗箱は共に15年償却で算出した．
(培土等) 6096 3887 2209 36 標準の培土量はアンケート結果による．
(合 計) 6620 4411 2209 33
培土減量 6096 3947 2149 35 標準の培土量はアンケート結果による．
平置き 31 126 －95 －306 被覆資材は共に10年償却で算出した．
全量基肥
(基 肥) 3270 5500 －2230 －68 全量基肥施肥量 (窒素成分) は「あさひ
(追 肥) 820 0 820 100 の夢」標準施肥合計量7kg/10aの14％減,
(合 計) 4090 5500 －1410 －35 6kg/10aで算出した．
箱全量
(基肥等) 3270 3410 －140 －4 箱全量施肥量 (窒素成分) は「あさひの
(追 肥) 820 － 820 100 夢」合計量7kg/10aの40％減，4.2kg/10a
(合 計) 4090 3410 680 17 で算出した．
各資材の実際の使用量は農家からの聞き取り調査および群馬県稲作推進資料 (各年次発行) を参考
に推定し，調査した販売価格から10a当たり経費を算出した．このうち複数年使用する育苗箱，育苗
資材等については，販売価格を標準使用年数をもとに単年度経費を算出した．経費差は標準技術に
よる経費から新技術による経費を差し引いた数値．育苗箱の使用数は30箱/10aにより算出した．箱
全量の基肥等には施肥機の経費を含む．
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2.省力性の評価
省力性の評価を第35表に示した．軽労化に関する3つの技術のうち，新育苗箱および培
土減量は育苗箱の軽量化を狙いとしたものである．播種済み育苗箱の10a当たり総移動重
量で示すと，いずれの技術を用いても30～33％軽くなり，軽労化が可能となった．育苗箱
移動作業の労力負担軽減を狙いとした平置きは，育苗箱運搬が2回で済み，労力は33％減
となった．さらにプール育苗床で播種作業を実施し，平置き出芽へ移行すれば，移植時の
1回のみとなり，労力は67％減の省力化が達成できた．これに対して積み重ねは，最低3回
の移動・運搬が必要であった．
一方，全量基肥，箱全量は労働時間の低減を狙いとした技術である．全量基肥は本田の
追肥が省略できるため，労働時間は0.51時間減となり，標準技術対比30％減となった．箱
， ，全量は本田施肥を完全に省略可能であり 本田施肥に限ってみれば作業時間は1.69時間減
標準技術対比で100％低減が可能であった．しかし，箱全量では播種作業工程中に施肥作
業が新たに追加される．動力播種機を使用した場合，主に施肥量の調整時間分として0.1
時間増加した．これを加味した労働時間は標準技術対比で1.59時間減，94％減となった．
3．水稲栽培に取り入れた場合の評価
， ．一連の技術を水稲栽培に取り入れた場合の経費 省力性を第19図および第20図に示した
ここでは「新技術1」と「新技術2」の2つを標準技術と比較検討した．経費は新技術1が標
準技術対比で6％減 新技術2は同30％減となった 省力性のうち軽労化技術に該当する 播， ． 「
種 「平置き」を併せた軽量化率は新技術1，2共に同33％減となった．労働時間に関して」，
新技術1は標準区対比で30％減，新技術2では同94％の大幅な低減が可能であった．
4.現地試験
新技術2による現地試験2か年の生育・収量調査結果を第36表に示した．箱全量区の施肥
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第35表 新技術の省力性 (10a当たり)．
新技術名 (作業名) 標準技術 新技術 差 低減率 備 考
＜軽労化＞ (kg) (kg) (kg) (％)
新育苗箱 (播種) 191.6 133.8 57.8 30.2
培土減量 (播種) 191.6 129.6 62.0 32.4
平置き (出芽･育苗) 574.8 383.2 191.6 33.3 播種～移植まで育苗箱の移動回数
は標準3回，新技術2回
＜労働時間低減＞ （h） (h) (h) (％)
全量基肥 (追肥) 1.69 1.18 0.51 30.2
箱全量 (基肥･追肥) 1.69 0.10 1.59 94.1
10a当たり換算値. 軽労化技術は10a当たりの必要育苗箱数を30とし，取り扱い延べ総重量として算
出した．育苗箱重量は播種作業完了時の重量を実測した．労働時間は群馬農林水産統計年報 (2005)
より算出した．
第19図  新技術の経費．
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第20図　新技術の省力性．
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第36表 新技術2による現地試験の生育・収量調査 (2003～2004年)．
移植後42日目 登熟 外観
年次 区 名 草丈 茎数 穂数 全籾数 歩合 千粒重 玄米重 屑米比 品質 ﾀﾝﾊﾟｸ
(cm) (本/㎡) (本/㎡)(粒/㎡) (％) （g） (kg/a) (％) (％)
箱全量 52.5** 376** 322* 27300 87.9 22.0 53.7( 92)** 1.6** 2.0 7.9
2003 標 準 63.9 488 357 29600 87.2 22.2 58.6(100) 2.3 2.0 8.0
無肥料 52.3 352 309 21900 90.4 21.9 44.0( 76) 1.4 2.0 7.8
箱全量1 66.9* 426** 388* 31100 87.0 21.6** 58.4(101) 2.2 2.6 7.4*
2004 箱全量2 65.9** 466 408** 33000* 87.7 21.7** 62.8(109)** 2.8 2.4 7.6
標 準 69.6 474 372 29300 88.0 22.4 57.6(100) 3.4 2.9 7.7
無肥料 62.0 416 332 25000 90.2 22.1 49.8( 87) 1.2 2.0 7.3
箱全量1は箱全量1年目試験区，箱全量2は同2年目試験区．玄米重の水分は15.0％換算．外観品質は1
． ．(上上) ～9 (下下) の9段階評価 タンパクは静岡精機GS-2000による玄米の近赤外線測定で求めた
数値右側の*,**印は各年の標準に対してそれぞれ5，1％水準で有意 (t検定による)．無肥料区は参
考区.
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量は移植後の実測により窒素成分で2003年は0.35kg/a，2004年は同0.43kg/aであった．各
年の標準区に対する箱全量区の減肥率は移植後の実測で50.0，38.5％であった．
2003年は標準区に対する箱全量区の減肥率が設定目標値の40％よりも大きく，移植後42
日目の草丈，茎数を始め，生育は明らかに不足気味であった．箱全量区の穂数は標準区の
357本/㎡に対して322本/㎡と有意に減少した．登熟歩合には差がみられなかったが，穂数
同様に全籾数が減少し，玄米重は標準区の58.6kg/aに対して53.7kg/aと十分な収量を得る
ことができなかった．2004年の減肥率はほぼ設定目標値並みであったが，前年同様に初期
生育は標準区よりも劣った．しかし，穂数は箱全量1，2区共に388，408本/㎡となり，標
準区の372本/㎡を上回った．全籾数も増加傾向にあり，箱全量2区は標準区に対して有意
に増加した．登熟歩合は標準区並みとなった結果，箱全量1区，2区共に標準区の57.6kg/a
同等以上の玄米重となった．千粒重は低下したが，外観品質，タンパクはやや良好な傾向
を示した．稲わら全量すき込み，燐酸・加里成分不足分の無補給条件下での苗箱まかせの
2か年連用区での収量・品質低下は認められなかった．
考 察
新技術の評価の概要を第37表にまとめた．省力性に関しては全ての技術が有効であった
が，経済性に関しては評価が分かれた．経費が標準技術に対して低下せず，経済性の面で
効果が認められない技術は平置きと全量基肥であった．
経費面で育苗関連新技術の新育苗箱と培土減量を評価すると，個々の経費はほぼ同等で
あり，遜色ない．しかし，新育苗箱は既存の育苗箱の処分費用や切り替えに伴う未償却部
分の経費を考慮してもなお有利とはいえ，育苗箱の更新を前提とした技術である．なお，
従来育苗箱で使用した底敷き板が不要で，この点では有利であった．総合的にみて，既存
の育苗箱をそのまま使用できる培土減量がやや優れていると考えられた．もう一つの育苗
省力技術である平置きは出芽時の育苗箱の配置に関した技術である．積み重ねと同様に被
覆資材の使用が前提であり，特に平置きは第2章第3節で述べたように被覆資材の選定が重
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第37表 新技術の評価．
新技術名 経済性 省力性 備 考
新育苗箱 ○ ◎ 育苗箱購入経費が必要．旧育苗箱の処理方法も要検討課題．
培土減量 ◎ ◎ 育苗期間中の追肥を実施しない場合，苗の生育はやや劣る．
平置き △ ◎ 育苗期間は積み重ねより数日延びる．被覆資材が必要．
全量基肥 × ◎ 専用肥料が高価で肥料経費は増加する．
箱全量 ◎ ◎ 専用肥料が高価であるが，大幅な減肥可能で経費は低下．
◎は効果あり，○は効果が一部あり，△は効果が特にない，×は負の効果あり．
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要である．しかし，資材の使用量が少ないため経費の差は小さく，経済性評価の重要性は
低いと考えられた．
施肥法の2つの技術は共に肥料単価が高かった (第33表)．全量基肥は追肥の経費は不要
であるが，肥料経費が増加しており，マイナス評価となった．これに対して，箱全量は全
量基肥より肥料は高価であるが，大幅な減肥により施肥量を削減でき，低コスト化が可能
になることが大きな特徴である．機械播種を行う農家等では施肥機を増設する必要がある
が，大きな経費増にならないことが明らかになった．
省力化技術としては，まず育苗箱の軽量化を目的とした新育苗箱と培土減量の2つがあ
る．培土に関しては，第2章第2節で2620gまで減量可能との結論を得た．本節の検討はこ
の結果に基づくものであるが，培土量は新育苗箱と培土減量共にほぼ同量であり，軽量化
の評価も遜色なかった．この他，新育苗箱は第2章第1節で述べたように箱底面からの発根
が少なく，従来育苗箱で必要となる発根防止対策や移植時に根の除去作業を必要としない
． ， ，点が長所であった 平置きは 積み重ねが最低3回の移動・運搬が必要であるのに対して
平置きは2回で済んだ．しかし，大規模農家を中心に育苗箱の移動・運搬時の機械利用に
よる省力化が進み，積み重ねでも育苗箱移動に関わる労力負担はそれほど大きくない．し
かし，手動播種機を使用する農家では，育苗床で播種作業を実施，そのまま平置きに移行
することが可能であり，育苗箱の移動回数は移植時の1回のみにできる．この場合，67％
の省力化が達成でき，導入効果が高い技術として評価できた．
施肥法では全量基肥と箱全量の2つの技術を評価した．次章で後述するように，コスト
が多少増加しても追肥が省略可能な技術に対する要望は高かった．第3章第1節で述べた全
量基肥専用肥料は順調に販売量を拡大しつつある．この事実は全量基肥技術が支持されて
いることを実証するものである．一方，箱全量は基肥，追肥共に本田作業が一切不要であ
る．大規模農家のみならず，施肥作業を手作業で実施している小規模兼業，高齢者農家等
では一層の省力効果が期待でき，農家も高い関心を示している．このように全量基肥，箱
全量は全階層の農家に支持され得る技術であると考えられる．また，地域的な導入により
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， ，品質の均一化に寄与するなど 労働時間の短縮効果以外でも貢献可能である (庄子 1999
田嶋・鶴ヶ崎 2005)．
新技術2を用いて稲わらを全量すき込みとして，苗箱まかせの不足成分を無補給とした
栽培試験を現地圃場で2か年継続して実施した．苗箱まかせを2か年連続して施用した区の
初年目は設計値とした施肥量よりも少なかったこともあり，標準区に対して十分な収量を
得られなかったが，ほぼ設計通りの施肥量であった2年目には標準区に対して遜色ない収
量・品質となった (第36表)．この結果から，前作の稲わらを全量すき込んだ圃場では，2
か年の短期間であれば苗箱まかせの不足成分をあえて本田に施用しなくても，当初懸念さ
れた収量・品質の低下はみられず，標準技術並みの収量・品質を得ることが可能であり，
低コスト・省力施肥技術として導入可能であると判断された．
以上の結果から，本論文で開発および導入を検討した一連の育苗，施肥に関する省力・
低コスト技術は，個々の技術はもとより，現地試験でも標準技術と収量・品質面でほぼ遜
色のないことが明らかとなった．また，これらの技術は，群馬県稲麦二毛作地帯における
稲作経営農家に対して，経営規模や内容にそれほどこだわることなく広く適用できると考
えられた．
まとめ
群馬県の東毛平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の水稲栽培の新育苗技術と施肥技術
による低コスト・省力化を経済性，省力性両面から評価した．経済性に関しては10a当た
り経費，省力性に関しては育苗の技術では取り扱い育苗箱積算重量，施肥技術では10a当
たりの労働時間によって評価を行った．その結果，新育苗箱と培土減量は経費，労働時間
がそれぞれ30～36％の低減，平置き，全量基肥は作業時間のみ30～33％の低減，箱全量は
経費が17％，労働時間は94％の低減となった．個々の技術を体系化した「新育苗箱＋平置
き＋全量基肥」および「培土減量＋平置き＋箱全量」の2つの体系を「従来育苗箱＋標準
培土＋積み重ね＋標準施肥」から構成される標準技術と比較したところ，経費が前者で6
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％，後者で30％，労働時間は共に33％の低減となった．また，後者による現地試験を2か
年間実施した結果，水稲の生育・収量は標準体系とほぼ同等であり，収量・品質への影響
もなく，導入可能な技術であると判断した．
- 99 -
第５章 稲作農家の低コスト・省力化技術導入に対する評価と意識
および普及に関する調査
これまで，東毛平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の水稲栽培に対応可能な低コスト
・省力化の5つの技術について検討を進めてきた．しかしながら，ここで検討した諸技術
を含め，これまで全国各地で開発されてきた技術が順調に普及しているとは言い難い．こ
れらの技術を普及するためには，試験研究機関で開発した技術を普及関係機関で展示圃と
して現地に設置し，農家やJA，市町村等の関係機関に公開，成績検討会を開催するなどし
て，現場への普及の道筋を作る流れが一般的である．しかし，新技術の情報提供や実証の
前に，現在の技術や新技術に関する農家の要望を再度整理，把握しておくことも必要であ
る (川俣 1997)．そのためには，現地農家と面識を持ち，じかに接しない限り，核心に近
い情報を得ることは困難である (全国農業改良普及支援協会 2005)．個々の普及現場では
日頃の活動の中でその状況をほぼ把握していると考えられる．しかし，具体的な報告事例
は少ない．そこで，県内の稲作経営農家を対象にアンケート調査を実施した．その結果を
基に農家の低コスト・省力化技術への関心の程度や考え方を明らかにすると共に，効率的
な普及方法についてを本章で検討した．
材料と方法
調査対象は群馬県平坦地域 (標高200m未満) の稲麦二毛作農家を中心としたが，標高が
200～400mまでの中間地域 (以上の地域区分は群馬県の基準による) の一部農家も対象に
含めた．本調査の目的は，低コスト・省力化技術に関する導入状況および意見を稲作経営
規模や専業・兼業別，経営者の年齢等に偏ることなく，集約することにある．このため，
これらのバランスを考慮しながら，110戸に対して戸別訪問面接調査法によるアンケート
調査 （酒井 2002，以下，調査と略称) を実施した．調査内容の概要を第38表に示す．
調査は2004年5月から2006年3月まで県内の16市町村で実施した．基本事項として経営主
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の年齢，稲作経営面積や播種，移植，収穫作業の時期と従事する人員数，稲作の耕種概要
等を回答してもらった．次に筆者が群馬県の平坦部の早植・普通期栽培を中心とした地域
への導入を検討してきた平置き，培土減量，全量基肥，箱全量の導入状況並びにこれらの
技術の今後の導入の可否や意見を聴取した．この中で省力化技術を導入した結果，コスト
が増加する場合の許容範囲についても尋ねた．最後に，今後の経営方針や技術情報の入手
方法について尋ねた．
第38表 アンケート調査内容の概要．
調査項目 主な聞き取り内容
農家の経営概要 居住地 (市町村名) ，経営主の年齢，稲作経営規模，
主な作業別従事者の人数 (播種，移植，収穫)
稲作の耕種概要 播種時期，移植時期，収穫時期，播種量，培土の使用量，
出芽及び育苗方法，施肥 (基肥，追肥) 量など
新技術について
1 育苗技術 播種，育苗，移植時の育苗箱移動作業の労力負担について
(1) 平置き出芽 実施状況，関心の有無，未実施及び関心なしの場合の理由
(2) 培土量減量 〃
2 施肥技術 主として追肥作業時の労力負担について
(1) 本田全量全層基肥 実施状況，関心の有無，未実施及び関心なしの場合の理由
(2) 育苗箱全量基肥 〃
今後の経営について 省力技術導入によるコスト増加に対しての評価
今後の経営規模 (作業受委託の予定を含む)
技術情報の入手方法
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結 果
1．調査対象農家の経営者と経営の概要
主な調査結果を第21～25図に示した．調査では年代層の偏りがないように配慮したが，
回答を得た経営主の年齢は稲作農業の現状を反映して，50～70歳代の中高年層が中心とな
． ．らざるを得なかった 稲作経営規模は最少20aから最大13.5haまでの広範囲に及んでいる
，移植時期は群馬県平坦地域に稲麦二毛作体系が広く普及していることから6月中旬の38％
同下旬35％を中心とした分布となり，5月移植は10％にとどまった．
農業所得に占める稲作の割合は選択枝の全階層にまんべんなく分布する形となった．複
合経営農家では30％未満との回答が多数を占めた．70～100％と回答した農家43％はその
ほとんどが60歳代後半以降の高齢者農家や兼業農家であった．これら農家の多くはかつて
野菜，果樹等との複合経営を行っていたが，加齢に伴って労力負担が大きいこれらの経営
部門をとりやめた結果，稲麦作専業となったものである．農業労働時間に占める稲作の割
合は30％未満とする回答比率が高まり，51％と半数を超えている．70～100％と回答した
農家が38％あるが，ここでも高齢者の稲麦作専業農家が多数を占めている．
2．平置きに対する評価
平置きを実施している農家は24％で，積み重ねの1/3にとどまった (第26図)．平置きを
導入している全ての農家が育苗箱の移動労力軽減のために導入したと回答しており，本技
術が省力に貢献していることが実証された．稲作経営規模の大きい農家では，育苗箱の運
搬・移動にフォークリフトや軽トラック等を使用している例が多く，移動作業はそれほど
負担ではないとの回答が目立った 「農作業として当然」との考えから，あえて負担では．
ないとの回答も2戸あったが，74％の農家で育苗箱の移動に関して負担を感じていると回
答した (第27図)．平置きを未実施の農家のうち，本技術に関心を示した農家は13％と低
く，多くの農家は現状の積み重ねで十分と回答した (第28図)．また，過去に実施したが
現在は行っていない農家が9％あった．その理由に出芽不良や苗の生育むらをあげた農家
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第22図　聞き取り調査対象農家の稲作経営規模．
～30a
～50a
～1ha
～2ha
～5ha
5ha以上
調査農家戸数110戸．有効回答数110．
第21図  聞き取り対象農家の年齢構成．
30歳代
40歳代
50歳代
60歳代
70歳代
調査農家戸数110戸．有効回答数104．
第23図　聞き取り調査対象農家の移植時期．
5月上旬
5月中旬
5月下旬
6月上旬
6月中旬
6月下旬
調査農家戸数110戸．有効回答数109．
第24図  農業所得に占める稲作の比率．
～10％
～30％
～50％
～70％
～100％
調査農家戸数110戸．有効回答数100．
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第25図 　農業労働時間に占める稲作の割合．
～10％
～30％
～50％
～70％
～100％
調査農家戸数110戸．有効回答数97．
第26図 育苗・施肥の低コスト省力技術に対する関心．
0
20
40
60
80
100
平置き 培土減量 全量基肥 箱全量
回
答
率
(％
)
関心あり 関心なし 実施 過去に実施
「平置き」は平置き出芽法，「培土減量」は培土量減量法，「全量基肥」は本田
全量全層基肥施用法，「箱全量」は育苗箱全量基肥施用法の略．調査農家戸
数110戸．有効回答数は，平置き93，培土量減量9７，全量基肥91，箱全量94．
第27図　育苗箱移動作業と追肥作業の労力負担．
0
20
40
60
80
100
育苗箱の移動作業 本田追肥作業
回
答
率
 (％
)
負担 感じない 実施せず
凡例中，「実施せず」は追肥のみの選択枝．調査対象農
家110戸．有効回答数92．
第28図 育苗・施肥の低コスト省力技術に関心がない理由．
0
20
40
60
80
100
平置き 培土減量 全量基肥 箱全量
回
答
率
（％
）
現在の方法で十分 新技術に不安
試したがうまく行かなかった その他
育苗マット利用 JA共同育苗
「平置き」は平置き出芽法，「培量減量」は培土量減量法，「全量基肥」は本田全量
全層基肥施用法，「箱全量」は育苗箱全量基肥施肥法の略．凡例中，「マット利用」
は培土量減量，「JA共同育苗」は平置きの選択枝．第7図の「関心なし」の回答者に
対する調査．調査農家戸数110戸．「関心がない」と回答したのうち有効回答数は，
平置き46，培土減量34，全量基肥24，箱全量21．
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が多かったが，聞き取りから本技術を正しく理解していなかったことに起因した失敗であ
ることが判明した．
3．培土減量に対する評価
今回調査を実施した農家の97％は育苗培土を購入していた．覆土の使用量は1000～1200
g/箱がほとんどを占めた．これに対して床土使用量は，2000～3600g/箱と幅が大きかった
が (第29図)，覆土を含めた培土使用量は3500～4500g/箱の農家が多数を占めた．育苗箱
軽量化のために減量をしているとの回答は14％にとどまった．また，減量範囲は筆者らの
検討結果である床土1640g，覆土980gに対する比較で10％程度にとどまった．JAから苗を
購入している農家が14％あり，筆者の管内の3JAにある育苗センターの培土使用量につい
ても調査を実施した．その結果，JAたかさきを除く2JAで，農家の平均的な培土量よりも
第2章第2節での検討結果に比較的近い量であった (第39表)．培土減量に対しては関心の
高い農家が53％ある一方で，関心を示さず否定的な農家も33％と1/3に達した (第28図)．
関心がない理由として苗の生育不良やマットの強度低下が心配との回答が多かった．
4．全量基肥および箱全量に対する評価
稲作経営規模の大きい農家ではほとんど基肥を耕起時に機械で散布しているか，移植時
の側条施肥等を導入しており，労力負担は少ない．肥効調節型肥料等による全量基肥を実
施している農家は15％にとどまった．追肥の実施率は70％であったが，中にはむら直し程
度にとどめたり，生育状況によって実施するといった農家が内数で20％含まれており，追
肥を栽培体系に明確に組み込んでいる農家は1/3強の35％であった (図表省略)．追肥は機
械散布も可能であるが，基肥に比べて現物施肥量が少量であり，均一散布が難しい．この
ため，経営規模の大きい農家ほど追肥実施率は低く，追肥を放棄しているか，手まきで可
． ，能な範囲のむら直し程度にとどめている例が目立った 追肥の負担を感じる農家は34％で
追肥を全く実施しない農家が33％，作業の負担を特に感じないと回答した農家は33％あっ
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第39表 JA育苗センターにおける使用培土量 (2005)．
JA名称 床土 覆土 合計 備 考
(g) (g) (g)
たかさき 2200 1800 4000
碓氷安中 2000 1000 3000
はぐくみ 2000 1000 3000 高崎市 (旧箕郷町分) は，床土部分に育苗マットを使用
中苗育苗．クレハ粒状培土を使用，ただしJAたかさきではミツイ粒状培土を一部使用．
第29図　床土の使用量．
～2000g
～2200g
～2400g
～2600g
～2800g
2800g以上
育苗マット
調査農家戸数1１0戸，有効回答数103．育苗マットは
床土の代替資材．発泡スチロール性資材やロックウー
ル資材が主に使用されており，覆土には培土を使用．
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た (第26図)．
全量基肥は高齢者農家や小規模農家を中心に48％の農家で関心を示した．稲作経営を維
， ，持してゆくためには 省力施肥法によって肥料散布の負担を少なくできることは魅力的で
全量基肥による多少のコスト増はやむを得ないとの回答であった．箱全量に関しては，低
コストにもなることから全量基肥を上回る62％の農家で関心があると回答した．大規模農
家からはコスト削減のために廉価な輸入品を使用しており，たとえ省力になっても高価な
肥料は使用できないとの意見もあった．また，追肥作業は稲作の基本であり，これを放棄
した稲作は邪道であるとの批判的な意見も一部にあった．このように賛否両論があったも
のの，2つの省力施肥法に対する関心は概ね高かった．
5．コスト増加に対する考え方，今後の経営方針と技術情報の入手先
省力化技術の導入によってコスト増になる場合もある．その許容範囲を尋ねた結果，省
力を優先する農家56％とコスト増を容認しない農家40％に分かれた．前者は経営主が70歳
代以上の農家，後者は3ha以上の大規模農家で最も多かった (第40表)．具体的なコスト増
の許容範囲として10％以内との回答がはぼ90％を占めたが，それ以上でも可とする農家も
少数ながら存在した．今後の稲作経営について概ね4～5年先という期限付きで回答を求め
， ． ．た結果 81％の農家が現状維持と回答した 規模拡大との回答は16％であった (第41表)
技術情報の入手先としてはJAや普及指導機関がそれぞれ23，22％で1，2位を占め，次に
18％で口コミが続いた (第30図)．口コミが比較的広く支持されている背景には，普及指
導機関や試験研究機関の技術情報は，必ずしもその地域の気象や土壌条件等に適応する技
術かどうかはっきりしないという考え方があり，地元の仲間が取り組んで成果が上がって
いる技術が一番確実であるとの意見が110人中34人から寄せられた．
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第40表 省力化技術導入によってコストが増加する場合の許容範囲．
回答率 (％)
選択枝 全体 経営主の年齢 (歳) 経営規模 (ha)
～39 50～69 70～ ～0.5 0.5～1 1～3 3～
コスト増加はやむを得ない
～5％ 3.4 7.7 1.6 4.4 15.4 5.3 － －
～10％ 47.1 53.8 49.2 39.1 61.5 52.6 46.9 31.9
～15％ 2.3 － － 13.0 － 5.3 3.1 －
15％以上 3.4 － 1.6 8.7 － － 6.2 4.5
計 56.3 61.5 52.4 65.2 76.9 63.2 56.2 36.4
コスト増加は不可 40.2 30.8 42.9 34.8 23.1 36.8 34.4 63.7
その他 3.4 7.7 4.7 － － － 9.4 －
調査農家戸数110戸，有効回答数88．四捨五入の関係で合計は必ずしも100％にならない．
第41表 今後の経営規模について.
選択枝 回答率 (％)
現状維持 80.8
規模拡大 16.2
規模縮小 2.0
とりやめ 1.0
調査農家戸数110戸， 有効回答数99．
第30図　技術情報の入手先．
0 10 20 30 40 50
農業専門誌
農業新聞
一般紙
テレビ,ラジオ
インターネット
普及指導機関
ＪＡ
試験研究機関
資材メーカー
学会誌
口コミ
展示会
回答数
調査農家数110戸，有効回答数19５．複数回答可．
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考 察
育苗技術の中で，育苗箱移動の労力軽減策を課題と感じている農家が多い (第27図) の
にもかかわらず，省力化技術として開発された平置きの普及率は低く，2ha以上の農家で
は21％にとどまった．規模の大きい農家の播種作業は機械化が進んでおり，電源や水源を
必要とする．一方，育苗場所は水平で広いスペースを確保する必要があって，両者の位置
は離れている場合も多い．このため，播種後の育苗箱運搬，展開作業が必要であることに
変わりはなく，積み重ねと比較しても，それほど省力的ではない点が普及率の低い理由と
して明らかになった．このように，平置きに関しては試験研究機関が省力技術として開発
した狙いと，普及している農家の現状とにずれがあることが示された．以上の結果から，
平置きは，手動播種機等を用いて最初から育苗床内で播種作業が可能である比較的小規模
農家に最も適応した技術であると考えられた．この条件に合致する農家は県内に少なから
， ．ず存在し これらの農家に普及対象を絞って導入を進めることで省力化に貢献可能である
次に，培土量減量は省力と共に低コスト化のためにも有望な技術である．しかし，導入
している農家は少なく，一部農家では培土減量によって苗の生育や，マット強度に悪影響
を与え，移植作業に支障をきたす等の誤った認識が見受けられた．また，農家は育苗に対
して必要以上に気を遣う傾向がある．未経験の育苗新技術の導入に慎重というよりも，む
しろ消極的な農家が多い現実は以上の事柄を反映したものといえる．
前章で述べたように全量基肥は肥料単価が高く，コスト上昇が最大の欠点である．しか
し，農家の56％からコストが多少増加しても，省力を優先するとの回答を得ている (第40
． ， 「 」 ，表) また 筆者と肥料メーカーの共同開発による全量基肥専用肥料 ふれあい一発 は
発売当初から毎年順調に販売量を伸ばしている．これらの事実から，農家は単にコスト面
だけで技術を評価しているわけではないということが明らかである．一方，箱全量は省力
と共に低コスト化も可能な技術である．しかし，県内の試験研究や指導機関の一部関係者
には，全量基肥のコスト増に関する農家の考え方や，箱全量の低コストの特徴が十分に理
解されていない．両省力施肥技術の普及率が低い一因に，関係機関の認識不足も考えられ
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る．これらの認識を改め，農家に対して普及指導機関の積極的な情報提供が望まれる．
今回聞き取り調査を実施した経営主は，そのほとんどが稲作経験が豊富で，自身の技術
に対する自信を垣間見ることができた．このことは，現状の技術で十分であるとして，新
技術に対する関心が育苗技術を中心にあまり高くなかったことからうかがえた．しかし，
誤解や現在の技術から乖離したものが少なくなかった．また，自身の地域に適応できる技
術であるとは限らない，との意見が少なからず寄せられた．これらの考えは農家の栽培技
術向上意欲の不足からくる保守性を物語る事実である．なお，70歳代に入ると自らの体力
， ．の低下からか 省力技術に対する関心や導入意欲はむしろ高まる傾向があった (第40表)
農業従事者の高齢化が進む昨今，加えて普及指導機関の人員削減の流れの中で，ともすれ
ば技術指導の対象外になりやすい彼らに対して有用な技術を支援してゆくことが，耕作放
棄を防止し，農地保全の上からも重要になってくると考えられる．これまで筆者が取り組
んできた技術は，この面からも有効であると考えられる．
一方で，農家は新品種には大きな関心を示す．普及指導機関も奨励品種制度上，新品種
導入に際しては試験研究から普及までの一貫した体制ができあがっている．栽培技術の普
及でも，品種同様の体制を確立することが望まれる．
技術の入手先として，農家は「口コミ」を重視する傾向がみられた．原田 (2004) はイ
チゴの新品種普及に関するアンケートの中で，農家が品種導入に際して活用した情報源に
． ，関する調査を実施している この中で普及速度の異なる部会組織で傾向に差がみられるが
本調査と概ね同様の傾向が認められる．また，山極 (2003) は農家と普及指導機関との情
報共有化ツールとしてインターネットをあげているが，一部の例 (佐々木 2004) を除き
普及は進んでおらず，今後の課題である．今回の調査もそれを裏付ける形となった．
コミュニケーションの中で「口コミ」は「うわさ」の伝達手段として捉えられている．
うわさや流言，デマは，災害発生時などに社会を混乱させる危険性がある (船津 1996，
川瀬 2001)．しかし，農家間の「口コミ」による農業技術の情報伝達ではこのような問題
は少ないと考えられる．なお，農家によって情報の「再加工」が生じ，技術が改変される
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可能性も指摘されている (原田 2004)．しかし，普及指導員の定員削減が著しく，きめ細
かい現地指導に限界がある昨今，基本的に正しい情報が伝達されるのであれば，有力な情
報伝達源として評価，活用すべきである．
以上の結果から，普及指導機関で新技術を普及させるためには，まず普及対象とする地
域や農家の経営規模，形態等を決定した上で，講習会等により正確かつ十分な技術情報を
伝達し，慣行技術との違いや有利な点を理解してもらうことが必要であり，展示圃の設置
がより重要である (川俣 1997)． 試験研究や普及指導機関とは異なり，農家では栽培の
失敗が経営に直結する重要問題となりかねない．このため原因はともあれ，一度失敗した
技術にあえて再度挑戦する農家はほとんどない．展示圃の段階で，普及指導機関が十分な
現地指導を行い，農家が絶対に失敗しないように技術を完全習得してもらうことで，新技
術に対する誤解や漠然とした不安を払拭することが可能になると考えられる．さらに，直
接肌で体験した成功事例を「口コミ」を大いに活用して波及させてゆく方法がより速く，
効果的であると考えられた．これらの条件を満たすためには，川俣 (1997) も論じている
ように，展示圃に技術力があり，地域の指導者的な農家に積極的に関わってもらうことが
必要である．なお，今回は農家と普及指導機関との視点から問題を取り上げたが，実際の
普及に際してはJA，市町村等の関係機関との連係が重要であることはいうまでもない．
まとめ
稲作の低コスト・省力化技術への関心を探るために，アンケート調査を実施した．対象
は群馬県平坦地域および中間地域の稲作農家とし，稲作経営面積や専業・兼業別，経営主
の年齢等のバランスも考慮しながら，県内16市町村計110戸に対して戸別訪問面接調査法
で実施した．その結果，筆者らがこれまでに検討してきた低コスト・省力化関連の諸技術
の普及率は概して低かった．この要因として，農家側の栽培技術の現状や新技術への考え
方に関する試験研究機関の認識不足，農家の固定概念から生じている新技術に対する誤解
や不安，普及指導機関の情報伝達不足などがあげられた．稲作農業の主力である50～60歳
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代は，自身の技術に自信を持つ経営主が多く，新技術に対する関心はあるものの，積極的
に導入しようとする意欲は低かった．一方，70歳以上の高齢者農家や稲作主体の兼業農家
では，稲作経営の維持のために省力化技術に対する関心は概して高く，導入に前向きな農
家もみられた．技術の普及のために対象農家の絞り込みや方法の検討が必要である．農家
は技術情報の入手先として普及指導機関，JAに次いで「口コミ」をあげており，技術を地
「 」 ． ，域に波及させるための鍵を 口コミ が握っていると考えられた 新技術普及のためには
， ．普及指導機関が農家に正確な技術情報を提供し 正しく理解してもらうことが必要である
さらに展示圃において農家に自ら新技術を体験し，正しい技術を身につけてもらうことで
栽培を必ず成功させ 「口コミ」による波及効果を狙うことが望ましいと考えられた．，
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第６章 総合考察
群馬県の東毛平坦地域は県下を代表する穀倉地帯である．当地域で普及している稲麦二
毛作体系では6月に麦と水稲の作業が競合し，労力負担がきわめて大きくなることが特徴
である．また，この地域の稲作経営農家の形態や規模に目を転じると，経営規模が10haを
超える大規模稲麦専作農家も存在するが，1％未満であり (群馬農林統計協会 2005) ，園
芸や畜産を主とする複合経営農家が中心である (安藤 2005)．その一方で稲麦作のみの兼
業農家なども存在し，様々である．国策として稲麦作経営の大規模化が求らめれ，技術開
発が進んでいるとはいえ (土屋 1997，梅本 1997)，大多数は中小規模農家である．さら
に経営主の年齢も幅広く，近年は小規模稲麦専作農家を中心に高齢化が進んでいる．稲作
農業は機械化が進んだ部門であり，このことが高齢者や兼業農家での経営を可能にしてい
る．しかし，個々の作業によっては機械化が遅れている部分もある．たとえば播種時から
育苗，移植作業にかけての育苗箱の移動，運搬や追肥作業などがあり，規模の大小や専業
・兼業を問わずこれら作業の省力化が課題となってる．さらに，今般の米価の低迷とも相
まっていずれの農家にとっても低コスト化が至上課題といえる．
本論文では，東毛平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の特性も踏まえた上で，水稲栽
培の省力・低コスト技術について検討を行った．一口に省力・低コストといっても，その
対象となる作業は様々である．このうち，本研究では前述の機械化が遅れている稲作諸作
業について着目し，それぞれ第2章並びに第3章で検討を行った．なお今回，対象とした技
術は主に既存の技術であるが，これらを当地帯向けに必要に応じた修正等を加え，現地へ
の普及が可能であるかを実証することに主眼を置いたものである．
従来の研究は単に栽培技術面での検討の範囲にとどまる場合が多かった．現地への技術
導入，普及を図るためには，農家が経営体であり一定の所得を得る必要があることから，
経営面にも踏み込んだ検討がなされる必要があることは言うまでもない．また，これまで
開発された多くの技術のうち，現地に普及していないものも少なからず存在する．この背
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景には，技術開発に当たる試験研究及び普及指導機関と技術の利用者である農家側との間
に，認識のずれが存在していることを示している．そこで，本論文ではこれらの技術を単
に栽培技術の一側面からのみ捉えるのではなく，現地導入に当たっての経営評価および新
技術に対する普及の現状や農家の評価を現地で個別面談調査法によって調査し，新技術導
入にあたっての効果的な普及方法について第4章並びに第5章で論じたのもである．以下で
は，個々の新技術についてその開発と経営評価，農家への普及状況や農家側の評価，さら
にこれらの結果から浮き彫りになった普及方法のあり方について考察した．
まず，育苗箱の軽量化と移動作業回数の軽減技術に分けて検討した．播種作業終了直後
に6kg近くに達する (大谷ら 2000) 育苗箱の軽量化によって，労力の軽減が可能になると
考えられた．そこで育苗箱の軽量化対策として，栃木県で2000年に開発された新育苗箱の
プール育苗条件での適応性を検討した．本育苗は，外寸は従来のままとして，内寸を2/3
の深さにすることで使用培土量を減じて軽量化と低コスト化を図ろうとするものである．
プール育苗では，育苗箱の底面から発生する根の量がきわめて多い．このため，従来育苗
箱では発根抑制や移植前の根の除去作業が必要である．新育苗箱の底面は従来育苗箱とは
形状が大きく異なり，凹凸状になっているため，根の除去作業は困難である．このため，
発根の状況如何では導入は困難であることも予想されたが，3か年7回の検討で発根量自体
が少ないことと，従来育苗箱のように底面に密着する形態をとらないことから，その懸念
はないことが明らかになった．以上の結果から，プール育苗条件でも導入可能との結論に
達した．しかし，新育苗箱は導入に際して育苗箱の切り替えが必要となり，経費増となる
可能性がある．そこで，両育苗箱の償却年数を15年とし，切り替え費用も考慮した上で経
済性について検討した．試算の結果，従来育苗箱の償却期間が11年未満であれば，新育苗
箱への切り替えが経営面からも有利となることが明らかになった 本育苗箱は省力・低コ
スト対策として導入可能であり，播種後の育苗箱総重量は約30％，育苗箱を含めた経費で
も33％削減可能になることが実証された．なお，この件に関しては大谷ら (2000) も同様
の報告をしている．
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新育苗箱は育苗の省力・低コスト化に十分に貢献できるとはいえ，まだ耐用年数に達し
ていない育苗箱を処分することに対する農家の抵抗感が大きい．また，育苗箱の底面から
の出根に対する現場の懸念が相変わらず大きく，さらに今般の環境問題等も絡んで，導入
はなかなか進んでいない (注：青木私信)．そこで，従来育苗箱を活用する形での使用培
土量の削減に着目した．3か年検討した結果，覆土のみ無床土でも育苗は可能であり，移
植精度も極端な低下はみられなかった．しかし，実用性を考えて床土11mm，覆土7mmの合
計18mmまでの減量が可能と結論づけた．この培土量では，育苗後半に肥料が不足して生育
がやや悪くなるが，あえて追肥をしなくても，本田移植時の移植精度や初期生育に大きな
影響はなかった．本法の導入によって播種作業後の育苗箱総重量は32％の減量，培土経費
も35％の削減となり，新育苗箱と遜色ない省力効果と経済効果を得ることができた．JAの
育苗センターでも経費の削減も考え，培土量減量に取り組んでいる．しかし，農家での実
施例はわずかであったが，調査から農家は培土量減量に伴う苗の生育不足や移植精度の低
下を懸念していた．農家は育苗に関して必要以上に神経質になる傾向がある．しかし，そ
の一方で育苗期間に追肥を実施する農家は28％といった事実が存在するなど，必ずしも細
かい管理を実践しているわけではないというアンバランスな実態がある．結局のところ培
， ，土減量技術が普及しない背景には 育苗期の追肥を省略したいために培土を減量できない
しないという現状が明らかになった．また，マット強度が低下して移植精度に悪影響する
といった意見も一部あったが，プール育苗を導入する以前の経験談も含まれており，農家
の技術に対する保守性，現在の技術と乖離した誤った認識を改めると共に，正しい知識の
提供，普及が必要であると考えられた．
次に，育苗箱の移動回数軽減技術として平置きを検討した．従来の積み重ねでは播種か
ら移植までに3～4回の移動作業が必要になる．これに対して平置きでは最高でも2回の作
業で済み，省力化が可能になる．経済性では使用する被覆資材の経費が積み重ねよりも上
昇し，不利であったが，実金額面では大きな差はみられなかった．農家への普及率は24％
とあまり高くなかったものの，導入している農家は育苗箱移動の労力軽減を目的にしてお
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り，本技術が省力に貢献可能な技術であることが実証された．導入は中小規模の稲作農家
が多く，大規模稲作農家での普及は余り進んでいなかった．大規模農家の播種作業は移動
作業も含めて機械化されており，育苗箱の移動作業も省力化が進んでいる．このため，平
． ，置きの導入による省力効果が得られにくいことが大きな理由であった これらの事実から
平置きは育苗作業の機械化が進んでいない中小規模農家向けの技術であり，普及対象を絞
ることが重要であることが明らかになった．また，技術のポイントを理解していなかった
ことによる失敗から，平置きを取りやめた農家も9％存在しており，技術情報を農家に正
しく伝え，理解してもらうことがカギであることも判明した．
また，省力施肥技術に関して検討した．省力化が求められている作業の一つに追肥があ
る．基肥は，耕起同時や移植時同時散布など機械化による省力技術が普及している．これ
に対して追肥は，散布精度の高い機械施肥技術が普及・確立していないこともあり，稲作
経営規模の大小に関わらず手作業に頼る農家が多い．加えて作業が7～8月の高温期に当た
ることもあって部分施肥にとどめたり，作業を放棄する農家も多い．追肥は収量・品質向
上のために重要な技術であるが，標準体系並みの収量・品質を確保できることを前提に，
． ，追肥を省略可能な全量基肥について検討した 被覆尿素を配合した肥効調節型肥料を試作
検討を重ねて地域にあった専用肥料を開発した．導入による省力効果は高いが，高価な被
覆肥料を配合した専用肥料を使用するためコストは上昇する．しかし，省力化とコスト上
昇との兼ね合いについて許容範囲を調査した結果，経費上昇が10～20％程度の範囲であれ
ば省力を優先するとの回答が高齢者や兼業農家を中心に56％を占め，コスト上昇は必ずし
も普及の妨げにはならないことが判明した．このことは2000年から市販されている全量基
肥専用肥料の販売量の伸びからも実証されている．
． ，基肥や追肥を含めた本田の施肥作業を一切省略可能な技術が箱全量である 検討の結果
当地域への導入も可能との結論を得た．本技術では本田の施肥時間はなくなるが，施肥を
播種作業時に組み込むことで播種作業の時間がやや増加する．しかし，その時間は0.1時
間程度であり，大幅な省力化が可能であった．先の全量基肥同様に高価な被覆肥料を使用
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しているが，肥料効率が大幅に高まることから，40％の減肥が可能であり，コスト削減に
も貢献できる技術である．播種プラントに取り付ける施肥機の経費を考慮しても，17％の
削減が達成された．箱全量は，東北地方を中心に普及しているが，県内の稲作農家には技
術の存在自体が知られていなかった．さらに，十分な知識を持つ研究者や指導者もほとん
どいない現状である．このため彼らが中途半端，時には誤った知識のままで農家に接して
いることも，全量基肥も含めた省力施肥法が普及しない原因の一端があると考えられる．
これら省力施肥法に関心を示す農家は多く，正確かつ適切な情報を農家に提供して普及の
足がかりを作ることが今後の課題であると思われた．
稲作農家は経験年数の長いヴェテランが多いこともあり，栽培技術に関しては概して保
守的であった．技術情報は関係機関からの情報と並んで仲間内からの情報，いわゆる「口
コミ」を重視する姿勢が明らかになった．また，平置きで触れたように，有効な対象農家
が限定される技術もある．また，農家は一度失敗した技術に再挑戦することはほとんどな
い．これらの事実から，新技術を円滑に普及させるためには，対象地域や農家を十分検討
することが必要である．続いて現地に展示圃を設置して，技術を目にしてもらうだけでは
なく，地域の指導者的農家に対して展示圃への取り組みを働きかけて正確に技術を習得し
てもらい，成功体験をしてもらうことが第一である．さらにその体験を「口コミ」によっ
て仲間うちに拡げてもらうことが効果的であると考えられた．
水稲品種には国内に奨励品種制度があり，試験研究から普及指導機関を通じて現地普及
までの一貫した体制ができあがっている．一方，栽培技術はこのような一連の明確な制度
を持っていない．この体制整備も必要であると考えられた．
以上のように本論文は群馬県東毛平坦地域を中心とした稲麦二毛作地帯の水稲作の低コ
スト・省力化技術を検討したが，単なる技術の検討にとどまらず，現場へも踏み込んで農
家側の技術評価や考え方，さらに効果的な普及方法にまで言及し，他地域，他技術の開発
や普及にも参考になる点が大きいと思われ，きわめて意義が深いものと考えられる．
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The Studies on Development, Evaluation and Extension of New Rice Seedling-Rearing
and Fertilization for Low-Cost and Labour-Saving in the Rice-wheat Double Cropping Area
of Gunma Prefecture.
Yukitsugu Takahashi
A new nursery box (trade name: Karukaru-new-line) for rice seedlings has a depth of
about 2/3 of the ordinary nursery box, and the soil used is also reduced to about 2/3. This
new nursery box is not only light but also good for raising seedlings. In this study, the
author examined the possibility of using the new nursery box for pool raising of seedlings,
which was widely used in Gunma prefecture for 3 years. Although more roots extended
from the bottom of the new nursery box when the nursing period was prolonged, the
rooting pattern was different and it was not necessary to cut the roots or to prevent root
extension, which was usually necessary with the ordinary nursery box at the time of
transplanting. Because of the smaller amount of soil, the amount of fertilizer was also
reduced. The growth in the new nursery box was sometimes inferior without additional
fertilizer. However, transplant precision, rooting and early growth were not significantly
different from those in the ordinary box, and there were no problems for utilizing the new
method.
Under the condition of pool raising in Gunma Prefecture, the author attempted to
reduce the amount of soil in the nursery box to reduce the whole weight of the nursery
box and to reduce the cost of raising seedlings. The depth of covering soil was maintained
at 7 mm, and the depth of basing soil was adjusted to 17,13,11,7,and 0 mm. They were
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compared with the standard depth of 17 mm. The author found that the 7 mm depth of
basing soil and even no basing soil with 7 mm covering soil were able to raise seedlings
having little effect on the accuracy of transplanting. However, in the bed without basing, it
raised many seeds over covering soil and also the method of preventing seed-scattering
out of nursery box was necessary for seeding. Moreover, for transplanting, more careful
handling of the thin mat was nesessary because the mat was too thin. Thus, the author
judged that the use of zero or 7 mm depth basing soil was unpractical. Considering the
handling of mat and the accuracy of transplanting, the author judged that the practical
depth of the soil in a nursery box was 18 mm, which was composed of 11 mm-depth
basing soil and 7 mm covering soil. By this method, the weight of nursery box was
reduced to about 20%, and the cost of the soil to about 25% compared with the
conventional method.
In Gunma Prefecture, rice seedlings are usually grown in the nursery boxes kept
stacked up by the pool-raising method. In this method, however, the boxes need to be
moved several times, which is a laborious task. In the new method, developed in Tochigi
Prefecture, seeds are sown in the boxes arranged flatly and seedlings are grown without
moving of boxes. However, this technology was developed for use in a green house but
not for pool-raising. Hence, the author applied this method to the outdoor pool-raising in
the normal-season culture of rice. Covering several kinds of materials delayed seedling
emergence only about 0-3 days. Non covering tended to delay seedling emergence due to
the low temperature and drying of covering soil, showing that a covering material was
necessary for good emergence. Three kinds of covering materials (Passlight,
Kenbyo-sheet and Daiorussell-1600-Black) were found to be excellent. Covering with
these materials decreased the uneven growth, high tempreture and drying of covering soil,
and they were able to omit the greening process. Sometimes, the seedling length was
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increaced and leaf age advanced by the covering, but the final growth of seedlings
equalled that in rice grown by the standard method. Therefore, the author considered that
this method with these covering materials could be useful for sprouting of seedlings in
nursery boxes arranged flatly.
The author examined a special fertilizer for non-split application to paddy rice in order
to develop a labour-saving method of feritilizer application suitable for climate, soil
condition, and cultivation system. The author used seven kinds of coated urea which
varied in release type and period, and examined the optimum release type, release period
and combination or mixing-rate of fertilizers. Experiments over five years showed that the
experimental fertilizers composed of (LP70+LPS80 or LP100+LPS100 with the ratio of fast
and slow-release fertilizer at 1:1) was as good as the standard fertilization system in yield
and quality. From these results, the author consulted with the local fertilizer company and
determined that the special fertilizer should consist of LP70 (fast-release fertilizer) and
LPS80 (slow-releace fertilizer) at a ratio of 1:1. The special fertilizer was named "Fureai-
Ippatsu-shouryokugata 253", and it is widely used today.
The author studied the method of raising seedling on condition of the single whole
basal fertilizer application to the nursery box by pool raising. The author applied single
whole basal fertilizer named "Naebako-makase" (N400-100 and NK301-100), and raising
seedling period was 20-22 days. The author examined for 3 years and found that the
raising seedling in April had no problem, however, May-June raising tended to solve
fertilizer excessivery in the latter period, seedling tended to show spindly growth, and
seedling mat intensity tended to decrease. The type of fertilizer and the position of
fertilizer in nursery boxes scarcely influenced growth of seedling. Grained-soil-covering
had no ploblem for emergence and growth of seedling. On the other hand, the emergence
of seedling was almost prevented by grained fused-phosphate-covering. The author found
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problems that powdering fused-phosphate-covering caused growth injury and the
decrease of seedling mat intensity. A small decrease of seedling mat intensity caused by
grained-soil-covering was avoidable by increasing sowing rate, resulting in seedlings with
no difficulty for transplanting. Therefore, the author found that this method was able to be
introduced to the double cropping areas of rice and wheat in Gunma prefecture.
The author studied the possibility of introducing the single fertilizer application. The
fertilizer was applied exclusively only in nursery box for labor-saving. Rearing of seedling
was in the condition of pool raising. The commercialized fertilizer named
"Naebako-makase" was used and studied for 4 years. The author found that after
planting in the rice field, the maxium rearing of seedling period was 20 days for spindly
growth of seedling by over-solving fertilizer, and injury by fertilizer concentration appeared
sometimes. However, over-3cm-depth-flooding was able to reduce the injury. Afterwards,
these problems were almost solved by improving fertilizer. Growth after rooting showed a
typical pattern of that by the ordinary controlled availability fertilizer. Early growth was
reduced a little and stem number was decreased, too. However, percentage of ripened
grains and productive stems increased. The application of fertilizer which decreased
34-40% nitrogen resulted in equal or higher yield and quality than the standard fertilizer
application. Therefore, the author judged that this method was able to be introduced.
These new methods for low-cost and labour-saving of paddy rice culture in the east flat
area of Gunma Prefecture were evaluated. Economics was evaluated by indisensable cost
per 10a. Labor efficiency was evaluated by the total weight of the nursery boxes to be
moved, and the working hours for fertilization per 10a. The use of a new nursery box and
the reduction of the amount of soil in the nursery box reduced the cost and labor by
30-36%. The use of the flat arrangement of nursery boxes and non-split fertillizer
application to the field reduced labor by 30-33%, and the use of non-spilt fertillizer
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application to the nursery box reduced the cost by 17%, and labor by 94%. Next, the
culture system combining these methods was evaluated. The system combining the flat
arrangement of boxes and non-split fertillizer application in the field reduced the cost by
6% and labor by 33%. The system combining the reduced amount of soil in the nursery
box, flat arrangement of the nursery boxes and non-split fertillizer application in the
nursery boxes reduced the cost by 30% and labor by 33%. Thus, these technologies were
effective for paddy rice field management. The author surveyed the farmer's fields when
the latter system was applied for 2 years. The growth and yield of rice were comparable to
those in the standard field, and the author concluded that this technology is useful.
Finally, extension and spreading of these new technology were evaluated by
questionaires to farmers. The concerns for the new technology of low cost and
labor-saving culture developed by the author were generally low. The reasons of it were;
little understanding by the research organization about the present technology and the
acceptance of the new technology of farmhouse, misunderstanding and anxiety for the
new technology in farmhouse, and lacking the efforts of information transfer by the
extension center. There were many farm masters of age 50-60, who had confidence in
their own technology and were not so willing to accept the new technology, though they
had the concern about the new technology. On the other hand, the farmers over 70 years
old or part-time farmers were interested in the new labor-saving technology to maintain
their rice culture. It is necessary to study the target farmers and the extension method. To
obtain new information, farmers were usually depending on the "communication using
conversation", which was the key to transfer the new technology. It is necessary that the
extension center gives farmhouses accurate information and farmhouses understand it
properly. t was recommended to use the demonstrate plot of the new technology for theI
accurate information, which was effective for "communication using conversation" in the
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successful extension program.
